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１    計画策定の背景及び趣旨 

（１）国の動向 

我が国では、平成２（１９９０）年のいわゆる「１．５７ショック」（平成元年の合計特殊出生率

が戦後最低となった）を契機に、少子化対策への重点的な取り組みが始まり、平成６（１９９４）

年に策定された「エンゼルプラン」に基づき、保育の量的拡大や、延長保育等の保育対策を中

心とした政策が行われました。 

その後、平成１５（２００３）年に制定された「少子化社会対策基本法」、「次世代育成支援

対策推進法」に基づき、従来までの保育に関するものを中心とした政策から、雇用、母子保

健、教育等も含め社会全体で子育て支援に取り組んでいく政策に拡充され、少子化対策が

我が国全体の取り組みとして位置付けられるようになりました。 

平成２７（２０１５）年度からは、消費税率の引き上げに伴う社会保障の充実メニューとして

確保された財源を背景に、「子ども・子育て支援新制度」がスタートしました。急速な少子化

の進行、女性の就業率の上昇など、家庭や地域を取り巻く社会情勢の変化に対応するため、

この制度のもと、保育・学童保育の待機児童対策、幼児教育・保育の無償化、児童虐待防止

対策などの政策が推進されました。 

しかしながら、これらの政策により待機児童が大きく減少するなど一定の効果はあったもの

の、少子化の進行に歯止めはかからず、児童虐待相談や不登校件数の増加、ヤングケアラー

の顕在化、未婚の増加、経済的に困難な状況にある世帯における貧困の連鎖など、こども・

若者及び子育て世帯を取り巻く環境は深刻な状況にあります。また、令和２（２０２０）年から

の新型コロナウイルス感染症の感染拡大が、拍車をかけた状況も見受けられます。 

このような中、国では、これらの課題に対して、常にこども・若者の最善の利益を第一に考

え、こども・若者に関する取り組みや政策を社会の真ん中に据えて、強力に進めていくための

司令塔として、令和５（２０２３）年４月に「こども家庭庁」を発足させました。 

また、これまでそれぞれの法律に基づいて、国の関係省庁、地方自治体において進められ

てきた、こども・若者政策に関する様々な取り組みについて、社会全体で総合的かつ強力に実

施していくための包括的な基本法として「こども基本法」が併せて施行され、令和５（２０２３）

年１２月には、本法律に基づく今後５年程度の基本的な方針等を定めた「こども大綱」が策

定されました。 

地方自治体は、この大綱を勘案して「都道府県こども計画」、「市町村こども計画」を策定

することが努力義務として位置付けられており、国を挙げた、こども・若者を真ん中に据えた社

会づくりが推進されることとなりました。 
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■こども大綱の目指す『こどもまんなか社会』 

すべてのこども・若者が、日本国憲法、こども基本法及びこどもの権利条約の精神にのっと

り、生涯にわたる人格形成の基礎を築き、自立した個人としてひとしく健やかに成長すること

ができ、心身の状況、置かれている環境等にかかわらず、ひとしくその権利の擁護が図られ、

身体的・精神的・社会的に将来にわたって幸せな状態（ウェルビーイング）で生活を送ること

ができる社会 

 

 

◇こども大綱の基本的な方針◇ 

①こども・若者を権利の主体として認識し、その多様な人格・個性を尊重し、権利を保障

し、こども・若者の今とこれからの最善の利益を図る 

②こどもや若者、子育て当事者の視点を尊重し、その意見を聴き、対話しながら、ともに進め

ていく 

③こどもや若者、子育て当事者のライフステージに応じて切れ目なく対応し、十分に支援す

る 

④良好な成育環境を確保し、貧困と格差の解消を図り、全てのこども・若者が幸せな状態

で成長できるにようにする 

⑤若い世代の生活の基盤の安定を図るとともに、多様な価値観・考えを大前提として若い

世代の視点に立って結婚、子育てに関する希望の形成と実現を阻む隘路（あいろ）の打

破に取り組む 

⑥施策の総合性を確保するとともに、関係省庁、地方公共団体、民間団体等との連携を

重視する 
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（２）本市の動向 

本市では、昭和４５（１９７０）年にまちづくりの基本理念として制定した「習志野市文教住

宅都市憲章」に基づき、こどもの教育・保育、子育て支援に力を入れた市政運営を行ってきま

した。 

平成１０（１９９８）年には、急激に変化する社会情勢を背景に、国の「エンゼルプラン」に対

応した「ならしの子ども未来プラン」を策定し、地域の子育て支援の拠点である「習志野市こ

どもセンター」の設置や、病児・病後児保育事業等の実施に取り組みました。 

その後、平成１７（２００５）年には、「次世代育成支援対策推進法」に基づく「習志野市次

世代育成支援対策行動計画」、平成２２（２０１０）年にはその後期計画を策定しました。 

平成１５（２００３）年に策定した「こども園構想」に基づき整備した、地域の子育て支援の

中核施設となる「東習志野こども園（平成１８年開園）」は、千葉県で初めて設置した幼保一

体化施設であり、全国でも先駆的な取り組みとして実施されています。 

また、平成２４（２０１２）年４月には、成長・発達に不安や心配を抱えた家庭に対し、総合的

な相談支援、指導を行う機関としてひまわり発達相談センターを開設しました。 

平成２７（２０１５）年度からは、国の「子ども・子育て支援新制度」の開始とともに「習志野

市子ども・子育て支援事業計画（第１期：平成２７年３月策定、第２期：令和２年３月策定）」に

基づく取り組みをスタートしました。 

増大する保育需要に対応するための様々な手法による保育所・こども園等保育施設と放

課後児童会の受入れ枠の拡大を行うとともに、妊娠・出産・子育てを通じた切れ目ない母子

保健の取り組み、発達支援の専門機関によるソーシャルインクルージョンの観点からの相談

支援、さらには、虐待の予防、早期発見と対策・防止のきめ細かい対応など、各種子育て支援

施策を実施しました。 

令和６（２０２４）年度には、児童福祉機能と母子保健機能のより一体的な切れ目のない支

援に取り組むための体制整備として「こども家庭センター」を設置するとともに、藤崎こども園

の令和７（２０２５）年４月開園に向けた施設整備に取り組み、これまで順次進めてきた本市の

市立こども園の設置は、当初の計画どおりすべての中学校区で完了することとなりました。 

これらの取り組みにより、本市の保育所等や放課後児童会の待機児童は大きく減少するな

ど、一定の成果をあげてはいるものの、出生数の減少や、児童虐待相談や不登校件数の増加

等、全国と同様にこども・若者支援の課題は本市においても発生しています。 

このような状況を踏まえ、本市としては昨今の社会情勢の変化や本市を取り巻く現状につ

いて把握・分析を行い、引き続き、こどもと子育て家庭への支援を推進するとともに、若者支援

や少子化対策を含め、より総合的・一体的な施策の推進に取り組む必要があります。 
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２    計画の位置づけ・計画期間 

（１）計画の位置づけ 

本計画は、「こども基本法」第 10条第２項の規定に基づく、「市町村こども計画」として位置

づけ、本市の今後のこども・若者施策及び少子化対策を総合的に推進するために具体的な方

向性や取り組み内容を定めるものです。 

また、本計画は、習志野市基本構想・基本計画のほか、教育振興基本計画をはじめとする

各関連する個別計画との整合・連携を図りながら、次の計画を包含することで、さらなる総合

的・一体的な計画として策定します。 

 

・子ども・子育て支援事業計画（子ども・子育て支援法） 

・次世代育成支援対策行動計画（次世代育成支援対策推進法） 

・子どもの貧困対策推進計画（こどもの貧困の解消に向けた対策の推進に関する法律） 

・子ども・若者計画（子ども・若者育成支援推進法） 

・母子保健計画（母子保健法・成育基本法） 

・少子化対策 

・放課後児童対策 
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習志野市基本構想・基本計画
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教
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振
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本
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画

な

ど

の

各

関

係

計

画

連携

次世代育成支援対策行動計画

子ども貧困対策推進計画

子ども・若者計画

母子保健計画

少子化対策

放課後児童対策
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（２）計画の期間 

本計画は、令和７（2025）年度から令和 11（2029）年度までの５年間を計画期間としま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）本計画における「こども」、「若者」の定義 

こども基本法において「こども」は、「心身の発達の過程にある者」と定義され、おとなとして

円滑な社会生活を送ることができるようになるまでの成長の過程にある者を総称しています。 

本計画では、わかりやすい表現とする観点から、乳幼児から１８歳（高校生相当）までを示

す場合は「こども」、それ以上の年齢を示す場合は「若者」の呼称を用いることとします。 

 なお、「こども」の表記については、原則ひらがな表記を用いますが、法令等に基づく場合

や、一般的に用いられている固有名詞の場合は、その表記を用いるものとします。 

 

（４）計画の対象 

本計画は、主に乳幼児から１８歳（高校生相当）までの「こども」、おとなとして円滑な社会

生活を送ることができるようになるまでの成長の過程にある概ね２９歳までの「若者」及び

「妊産婦」、「子育て家庭」を対象とします。 

また、本計画の推進にあたり、これらを取り巻く地域、行政、企業、団体など様々な関連する

主体についても対象とします。 

 

  

令 和
２

（2020）
年 度

令 和
３

（2021）
年 度

令 和
４

（2022）
年 度

令 和
５

（2023）
年 度

令 和
６

（2024）
年 度

令 和
７

（2025）
年 度

令 和
８

（2026）
年 度

令 和
９

（2027）
年 度

令 和
10

（2028）
年 度

令 和
11

（2029）
年 度

習志野市基本構想

（平成26年度～令和７年度）

習志野市後期基本計画

（令和２年度～令和７年度）

習志野市子ども・子育て支援事業計画

（令和２年度～令和６年度）
（仮称）習志野市こども計画

（令和７年度～令和11年度）

次期習志野市基本構想

（令和８年度～令和23年度）

次期習志野市前期基本計画

（令和８年度～令和15年度）
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３    計画の策定体制 

 

（１）習志野市子ども・子育て会議 

本計画の策定にあたり、専門家の意見や市民の幅広い意見を反映させるため、学識経験

者、児童福祉・教育に関する専門家、子どもの保護者、さらには一般公募の市民の方 15名で

組織する「習志野市子ども・子育て会議」を開催し、計画内容について協議しました。 

 

（２）習志野市こども計画庁内検討委員会 

計画内容を実務的に検討するため、こども部長を委員長とし、各部の次長職を委員とする

「習志野市こども計画庁内検討委員会」を設置し、計画内容の協議・検討を行いました。 

 

（３）習志野市子育て支援に関するニーズ調査 

本計画の策定にあたり、市民の子育て支援に関する生活実態や要望・意見を把握するた

め、市内の就学前児童及び就学児童の保護者４,000人を対象に、令和６（20２４）年 3月

18日から 31日まで標記調査を実施しました。 

 

（４）習志野市こども・若者の生活等に関する実態調査 

本市のこども・若者・子育て世帯の生活状況を探るとともに、孤独や孤立・ひきこもり・ヤン

グケアラーなどの状態にある人が必要とする支援などを把握することを目的として、市立学

校及び公立特別支援学校に通う小学１年生から中学３年生及び小学５年生と中学２年生

の保護者を対象に、令和６（2024）年 3月 4日から 31日まで標記調査を実施しました。 

また、高校生相当年齢から 29歳までの 5,200人の若者を対象に、令和６（20２４）年 3

月 18日から 31日まで同調査を実施しました。 
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（５）こども・若者の意見聴取 

「習志野市子育て支援に関するニーズ調査」及び「習志野市こども・若者の生活等に関

する実態調査」では把握しきれないこども・若者の様々な意見や要望を把握することを目的

として、以下の方法により、こども・若者への意見聴取を実施しました。 

 

●WEB調査 

こども施策・若者支援策・少子化対策などに対する意見や要望を伺うため、本市ホーム

ページ上において、市内在住または市外から通勤・通学している小学校１年生から２９歳

までのこども・若者を対象に、令和 6（2024）年５月１日から３１日まで意見募集を実施

しました。 

 

●意見交換（会議形式・ワークショップ形式） 

市として取り組んで欲しいこども施策・子育て支援施策・若者支援策や放課後の居場

所についての意見・要望を伺うため、市内の市民活動団体等のこども・若者等を対象に、

令和 6（2024）年７月から９月にかけて意見聴取を実施しました。 

 

（６）パブリックコメント 

計画案について、広く市民の方から意見を伺うため、令和６年１２月１日から２7日まで、広

報・市ホームページにおいて、パブリックコメント手続きによる意見募集を行いました。 
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１    習志野市のこども・若者、子育ての現状 

※推計値は習志野市「人口推計結果【速報値】」（令和６年１１月・基準日各年４月１日） 

（１）人口の推移 

①総人口の推移 

本市の総人口は、概ね増加傾向にあり、本計画の最終年度となる令和 11（2029）年

には 177,241人となることが予測されます。 

■図 1 総人口の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（資料）習志野市「国勢調査」（各年 10月 1日現在） 

 

②年少人口の推移 

本市の 15歳未満の年少人口は、平成 22（2010）年から減少傾向が続いており、令和

11（2029）年には 20,000人を下回ることが予測されます。 

■図２ 年少人口の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（資料）習志野市「国勢調査」（各年 10月 1日現在）  
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③年少人口割合の比較（全国・千葉県・習志野市） 

本市の 15歳未満の年少人口割合は平成２（1990）年から平成７（1995）年にかけて大

きく減少していますが、平成 12（2000）年以降は緩やかに減少しています。 

■図３ 年少人口割合の比較 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（資料）習志野市「国勢調査」（各年 10月 1日） 

 

④15歳～29歳人口の推移 

本市の 15歳から 29歳までの人口は平成７（1995）年からの減少傾向が令和２（２０２

０）年に増加に転じた以降は、29,000人から 30,000人の間で横ばいで推移することが予

測されます。 

■図４ 15歳～29歳人口の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（資料）習志野市「国勢調査」（各年 10月 1日現在） 
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⑤15歳～29歳人口割合の比較（全国・千葉県・習志野市） 

本市の 15歳から 29歳までの人口割合は平成 7（1995）年から平成 1７（2005）年に

かけて大きく減少していますが、平成 22（2010）年以降は緩やかに減少しています。 

■図５ 15歳～29歳人口割合の比較 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（資料）習志野市「国勢調査」（各年 10月 1日） 

 

 

⑥年齢３区分別人口の比率 

本市の 65歳以上の高齢者人口割合は増加を続ける一方、15歳未満の年少人口割合

は減少が続いています。15歳以上 65歳未満の生産年齢人口割合は、平成 12（2000）年

からは減少していましたが、令和７（2025）年以降は増加に転じることが予測されます。 

■図６ 区分別人口の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（資料）習志野市「国勢調査」（各年 10月 1日）  
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⑦人口動態 

本市の人口動態をみると、自然増減（出生ー死亡）は平成 28（2016）年までは増加傾向

にありましたが、その後は減少に転じ、令和２（2020）年以降はマイナスとなっています。また、

社会増減（転入ー転出）は年によって増減があるものの、令和５（２０２３）年にはプラスとなっ

ています。 

■図７ 人口動態の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（資料）千葉県毎月常住人口調査票（習志野市市民課） 
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（２）出生の動向 

①出生数 

平成 26（2014）年から直近の令和５（2023）年までの出生動向をみると、平成 29

（2017）年の 1,528人をピークに年々減少しています。 

■図 8 出生数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（資料）厚生労働省「人口動態統計」 

 

②合計特殊出生率 

近年、合計特殊出生率は千葉県の平均値よりもやや高く推移していますが、国の平均値と

比較すると令和 2（2020）年以降は下回って推移しています。 

■図９ 合計特殊出生率 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（資料）厚生労働省「人口動態統計」 千葉県「人口動態統計」  
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（３）婚姻の動向 

①年齢階級別未婚率 

本市の年齢階級別未婚率は、男性・女性ともに調査年によって増減はあるものの、概ね

増加傾向にあります。 

■図 10 年齢階級別未婚率（男性） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（資料）習志野市「国勢調査」（各年 10月 1日現在） 

 

■図 11 年齢階級別未婚率（女性） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（資料）習志野市「国勢調査」（各年 10月 1日現在） 
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②婚姻・離婚件数 

婚姻・離婚件数をみると、婚姻件数は、平成 26（2014）年から平成 28（2016）年までの

900件前後から、平成 29（2017）年以降は 800件前後に推移しており、減少傾向にありま

す。 

また、離婚件数は、250件前後で横ばいに推移しています。 

■図 12 婚姻・離婚件数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（資料）厚生労働省「人口動態統計」 
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（４）家族の動向 

①核家族化の動向 

本市の世帯数は、年々増加しており、令和２年で 79,423世帯となっています。一方、１世

帯あたりの人数は年々減少しており、核家族化が進行しています。 

■図 13 世帯数と 1世帯あたり人数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（資料）習志野市「国勢調査」（各年 10月 1日現在） 

 

②世帯構成の状況 

本市の一般世帯における人員構成割合について、平成27（2015）年から令和２（2020）年

の 5年間でみると、夫婦とこどもから成る世帯や夫婦のみの世帯、三世帯等などが減って、

単独世帯が増えています。 

■図 14 世帯構成の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（資料）習志野市「国勢調査」（各年 10月 1日現在） 
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③女性の就労状況 

本市の女性の年齢階級別労働力率は、平成 22（2010）年からの推移をみると全体的に

働く女性が増加しています。特に『２５歳～44歳』の子育て期における女性の労働力の伸び

が顕著になっています。 

■図 15 年齢階級別労働力（女性） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

（資料）習志野市「国勢調査」（各年 10月 1日現在） 

 

④従業上の地位別従業者の割合 

本市の地位別従業者をみると、男性では正規の職員・従業員、女性ではパート・アルバイト

等の割合が最も多くなっています。また、女性の平成27（2015）年から令和２（2020）年までの

5年間の推移においては、正規の職員・従業員の割合が増加しています。 

■図 16 従業上の地位別従業者の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（資料）習志野市「国勢調査」（各年 10月 1日現在） 
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２    子育て支援施策の状況 

 

（１）保育事業 

①通常保育 

▷市立保育所５か所、市立こども園６か所、私立保育園 19か所、私立こども園５か所、小規

模保育事業所 1１か所で実施しています。 

（令和７年４月時点：市立保育所４か所、市立こども園７か所、私立保育園 20か所予定） 

▷基本開所時間：午前７時～午後７時 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

■図 17 市内認可保育所・こども園（長時間児）入所（園）児童数の推移（各年４月１日現在） 
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②休日保育 

▷年末年始を除く日曜日・祝日に私立保育園１か所で実施しています。 

▷休日保育時間：午前 7時～午後６時 

 

③一時預かり事業（一般型・余裕活用型） 

▷公立保育所１か所、公立こども園６か所、私立保育園７か所、私立小規模保育事業所４か

所で実施しています。 

（令和７年４月時点：公立こども園７か所予定） 

▷主な利用目的 

①短時間労働などにより保育を必要とする場合  

②病気やけがで緊急に保育が必要になった場合 

③心理的、肉体的負担を軽減するために保育が必要になった場合（リフレッシュ目的） 

 

④病児・病後児保育 

▷こどもが病気の時に、医療機関による入院治療の必要はないものの、家庭の事情や仕事

の都合などで育児が困難な期間に、医療機関に付設された施設でこどもを一時的に預か

る事業で、２か所で実施しています。 

※令和７年３月現在、１か所が休止中  

■図 18 市内認可保育所・こども園（長時間児）入所（園）待機児童数の推移（各年４月１日現在） 
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（２）放課後児童健全育成事業 

①放課後児童会 

▷小学校に就学している児童であって、その保護者が労働などにより昼間家庭にいない児童

を対象に、家庭、地域などとの連携のもと、発達段階に応じた主体的な遊びや生活が可能

となるよう、当該児童の自主性、社会性及び創造性の向上、基本的な生活習慣の確立な

ど、当該児童の健全な育成を図ることを目的に、16小学校区 38児童会で実施していま

す。 

▷開設時間 

・平日：放課後～午後７時 

・土曜日や夏季休業日などの学校休業日：午前８時～午後７時 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

■図 19 放課後児童会の入会児童数の推移（各年５月１日現在） 
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（３）こどもの居場所づくり事業（青少年健全育成事業 等） 

①放課後子供教室 

▷放課後や夏休みなどに小学校施設（余裕教室、特別教室、校庭、体育館など）を活用し、

安全・安心な居場所を設けて、学習やスポーツ・文化活動、地域住民との交流活動を実施

することにより、心豊かで健やかに育まれる環境づくりを推進し、児童の健全な育成を図る

ことを目的に、11小学校で実施しています。 

▷開設時間 

・平日：放課後～午後５時 

・夏休みなどの学校休業日：午前８時～午後５時 

※11月から翌年２月までの期間は、午後４時 30分までとなります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②公民館 子ども広場事業 

▷放課後のこどもたちが安全・安心に過ごすことができるよう、「子どもの部屋（放課後対応

事業）」として、各公民館の幼児室を毎週定期的に開放しているほか、プラッツ習志野（中

央公民館）において、小学生以下の児童専用の遊びと学習の場である“こどもスペース”

を常時開設しています。 

▷体験学習を通して豊かな情操を育み、異年齢による仲間づくりに繋げるため、居場所づくり

に取り組んでいます。 

▷この他、工作、料理、生き物観察、クラブ活動、かるた大会など多様な「子ども講座」を開講

し、感受性を育み、遊びながら学習し、交流を図る様々な事業にも取り組んでいます。 

  

■図 20 放課後子供教室の登録者数と登録率（各年８月１日現在） 
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③青少年育成団体連絡協議会 

▷将来を担う青少年の健全育成を図ることを目的に、地域の青少年健全育成団体１７団体

で組織され、家庭、学校、地域をつなぐパイプ役として活動しています。 

▷団体の活動内容（一部団体を抜粋） 

①青少年相談員連絡協議会 

こどもたちが様々な活動を通じ、友だちを作りながら体験しながら学習できるイベントで

ある「おもしろ体験クラブ」を企画しており、ニュースポーツであるモルックやバスで行く

体験ツアーなどを実施しています。 

②子ども会育成会連絡協議会 

地域社会で異年齢の集団行動を通じて協調性や創造性を養い、一定のルールを実体

験から学びながら、豊かな心を育てることを目的に活動しており、科学や創作などの体

験会や夏期キャンプ等の事業を行っています。 

③青少年補導委員連絡協議会 

青少年の非行防止に努め、健全育成を図ることを目的に活動しており、小学生を対象に

体験学習会を行っています。 
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（４）子育て支援事業 

①ファミリー・サポート・センター 

▷こどもの一時的な預かりや保育施設への送迎、宿泊を伴うこどもの預かり、保護者の体調

不良時や産前産後の家事支援などの援助を受けたい人、援助できる人が会員となり、会

員相互の協力により地域で支え合うシステムです。 

 

②こどもセンター・きらっ子ルーム（地域子育て支援拠点事業）  

▷こどもセンターは、公立施設７か所（こども園併設６か所）、私立施設１か所（こども園併

設）で、主に就学前のこども（きらっ子ルームは０歳から３歳児）とその保護者が自由に遊

び、交流できる施設です。子育て支援コンシェルジュによる子育てに関する相談、子育て情

報の提供、各種イベント等を実施しています。 

（令和７年４月時点：公立施設８か所（こども園併設７か所）予定） 

 

③市立幼稚園・保育所・こども園の園庭（所庭）開放 

▷市立幼稚園４か所の空き教室・園庭を地域の親子の遊びの場として開放しています。 

▷市立保育所５か所・こども園６か所の園（所）庭を地域の親子の遊びの場として開放するとと

もに、育児相談にも応じています。 

（令和７年４月時点：市立幼稚園３か所、市立保育所４か所、こども園７か所予定） 

 

④市立幼稚園・こども園の子育てふれあい広場 

▷市立幼稚園・こども園を地域の親子の遊びの場として開放するとともに、幼稚園・こども園

職員、民生委員、児童委員、母子保健推進員などが、仲間づくりや情報提供などの子育

て支援を行っています。また、定期的に幼稚園児・こども園児とのふれあい遊びや踊りや歌

の発表も行われています。 
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（５）母子保健事業 

①母子健康手帳の交付 

▷妊娠届出時に保健師等の専門職が妊婦や夫（パートナー）と面接し、母親の妊娠・出産に

関する不安を和らげ、健康管理の重要性を認識できるよう支援しています。 

▷妊娠中から子育て期の事業や制度について情報提供しています。 

 

②ママ・パパになるための学級 

▷グループワークや体験学習を行い、妊娠・出産・育児について必要な知識及び技術を身につ

け、主体的に考え行動できるようにし、心身ともに健康に過ごせるようにしています。 

▷妊婦同士の交流を図り、妊娠中から子育て期まで身近な地域での仲間づくりを支援してい

ます。 

▷夫（パートナー）が、産後スムーズに育児参加し、夫婦で育児ができるようにしています。 

 

③こんにちは赤ちゃん事業（乳児家庭全戸訪問事業） 

・新生児・産婦訪問 

▷新生児とその家族の状況を確認し、育児上必要な情報を提供するとともに、育児不安の軽

減を図り、健康に過ごせるよう支援しています。 

・母子保健推進員の訪問 

▷市民と行政のパイプ役として生後２か月頃に家庭訪問し、保護者の身近な相談相手となり

地域での子育てを支援しています。 

 

④産後ケア事業 

▷産後４か月未満の産婦と乳児を対象に、心身のケアや育児のサポート等を行います。ショー

トステイ（宿泊）型、デイサービス（日帰り）型、アウトリーチ（訪問）型があります。 

 

⑤健康相談 

・４か月児・10か月児健康相談 

▷発達の節目となる４か月・10か月の乳児を対象に健康相談を行い、こどもの身長・体重測

定や発達を確認するとともに、保護者同士の交流の機会を提供しています。 

▷保健師・管理栄養士・歯科衛生士が相談を行うことで、育児不安の軽減を図り、保護者が

よりよい親子関係が形成でき、乳児の発育・発達に応じた対応ができるよう支援していま

す。 

・その他の健康相談 

▷保健師等が電話や来所、訪問などにより、妊婦・保護者からの相談に応じ、育児不安の軽

減と個別の相談に応じています。 

▷地域の小児科医や心理職による相談の機会を設け、適切な支援機関につなげるとともに、

保護者の不安を軽減できるよう支援しています。 
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⑥健康教育 

・離乳食教室 

▷５～６か月及び８～10か月の乳児（第１子）の保護者を対象に、管理栄養士が発達にあわ

せた離乳食の進め方についての教室を実施しています。 

・その他の健康教育 

▷こどもの発育・発達にあわせた生活リズムの啓発や生涯を通した健康づくりとして、ライフサイ

クルにあわせたこどもとその家族への健康教育を、関係機関と連携して実施しています。 

 

⑦中学校区地域保健連絡会 

▷こどもにかかわる機関が健康問題を共有し、心身の健康づくりを協働で推進していくため

に、中学校区毎に定例で連絡会を開催しています。 

 

⑧健康診査 

・妊婦健康診査 

▷14回の妊婦健康診査を医療機関で実施しています。 

※多胎妊婦は、５回分の妊婦健康診査を追加 

・新生児聴覚検査 

▷難聴の早期発見・早期療育につなげることを目的に医療機関で実施しています。 

・乳児健康診査 

▷乳児期は、3～6か月、9～1１か月の 2回の健康診査を医療機関で実施しています。 

・１歳６か月児・３歳児健康診査 

▷発育・発達の確認や歯科健康診査などを行い、個々の状況に応じた相談などの支援を行

っています。 

 

⑨歯科保健 

・歯みがき教室 

▷１歳から３歳のこどもを対象に、歯科衛生士が歯みがき方法の実習や歯に関する保護者の

相談に応じています。 

・幼児むし歯予防指導 

▷幼稚園・保育所・こども園の４・５歳児を対象に、乳歯と永久歯のむし歯予防に向けた健康

教育を実施しています。 

・成人高齢者歯科健康診査（妊婦） 

▷歯科疾患の予防及び早期発見、歯周病予防のため、妊娠中に 1回、医療機関で実施して

います。 

・フッ化物洗口事業 

▷永久歯のむし歯を予防し、健康格差の縮小を目指し、小中学校でのフッ化物洗口を実施し

ています。 
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⑩予防接種 

▷感染力が強く、かかると重篤になりやすい疾患について、予防接種法に基づいて定期予防

接種を行っています。 

 

⑪出産・子育て応援事業 

・伴走型相談支援 

▷保健師・助産師等による訪問・面接を（３回）行い、出産や育児の相談に応じ、必要な母子

保健サービスに繋げます。 

・妊娠給付金・子育て応援給付金 

▷妊娠届出時に「妊娠給付金」、出生届後に「子育て応援給付金」をそれぞれ支給していま

す。 
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（６）教育の状況 

①幼稚園・こども園 

▷市立幼稚園４か所、市立こども園６か所、私立幼稚園２か所、私立こども園５か所がありま

す。（令和７年４月時点：市立幼稚園３か所、市立こども園７か所予定） 

  ▷市立幼稚園では４・５歳児の２年教育、私立幼稚園、私立こども園、市立こども園では 3～5

歳児の３年教育を実施しています。 

 

②一時預かり事業（幼稚園型） 

▷幼稚園、こども園で実施しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

■図 21 市内幼稚園・こども園（短時間児）入園児童数の推移（各年５月１日現在） 
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③小学校 

▷市内には市立小学校が 16校あります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④中学校 

▷市内には、市立中学校が７校、私立中学校が１校あります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■図 22 市立小学校児童数の推移（各年５月 1 日現在） 

■図 23 市立中学校生徒数の推移（各年５月 1 日現在） 

1,341 1,353 1,362 1,385 1,302 1,382

1,290 1,346 1,355 1,366 1,395 1,305

1,348 1,294 1,346 1,361 1,369 1,396

3,979 3,993 4,063 4,112 4,066 4,083

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

4,500

令和元年 令和２年 令和３年 令和４年 令和５年 令和６年

（人）

111

1,348 1,294 1,346 1,361 1,369 1,396

1,290 1,346 1,355 1,366 1,395 1,305

1,341 1,353 1,362 1,385 1,302 1,382

3,979 3,993 4,063 4,112 4,066 4,083

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

9,000

10,000

令和元年 令和２年 令和３年 令和４年 令和５年 令和６年

（人）

１年生 ２年生 ３年生 #REF! #REF! #REF!

1,487 1,495 1,537 1,545 1,427 1,395

1,562 1,489 1,495 1,536 1,542 1,426

1,440 1,557 1,498 1,494 1,531 1,542

1,518 1,459 1,561 1,493 1,483 1,538

1,491 1,523 1,458 1,570 1,504 1,477

1,533 1,502 1,535 1,459 1,573 1,517

9,031 9,025 9,084 9,097 9,060 8,895

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

9,000

10,000

令和元年 令和２年 令和３年 令和４年 令和５年 令和６年

（人）

1,533 1,502 1,535 1,459 1,573 1,517

1,491 1,523 1,458 1,570 1,504 1,477

1,518 1,459 1,561 1,493 1,483 1,538

1,440 1,557 1,498 1,494 1,531 1,542

1,562 1,489 1,495 1,536 1,542 1,426

1,487 1,495 1,537 1,545 1,427 1,395

9,031 9,025 9,084 9,097 9,060 8,895

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

9,000

10,000

令和元年 令和２年 令和３年 令和４年 令和５年 令和６年

（人）

１年生 ２年生 ３年生 ４年生 ５年生 ６年生



第２章 習志野市の現状 

- 33 - 

⑤高等学校 

▷市内には、市立高等学校が１校、県立高等学校が２校、私立高等学校が１校あります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑥学校運営協議会（コミュニティ・スクール） 

▷地域の特性を生かした学校づくりや課題解決に向けて、地域と学校が一体となってこども

たちを育むことを目的とし、保護者や地域の方が一定の権限をもって学校運営に参画する

制度です。令和５年度より、すべての市立小・中・高等学校に設置しています。  

■図 24 市立高等学校生徒数の推移（各年５月 1 日現在） 
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３    こども・若者人口の推移と推計 

 

本計画は、令和７（2025）年度から令和 11（2029）年度を計画期間とし、将来の児童数

に基づいて潜在的ニーズ量を算出することから、この期間における将来の児童人口推計を必

要とします。 

本推計では、住民基本台帳人口をベースにし、生存率、移動率、出生率などの各条件を踏

まえた「コーホート要因法」を用いていますが、外国籍の人口については「コーホート変化率

法」を用いました。 

また本市では、今後開発が予定されているため、開発人口も考慮しました。 

なお、本推計の基準人口は令和６（20２４）年３月末現在の住民基本台帳人口です。 

 

（１）就学前児童人口 

本市の 0歳から 5歳までの就学前児童の人口は、本計画の期間を通じて減少し、令和８

（2026）年には 7,000人を下回ることが予測されます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（資料）習志野市「人口推計結果【速報値】」（令和６年１１月・基準日 4月 1日） 

 

※ コーホート：同年（同期間）に出生した集団 

コーホート要因法：各コーホートの人口変化要因として、「生残率」、「純移動率」、「出生率」、「出生男女比」の４つを

想定し、それぞれの将来値を設定した上で各男女別・年齢別の人口を推計する方法 

コーホート変化率法：自然増減と社会増減の要因を区別せず、過去の人口動態から求めた変化率に基づき将来人口

を推計する方法 

 

■図 25 0～5歳人口の推計 
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（２）小学校児童人口 

本市の 6歳から 11歳までの小学校児童の人口は、今後も減少が続き、令和１１（2029）

年には 8,000人を下回ることが予測されます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（資料）習志野市「人口推計結果【速報値】」（令和６年１１月・基準日 4月 1日） 

 

（３）１２歳～１７歳人口 

本市の 12歳から 17歳までの中学校、高校に通う世代の人口は、緩やかに増加していく

ことが予測されます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（資料）習志野市「人口推計結果【速報値】」（令和６年１１月・基準日 4月 1日） 

 

■図 26 6～11歳人口の推移 

■図 27 12 歳～17歳人口の推移 
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（４）１８歳～２９歳人口 

本市の 18歳から 29歳までの人口は、概ね横ばいで推移することが予測されます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（資料）習志野市「人口推計結果【速報値】」（令和６年１１月・基準日 4月 1日） 

 

 

 

  

■図 28 18歳～29歳人口の推移 
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４    子育て支援に関するニーズ調査結果の概要 

 

調査概要 

調査対象 
①就学前児童の保護者 2,000人 

②就学児童の保護者   2,000人 

調査方法 
住民基本台帳から無作為抽出し、調査票を郵送で配付、郵送及びイ

ンターネットで回収する無記名方式 

調査期間 令和６年 3月 18日～令和６年 3月 31日 

回収結果 
就学前児童の保護者 997人（回収率 49.9％） 

就学児童の保護者   992人（回収率 49.6％） 

有効回答率 1,989人（100%） 

 

① 回答世帯の構成 

回答世帯における就学前児童のこどもの人数は、「2人」が 48.1％で最も多く、次に「1

人」が 34.7％、「３人」が 14.3％となっています。 

就学児童では「2人」が 56.7％で最も多く、次に「1人」が 20.6％、「３人」が 19.4％

となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

■図 29 回答世帯におけるこどもの年齢 

■図 30 回答世帯におけるこどもの人数 
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②日中の定期的な事業の利用状況 

就学前児童の幼稚園や保育所などの定期的な教育・保育について、「利用している」が

54.4％となっています。また、無回答を除した割合で「利用している」と回答した割合をみる

と、平成 30年度 57.8%、令和５年度 63.5%となり、約６ポイント増加しています。 

利用している方の利用している日中の定期的な事業は、「認可保育所」が51.1％と最も多

く、次いで「幼稚園（通常の就園時間）」が 17.3％、「認定こども園（長時間利用）」が

15.9％となっています。 

 

 

 

 

 

  

■図 31 日中の定期的な事業の利用の有無 

■図 32 利用している日中の定期的な事業【複数回答】 
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③日中の定期的な事業の利用希望 

事業を現在利用している、していないにかかわらず、就学前児童の保護者が平日の日中に

「定期的に」利用したい教育・保育の事業は、「認可保育所」が 58.1％と最も多く、次いで「認

定こども園（長時間利用）」が 36.3％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

■図 33 日中の定期的な事業の利用希望【複数回答】 
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④子育てに関しての相談相手 

子育てに関しての相談相手は、就学前児童の保護者では、「祖父母等の親族」が

81.3％で最も多く、次いで「友人や知人」が 77.3％、「保育士や幼稚園教諭等」が 49.0％

となっています。平成 30年度調査と選択肢などが同一ではないため単純比較はできないも

のの、「友人や知人」「子育て支援関連施設」が減少し、「保育士や幼稚園教諭等」が増加し

ています。 

就学児童の保護者では、「友人や知人」が 77.6％で最も多く、次いで「祖父母等の親族」

が 71.3％、「学校の教員等」が 29.5％となっています。 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

■図 34 子育てに関しての相談相手【複数回答】 
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⑤今後の子育て支援施設の利用希望 

就学前児童の今後の子育て支援施設の利用希望は、３施設ともに「近くにあれば利用したい」

が約 4割を占めています。特に、「こどもセンター」を利用したい割合（「利用したい」＋「近くに

あれば利用したい」）は、約７割となっています。 

また、１月あたりの利用希望回数では、「こどもセンター」の利用希望回数が最も多く、3施

設とも「１回」が最も多くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

■図 36 今後の子育て支援施設の利用希望回数 

■図 35 今後の子育て支援施設の利用希望 
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28

58

3

0

0

4

0

4

79

0件 50件 100件 150件 200件 250件

こどもセンター

（n=676）

きらっ子ルーム

（n=592）

社協子育てサロン

（n=461）
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⑥放課後に過ごさせたい場所 

就学前児童が小学生になったときに過ごさせたい場所は、小学校下学年では、「放課後

児童会（学童保育）」が 57.7％で最も多く、次いで「習い事（ピアノ教室、サッカークラブ、

学習塾など）」が 54.9％となっています。上学年では、「習い事（ピアノ教室、サッカークラ

ブ、学習塾など）」が 65.6％で最も多く、次いで「自宅」が 58.8％となっています。 

平成 30年度調査と比較すると、下学年・上学年ともに「習い事（ピアノ教室、サッカークラ

ブ、学習塾など）」が減少し、「放課後児童会（学童保育）」「放課後子供教室」などが増加し

ています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

■図 37 放課後に過ごさせたい場所【複数回答】 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

小学校下学年 小学校上学年 

自宅

祖父母宅や友人・知人宅

公共の場所（公民館、公園など）

習い事（ピアノ教室、サッカークラブ、
学習塾など）

ファミリー・サポート・センター
（地域住民がこどもを預かる事業）

放課後等デイサービス

放課後児童会（学童保育）

放課後子供教室

その他

無回答

48.3 

18.4 

32.5 

59.7 

2.1 

4.8 

52.0 

23.7 

0.7 

2.2 

50.5 

18.1 

27.5 

54.9 

3.8 

7.9 

57.7 

31.3 

1.4 

2.5 

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

平成30年度（n=1,484） 令和５年度（n=997）

自宅

祖父母宅や友人・知人宅

公共の場所（公民館、公園など）

習い事（ピアノ教室、サッカークラブ、
学習塾など）

ファミリー・サポート・センター
（地域住民がこどもを預かる事業）

放課後等デイサービス

放課後児童会（学童保育）

放課後子供教室

その他

無回答

54.7 

18.4 

35.9 

69.5 

1.6 

3.7 

35.0 

23.9 

0.6 

5.9 

58.8 

18.2 

32.5 

65.6 

2.5 

6.4 

35.4 

27.1 

1.0 

7.1 

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

平成30年度（n=1,484） 令和５年度（n=997）
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⑦希望する放課後の過ごし方 

就学児童の放課後の過ごし方は、小学校下学年・上学年ともに「習い事（ピアノ教室、サ

ッカークラブ、学習塾など）」が最も多く、次いで「自宅」となっています。 

平成 30年度調査と比較すると、下学年・上学年ともに「公共の場所（公民館、公園など）」

が減少し、「習い事（ピアノ教室、サッカークラブ、学習塾など）」「放課後子供教室」などが増加

しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

■図 38 希望する放課後の過ごし方【複数回答】 
 

小学校下学年 小学校上学年 

自宅

祖父母宅や友人・知人宅

公共の場所（公民館、公園など）

習い事（ピアノ教室、サッカークラブ、
学習塾など）

ファミリー・サポート・センター
（地域住民がこどもを預かる事業）

放課後等デイサービス

放課後児童会（学童保育）

放課後子供教室

その他

無回答

49.5 

13.1 

33.5 

51.6 

1.0 

2.4 

19.8 

14.1 

0.5 

25.5 

49.7 

11.0 

29.5 

53.6 

1.1 

4.6 

21.5 

24.5 

0.8 

23.1 

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

平成30年度（n=980） 令和5年度（n=992）

自宅

祖父母宅や友人・知人宅

公共の場所（公民館、公園など）

習い事（ピアノ教室、サッカークラブ、
学習塾など）

ファミリー・サポート・センター
（地域住民がこどもを預かる事業）

放課後等デイサービス

放課後児童会（学童保育）

放課後子供教室

その他

無回答

51.6 

12.4 

34.2 

59.2 

1.0 

2.1 

9.0 

16.0 

2.2 

24.0 

56.9 

12.4 

31.6 

59.8 

0.7 

3.3 

7.4 

18.1 

2.6 

24.5 

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

平成30年度（n=980） 令和５年度（n=992）
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⑧母親または母親に相当する方の就労状況 

母親または母親に相当する方（以下、「母親」とする）の就労状況は、就学前児童では「フル

タイムで就労している」が 29.8％で最も多く、次いで「以前は就労していたが、現在は就労し

ていない」が 27.2％、「フルタイムで就労しているが、産休・育休・介護休業中」が 21.3%と

なっています。 

就学児童では「パートタイム、アルバイト等で就労している」が 42.4%で最も多く、次いで

「フルタイムで就労している」が 33.3％、「以前は就労していたが、現在は就労していない」が

20.4％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑨病気などで教育・保育の事業が利用できなかった、あるいは学校を休まなければならなか

った場合の対処法 

病気などで教育・保育の事業が利用できなかった、あるいは学校を休まなければならなか

った場合の対処法は、就学前児童では「回答者が休んだ」が 81.7％と最も多く、次いで「配偶

者が休んだ」が 52.5％、「親族・知人に預けた」が 25.4％となっています。 

就学児童では、就学前児童と同様に「回答者が休んだ」が 65.7％と最も多く、次いで「配

偶者が休んだ」が 31.0％、「就労していない保護者が看た」が 20.2％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

就学前児童 就学児童 

■図 39 母親の就労状況 

フルタイムで

就労している

29.8%

フルタイムで就労して

いるが、産休・育休・

介護休業中

21.3%

パートタイム、

アルバイト等で

就労している

18.0%

パートタイム、アル

バイト等で就労して

いるが、産休・育

休・介護休業中

2.9%

以前は就労していたが、

現在は就労していない

27.2%

これまで就労したことがない

0.6%
無回答

0.2%

n=991

フルタイムで

就労している

33.3%

フルタイムで就労して

いるが、産休・育休・

介護休業中

1.3%

パートタイム、

アルバイト等で

就労している

42.4%

パートタイム、アル

バイト等で就労して

いるが、産休・育

休・介護休業中

0.7%

以前は就労していたが、

現在は就労していない

20.4%

これまで就労したことがない

1.0%

無回答

0.7%

n=978

■図 40 病気などで教育・保育の事業が利用できなかった、あるいは学校を休まなければならなかった場合の対処法 
【複数回答】 

就学前児童 就学児童 

回答者が休んだ

配偶者が休んだ

親族・知人に預けた

就労していない保護者が看た

病児・病後児のための事業を利用した

ベビーシッターを利用した

仕方なくこどもだけで留守番をさせた

その他

無回答

81.7 

52.5 

25.4 

15.4 

2.6 

0.2 

0.5 

5.5 

0.5 

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

n=421

回答者が休んだ

配偶者が休んだ

親族・知人に預けた

就労していない保護者が看た

病児・病後児のための事業を利用した

キッズシッターを利用した

仕方なくこどもだけで留守番をさせた

その他

無回答

65.7 

31.0 

10.4 

20.2 

0.0 

0.0 

11.7 

8.6 

1.6 

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

n=741
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⑩一時預かり事業の希望と理由 

就学児童のこどもを家族以外に預ける事業について、「利用する必要はない」が 71.4％、「利

用したい」が 21.9%となっています。 

一時預かり事業を希望する理由は、「冠婚葬祭、こどもの親の病気」が 65.4％と最も多く、次

いで「私用（買い物、習い事等）、リフレッシュ目的」が 57.1％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

■図 41 一時保育・預かり保育の利用希望 

利用したい

21.9%

利用する必要はない

71.4%

無回答

6.8%

n=992

私用、リフレッシュ目的

冠婚葬祭、こどもの親の病気

不定期の就労

その他

無回答

57.1 

65.4 

32.3 

9.7 

5.1 

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

n=217
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⑪宿泊を伴う一時預かりの希望と理由 

泊まりがけでこどもを家族以外に預ける事業について、就学前児童では「利用する必要はな

い」が 84.6％、「利用したい」が 11.7％となっています。また、就学児童では、就学前児童と同

様に「利用する必要はない」が 86.8％、「利用したい」が 7.3％となっています。 

宿泊を伴う一時預かり事業を希望する理由は、就学前児童では「保護者や家族の病気」が

68.4％と最も多く、次いで「保護者や家族の育児疲れ・不安」が 57.3％となっています。また、

就学児童では、就学前児童と同様に「保護者や家族の病気」が 63.9％と最も多く、次いで「保

護者や家族の育児疲れ・不安」が 45.8％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

■図 42 こどもを泊りがけで家族以外に預ける必要の有無 

就学前児童 

就学児童 

利用したい

11.7%

利用する必要はない

84.6%

無回答

3.7%

n=997

利用したい

7.3%

利用する必要はない

86.8%

無回答

5.9%

n=992

冠婚葬祭

保護者や家族の育児疲れ・不安

保護者や家族の病気

その他

無回答

37.6 

57.3 

68.4 

12.0 

2.6 

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

n=117

冠婚葬祭

保護者や家族の育児疲れ・不安

保護者や家族の病気

その他

無回答

33.3 

45.8 

63.9 

12.5 

6.9 

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

n=72
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⑫予定するこどもの数が理想よりも少ない理由 

予定するこどもの数が理想よりも少ない理由は、就学前児童では「大学教育に対する教育費

にお金がかかるから」が 63.4％と最も多く、次いで「高等学校教育に対する教育費にお金が

かかるから」が 52.3％となっています。 

また、就学児童では、就学前児童と同様に「大学教育に対する教育費にお金がかかるから」

が 59.6％と最も多く、次いで「高等学校教育に対する教育費にお金がかかるから」が 49.4％

となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

■図 43 予定するこどもの数が理想よりも少ない理由【複数回答】 

就学前児童 

就学児童 

仕事と子育ての両立が難しいから

結婚が遅いから

配偶者やパートナーがこどもを欲しがらないと思うから

妊娠・出産が精神的・肉体的に大変だから

妊娠・出産が年齢的に難しいから

不妊治療にお金がかかるから

出産費用等の経済的負担が大きいから

育児休業期間中の所得保障が不十分だから

子どもの医療費等の経済的負担が大きいから

こどもの数に応じた手当等による経済的援助が不十分だから

保育園や幼稚園の保育料にお金がかかるから

義務教育に対する教育費にお金がかかるから

高等学校教育に対する教育費にお金がかかるから

大学教育に対する教育費にお金がかかるから

育児が精神的・肉体的に大変だから

育児に家族の協力が得られないから

少ないこどもに手をかけて育てたいから

住宅がせまいから

その他

無回答

44.7 

20.6 

8.5 

36.8 

45.0 

9.0 

26.7 

13.6 

8.5 

25.7 

27.0 

25.4 

49.4 

59.6 

27.8 

13.6 

7.5

17.7

8.5 

0.8 

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

n=389

仕事と子育ての両立が難しいから

結婚が遅いから

配偶者やパートナーがこどもを欲しがらないと思うから

妊娠・出産が精神的・肉体的に大変だから

妊娠・出産が年齢的に難しいから

不妊治療にお金がかかるから

出産費用等の経済的負担が大きいから

育児休業期間中の所得保障が不十分だから

子どもの医療費等の経済的負担が大きいから

こどもの数に応じた手当等による経済的援助が不十分だから

保育園や幼稚園の保育料にお金がかかるから

義務教育に対する教育費にお金がかかるから

高等学校教育に対する教育費にお金がかかるから

大学教育に対する教育費にお金がかかるから

育児が精神的・肉体的に大変だから

育児に家族の協力が得られないから

少ないこどもに手をかけて育てたいから

住宅がせまいから

その他

無回答

48.0 

16.1 

5.1 

41.9 

35.7 

15.9 

37.6 

23.6 

12.3 

39.5 

40.2 

34.9 

52.3 

63.4 

36.9 

11.8 

9.2

22.2

6.7 

0.5 

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

n=415
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⑬育児休業の取得状況 

就学前児童の保護者の育児休業の取得状況は、母親では「取得した（取得中である）」が

59.6％で最も多く、次いで「働いていなかった」が 30.5％となっています。 

父親または父親に相当する方（以下、「父親」とする）では「取得していない」が 72.6％で

最も多く、次いで「取得した（取得中である）」が 22.4％となっています。 

また、就労している保護者のうち「育児休業を取得した（取得中である）」の割合は、母親

では 88.5%、父親では 23.6%となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑭職場復帰時のこどもの年齢 

希望する職場復帰時のこどもの年齢は、母親では「２歳」が 31.0％で最も多く、次いで「１

歳」が 30.5％となっています。 

また、父親では「１歳」が 51.9％で最も多く、次いで「３歳」が 13.7％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

■図 44 育児休業の取得状況（父母） 

母親 父親 

働いていなかった

30.5%

取得した（取得中である）

59.6%

取得していない

7.8%

無回答

2.1%

n=991

働いていなかった

0.7%

取得した（取得中である）

22.4%

取得していない

72.6%

無回答

4.3%

n=964

０歳

１歳

２歳

３歳

４歳

５歳

６歳以上

無回答

1.4 

30.5 

31.0 

30.1 

1.3 

0.2 

3.1 

2.5 

0.0% 20.0% 40.0% 60.0%

n=555

母親 父親 

０歳

１歳

２歳

３歳

４歳

５歳

６歳以上

無回答

9.4 

51.9 

12.7 

13.7 

0.0 

0.0 

1.9 

10.4 

0.0% 20.0% 40.0% 60.0%

n=212

■図 45 職場復帰時のこどもの年齢（父母） 
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⑮習志野市における子育ての環境や支援への満足度 

習志野市における子育ての環境や支援への満足度は、就学前児童では「どちらともいえな

い」が 34.6％で最も多く、次いで「やや満足」が 34.2％となっています。 

就学児童では、就学前児童と同様に「どちらともいえない」が 39.3％で最も多く、次いで

「やや満足」が 28.2％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

就学前児童 就学児童 

■図 46 習志野市における子育ての環境や支援への満足度 

大変満足

4.4%

やや満足

34.2%

どちらともいえない

34.6%

やや不満

17.7%

大変不満

7.8%

無回答

1.3%

n=997

大変満足

3.8%

やや満足

28.2%

どちらともいえない

39.3%

やや不満

20.1%

大変不満

5.5%

無回答

3.0%

n=992
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⑯特に取り組むべき子育て支援策 

特に取り組むべき子育て支援策は、就学前児童では「子どもの医療費など経済的支援の

充実」が 30.8％で最も多く、次いで「放課後の居場所の充実（放課後児童会・放課後子供

教室）」が 29.5％となっています。 

就学児童では、就学前児童と同様に「子どもの医療費など経済的支援の充実」が

42.5％で最も多く、次いで「子育てと両立しやすい就労環境の充実」が 26.8％となっていま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

■図 47 特に取り組むべき子育て支援策 

就学前児童 

就学児童 

乳幼児の教育・保育施設の充実

放課後の居場所の充実（放課後児童会・放課後子供教室）

子育てと両立しやすい就労環境の充実

母子保健の充実

時間外保育や短期の一時預かりなどの保育メニューの充実

親子がともにくつろげる場所の充実

こどもに対する相談窓口の充実

子どもの医療費など経済的支援の充実

その他

特にない

無回答

20.7 

29.5 

23.7 

2.2 

13.9 

14.9 

1.7 

30.8 

7.5 

1.5 

18.0 

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0%

n=997

乳幼児の教育・保育施設の充実

放課後の居場所の充実（放課後児童会・放課後子供教室）

子育てと両立しやすい就労環境の充実

母子保健の充実

時間外保育や短期の一時預かりなどの保育メニューの充実

親子がともにくつろげる場所の充実

こどもに対する相談窓口の充実

子どもの医療費など経済的支援の充実

その他

特にない

無回答

7.5 

25.5 

26.8 

2.3 

7.7 

13.6 

6.4 

42.5 

9.7 

3.0 

14.0 

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0%

n=992
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５    こども・若者の生活等に関する実態調査結果の概要 

 

調査概要 

調査対象 

①小学校１年生～３年生 4,537人 

②小学校４年生～６年生・中学校１年生～３年生 8,672人 

③小学校５年生・中学校２年生の保護者 2,926人 

④高校生相当年齢～29歳 5,200人 

調査方法 

①～③市立小中学校及び公立特別支援学校の児童・生徒を対象とし、調査案

内を学校配布、インターネットで回収する無記名方式 

④住民基本台帳から無作為抽出し、調査案内を郵送で配布、インターネットで 

回収する無記名方式 

調査期間 
①～③令和６年３月４日～令和６年３月 31日 

④令和６年３月 18日～令和６年３月 31日 

回収結果 

①小学校１年生～３年生 2,80６人（回収率 61.8％） 

②小学校４年生～６年生・中学校１年生～３年生 2,805人（回収率 32.3％） 

③小学校５年生・中学校２年生の保護者 440人（回収率 15.0％） 

④高校生相当年齢～29歳 878人（回収率 16.9％） 

有効回答率 6,929人（100%） 

 

■小学校１年生～３年生 

①放課後の居場所 

放課後の居場所は、すべての学年で「自分の家（自分の部屋以外）」が最も多く、次いで

小学校１年生・２年生では「放課後児童会（学童保育）」、３年生では「公園」となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

■図 48 放課後の居場所【複数回答】 

自分の部屋

自分の家（自分の部屋以外）

友だちの家

おじいさん・おばあさんの家

放課後児童会（学童保育）

放課後子供教室

公民館・図書館

公園

塾や習い事（教室）

その他

無回答

13.8 

43.2 

1.0 

1.1 

19.1 

3.2 

0.1 

8.7 

7.0 

2.0 

0.8 

16.9 

39.1 

1.4 

1.1 

23.9 

4.5 

0.3 

5.4 

4.9 

2.1 

0.4 

12.1 

46.2 

0.3 

0.8 

20.5 

2.7 

0.0 

8.5 

6.5 

2.2 

0.4 

12.3 

45.2 

1.3 

1.4 

12.7 

2.0 

0.1 

12.8 

9.8 

1.9 

0.4 

0.0% 20.0% 40.0% 60.0%

全体（n=2,806）

小学校１年生（n=951）

小学校２年生（n=929）

小学校３年生（n=897）
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②家族の中にお世話している人はいるか/お世話していることで、できていないこと 

家族の中にお世話している人がいるかについて、小学１年生では 20.7%、２年生では

17.9%、３年生では 16.6%が「いる」となっています。 

お世話していることで、できていないことは、すべての学年で「特にない」が最も多く、次い

で「自分の時間がとれない」となっています。一方で、すべての学年で「宿題や勉強する時間

がとれない」「寝る時間が十分にとれない」がともに約１割あり、家族のお世話をすることで日

常生活や学業等に影響がでているとみられます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

■図 49 家族の中にお世話している人はいるか 

全体
（n=2,806）

小学校１年生
（n=951）

小学校２年生
（n=929）

小学校３年生
（n=897）

18.4 

20.7 

17.9 

16.6 

78.3 

75.7 

78.9 

81.3 

3.3 

3.6 

3.2 

2.1 

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

いる いない 無回答

学校に行きたくても行けない

遅刻・早退をしてしまう

宿題や勉強する時間がとれない

寝る時間が十分にとれない

友だちと遊ぶことができない

習い事ができない

自分の時間がとれない

その他

特にない

無回答

7.2 

5.4 

12.0 

10.7 

10.5 

2.7 

17.3 

1.7 

54.0 

7.2 

12.2 

7.6 

11.7 

12.2 

12.2 

4.1 

19.8 

2.5 

46.7 

3.6 

5.4 

6.0 

10.2 

10.2 

11.4 

1.2 

15.7 

1.2 

54.8 

7.8 

2.7 

2.0 

14.1 

9.4 

7.4 

2.7 

16.1 

1.3 

63.8 

10.1 

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

全体（n=515）

小学校１年生（n=197）

小学校２年生（n=166）

小学校３年生（n=149）

■図 50 お世話していることで、できていないこと【複数回答】 
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③心配ごとや悩みごとの相談相手 

心配ごとや悩みごとの相談相手は、すべての学年で「お母さん」が最も多く、次いで「お父

さん」となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

■図 51 心配ごとや悩みごとの相談相手【複数回答】 

お母さん

お父さん

兄弟・姉妹

おじいさん・おばあさん

友だち

学校の先生

保健室の先生

スクールカウンセラー・教育相談員

塾や習い事の先生

地域のクラブチームなどの先生・コーチ

インターネットなどで知り合った人

その他

相談できる人がいない

誰にも相談したくない

悩みがない

無回答

67.0 

49.4 

19.5 

19.6 

32.0 

32.0 

9.7 

4.3 

8.5 

4.0 

1.0 

1.1 

1.2 

3.6 

27.7 

1.5 

68.0 

48.2 

16.6 

18.8 

24.7 

29.2 

9.9 

2.3 

7.7 

4.1 

1.1 

1.1 

1.7 

2.4 

25.1 

1.5 

67.1 

50.4 

18.3 

19.4 

34.2 

34.1 

9.1 

5.8 

9.6 

3.6 

0.8 

1.0 

0.6 

3.8 

28.2 

0.9 

66.6 

50.1 

24.2 

21.1 

37.7 

33.1 

9.9 

4.9 

8.2 

4.2 

1.0 

1.2 

1.2 

4.7 

30.1 

1.1 

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

全体（n=2,806）

小学校１年生（n=951）

小学校２年生（n=929）

小学校３年生（n=897）
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④生活の満足度 

生活の満足度は、すべての学年で「とても満足している」が最も多く、次いで小学校１年生

では「ふつう」、２年生・３年生では「満足している」となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑤自分にはよいところがあると思うか 

自分にはよいところがあると思うかについて、すべての学年で「思う」が最も多く、次いで小学

校１年生・２年生では「すごく思う」、３年生では「あまり思わない」となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

■図 52 生活の満足度 

■図 53 自分にはよいところがあると思うか 

全体
（n=2,806）

小学校１年生
（n=951）

小学校２年生
（n=929）

小学校３年生
（n=897）

41.9 

41.3 

44.3 

40.6 

24.7 

21.6 

24.5 

28.4 

24.7 

27.2 

23.7 

23.2 

1.7 

1.2 

1.6 

2.2

1.2

1.8 

0.9 

1.1

3.5

4.7 

3.1 

2.7 

2.3

2.2

1.8

1.8

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

とても満足している 満足している ふつう

満足していない ぜんぜん満足していない わからない

無回答

全体
（n=2,806）

小学校１年生
（n=951）

小学校２年生
（n=929）

小学校３年生
（n=897）

23.9 

28.1 

23.5 

19.7 

41.6 

36.1 

43.9 

45.9 

17.8 

15.2 

18.0 

20.5 

4.8 

4.6 

4.2 

5.6

11.3

15.8 

10.1 

8.1

0.6

0.2 

0.3 

0.1 

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

すごく思う 思う あまり思わない 思わない わからない 無回答
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■小学校 4年生～6年生・中学校 1年生～3年生 

①放課後の居場所 

放課後に一番過ごしている時間が長い場所は、すべての学年で「自宅」が最も多く、次い

で小学校４年生～６年生では「近所の公園」、中学校１年生～３年生では「学校クラブ活動」

となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

■図 54 放課後の居場所 

自宅

友だちの家

近所の公園

塾・習い事の教室

祖父母、親戚の家

公民館

図書館

学校クラブ活動など

商店街・繁華街
（ゲームセンター、カラオケなど）

放課後児童会（学童保育）

放課後子供教室

その他

無回答

70.8 

2.3 

9.9 

8.2 

0.5 

0.0 

0.2 

4.6 

0.3 

1.4 

0.2 

1.5 

0.1 

67.0 

2.9 

12.3 

9.0 

0.6 

0.0 

0.2 

3.9 

0.4 

1.8 

0.3 

1.6 

0.0 

84.2 

0.2 

1.3 

5.8 

0.2 

0.0 

0.0 

6.8 

0.2 

0.0 

0.0 

1.3 

0.2 

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

全体（n=2,805）

小学校４年生～６年生

（n=2,178）

中学校１年生～３年生

（n=621）
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②地域活動への参加経験 

地域活動への参加経験について、すべての学年で「経験がある」が最も多いのは『地域の

お祭りやスポーツ大会』、次いで『公民館や町会の行事イベント』、『歩道や道路、公園などの

地域の掃除や防災訓練などの活動』となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

■図 55 地域活動への参加経験 

全体
（n=2,805）

小学校４年生～６年生
（n=2,178）

中学校１年生～３年生
（n=621）

59.6 

60.4 

57.2 

40.0 

39.3 

42.2 

0.4 

0.3 

0.6 

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

経験がある 経験がない 無回答

全体
（n=2,805）

小学校４年生～６年生
（n=2,178）

中学校１年生～３年生
（n=621）

44.2 

44.0 

44.8 

55.5 

55.8 

54.8 

0.3 

0.2 

0.5 

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

経験がある 経験がない 無回答

全体
（n=2,805）

小学校４年生～６年生
（n=2,178）

中学校１年生～３年生
（n=621）

78.4 

77.7 

81.0 

21.6 

22.3 

18.8 

0.0 

0.0 

0.2 

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

経験がある 経験がない 無回答

全体
（n=2,805）

小学校４年生～６年生
（n=2,178）

中学校１年生～３年生
（n=621）

32.4 

31.8 

34.0 

67.4 

68.0 

65.5 

0.2 

0.2 

0.5 

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

経験がある 経験がない 無回答

全体
（n=2,805）

小学校４年生～６年生
（n=2,178）

中学校１年生～３年生
（n=621）

22.1 

23.0 

19.0 

77.5 

76.6 

80.7 

0.4 

0.4 

0.3 

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

経験がある 経験がない 無回答

①地域のお祭りや 

スポーツ大会 

②公民館や町会の

行事イベント 

③歩道や道路、公園な

どの地域の掃除や防災

訓練などの活動 

④障がいのある人、病

気の人、小さいこど

も、お年寄りなど 

⑤子ども会やスポーツ

少年団等での活動やボ

ーイスカウト 
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③習志野市にあったらよいと思う場所や施設 

習志野市にあったらよいと思う場所や施設は、全体では「たくさんお店が入っていて買い物

等が便利な大型ショッピングセンター」が最も多く、次いで「いろいろな遊び道具があって自

由に遊べる施設」、「自由に使える友だちとのたまり場」となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

■図 56 習志野市にあったらよいと思う場所や施設【複数回答】 

体を思い切り動かすことのできる
公園や広場

サッカーや野球などができる運動場

体育館やプール

図書館

公民館

いろいろな遊び道具があって自由に
遊べる施設

干潟や田んぼ、緑など自然と
ふれあえる場所

ダンスや演劇をしたり、楽器を演奏
できる施設

大人が遊びを教えてくれる場所

こどもの意見が言える場所

悩みや困ったことがあった時に相談に
のってくれる場所

家以外で平日の放課後に夜まで
いられる場所

家以外で休みの日にいることが
できる場所

家の人がいないときに、昼ご飯・夕ご飯を
皆で食べることができる場所

家で勉強できないときに、静かに勉強が
できる場所

無料で勉強をみてくれる場所

自由に使える友だちとのたまり場

たくさんお店が入っていて買い物等が便利な
大型ショッピングセンター

こどもやお年寄りと安心して一緒に
過ごすことのできる場所

障がいのある人が利用しやすい施設

特にない

その他

無回答

57.3 

36.3 

55.1 

36.4 

16.6 

60.0 

34.6 

27.8 

16.2 

32.2 

31.4 

35.0 

37.8 

30.2 

37.3 

37.7 

58.5 

60.9 

25.8 

33.4 

5.4

6.3

0.2

58.8 

36.9 

57.2 

38.4 

17.9 

63.9 

38.5 

28.5 

18.5 

35.3 

34.9 

34.7 

38.0 

32.2 

36.0 

37.7 

58.7 

61.1 

28.9 

36.8 

4.9

6.7

0.2

51.7 

34.3 

47.8 

29.5 

11.9 

46.2 

20.9 

25.6 

8.1 

20.9 

18.5 

36.1 

37.2 

23.2 

42.0 

37.4 

57.6 

60.2 

15.0 

21.3 

7.2

4.8

0.5

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

全体（n=2,805）

小学校４年生～６年生

（n=2,178）

中学校１年生～３年生

（n=621）
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④家族の中にお世話している人はいるか/お世話していることで、できていないこと 

家族の中に大人にかわってお世話している人がいるかについて、小学校４年生～６年生で

は 13.3%、中学校１年生～３年生では 6.4%が「いる」となっています。 

お世話していることで、できていないことは、すべての学年で「特にない」が最も多く、次い

で小学校４年生～６年生では「自分の時間がとれない」、中学校１年生～３年生では「友だち

と遊ぶことができない」となっています。 

一方で、小学校４年生～６年生、中学校１年生～３年生ともに、すべての学年で「宿題をする

時間や勉強をする時間がとれない」「寝る時間が十分にとれない」が約１割あり、家族のお世

話をすることで日常生活や学業等に影響がでているとみられます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

■図 57 家族の中にお世話している人はいるか 

全体
（n=2,805）

小学校４年生～６年生
（n=2,178）

中学校１年生～３年生
（n=621）

11.8 

13.3 

6.4 

87.0 

85.4 

92.3 

1.3 

1.3 

1.3 

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

いる いない 無回答

学校に行きたくても行けない

遅刻・早退をしてしまう

宿題をする時間や勉強をする時間がとれない

寝る時間が十分にとれない

友だちと遊ぶことができない

習い事ができない

自分の時間がとれない

その他

特にない

無回答

1.5 

3.0 

9.7 

9.7 

11.8 

2.4 

19.7 

1.5 

65.2 

4.5 

1.4 

2.4 

9.3 

9.7 

10.4 

1.7 

19.7 

1.7 

65.7 

4.5 

0.0 

5.0 

10.0 

7.5 

20.0 

5.0 

17.5 

0.0 

62.5 

5.0 

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

全体（n=330）

小学校４年生～６年生

（n=289）

中学校１年生～３年生

（n=40）

■図 58 お世話していることで、できていないこと【複数回答】 
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⑤心配ごとや悩みごとの相談相手 

心配ごとや悩みごとの相談相手は、すべての学年で「母親」が最も多く、次いで「同性の友

達」、「父親」となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

■図 59 困りごとや悩みごとの相談相手【複数回答】 

父親

母親

兄弟・姉妹

おじいさん・おばあさん・親戚

近所のおじさん・おばさん

同性の友達

異性の友達

先輩・後輩

学校の先生

スクールカウンセラー・教育相談員

塾や予備校の先生

インターネット

雑誌・本

電話相談

誰にも相談しない

その他

無回答

35.8 

66.7 

21.8 

11.0 

1.2 

43.7 

8.8 

8.5 

21.8 

3.5 

4.5 

6.8 

2.3 

1.4 

16.5 

1.5 

1.2 

37.7 

67.0 

20.5 

11.8 

1.4 

39.3 

7.6 

6.1 

21.1 

3.9 

3.6 

5.8 

2.4 

1.7 

17.5 

1.7 

1.4 

29.0 

65.4 

26.2 

8.2 

0.6 

59.1 

12.9 

16.9 

24.3 

2.3 

7.6 

10.1 

1.9 

0.5 

12.9 

1.0 

0.3 

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

全体（n=2,805）

小学校４年生～６年生

（n=2,178）

中学校１年生～３年生

（n=621）
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⑥生活の満足度 

生活の満足度は、小学生４年生～６年生では「十分に満足している」が最も多く、次いで

「満足している」となっています。 

中学校１年生～３年生では「満足している」が最も多く、次いで「普通」となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑦自分にはよいところがあると思うか 

自分にはよいところがあると思うかについて、すべての学年で「あると思う」が最も多く、『ある

と思う』（「あると思う」＋「どちらかといえばあると思う」）との回答は約８割であり、大多数となっ

ています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

■図 60 生活の満足度 

■図 61 自分にはよいところがあると思うか 

全体
（n=2,805）

小学校４年生～６年生
（n=2,178）

中学校１年生～３年生
（n=621）

33.0 

34.6 

27.5 

30.9 

30.8 

31.6 

26.6 

25.3 

30.9 

6.5 

6.2 

7.7 

2.1

2.2 

2.1 

0.8

1.0 

0.2 

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

十分に満足している 満足している 普通

やや満足していない まったく満足していない 無回答

全体
（n=2,805）

小学校４年生～６年生
（n=2,178）

中学校１年生～３年生
（n=621）

41.6 

41.7 

41.1 

37.3 

37.3 

37.2 

11.9 

11.6 

13.0 

8.6 

8.6 

8.5 

0.6

0.8 

0.2 

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

あると思う どちらかといえばあると思う

どちらかといえばあると思わない あると思わない

無回答
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■小学校５年生・中学校２年生の保護者 

①過去１年間に経済的な理由で経験したこと 

過去１年間に経済的な理由で経験したことは、「どれにもあてはまらない」が最も多く、次い

で「こどもを習いごとに通わすことができなかった」、「こどもを学習塾に通わすことができな

かった」となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

■図 62 過去１年間に経済的な理由で経験したこと【複数回答】 

電気代・ガス代・水道代の支払いが
滞ったことがある

家賃・住宅ローンの支払いが
滞ったことがある

電話料金の支払いが滞ったことがある

公的（年金・健康保険・介護保険）な保険料・
税金の支払いが滞ったことがある

必要な食糧品を買えなかったことがある

こどもを学校の遠足や修学旅行へ
参加させることができなかった

こどものための服や靴を買えなかったことがある

こどもを医療機関に受診させることができなかった

こどもの進路を変更せざるを得なかった

こどもを習いごとに通わすことができなかった

こどもを学習塾に通わすことができなかった

どれにもあてはまらない

無回答

1.6 

1.1 

0.7 

1.8 

1.1 

0.0 

1.8 

0.0 

1.6 

6.6 

6.4 

83.4 

4.8 

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

n=440
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②可処分所得からみる相対的貧困世帯の割合 

１世帯あたりの可処分所得から算出した相対的貧困世帯の割合をみると、「３人世帯」か

ら「５人世帯」はいずれも 10％未満となっています。 

一方で、調査母数に差があるため単純比較はできないものの、「２人世帯」では 30.0%、

「６人以上世帯」では 13.3%となっており、その他世帯と比較して高くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注 本計画における相対的貧困世帯は、国が算出した貧困線をやや上回っていても経済的困難を 

       抱える家庭があることを勘案し、各世帯員数における相対的貧困線を 1.5倍した可処分所得 

         額未満の世帯とします。（貧困線：127万円 令和 4年国民生活基礎調査） 

 

③暮らしの状況 

現在の暮らしの状況は、「普通」が最も多く、次いで「やや苦しい」、「ややゆとりがある」と

なっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■図 63 昨年の可処分所得からみる相対的貧困世帯の割合 

■図 64 暮らしの状況 

全体（n=440）

２人世帯（n=10）

３人世帯（n=88）

４人世帯（n=228）

５人世帯（n=99）

６人世帯以上（n=15）

6.4 

30.0 

6.8 

5.3 

5.1 

13.3 

69.1 

50.0 

64.8 

68.9 

73.7 

80.0 

24.5 

20.0 

28.4 

25.9 

21.2 

6.7 

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

相対的貧困世帯 その他世帯 無回答

全体（n=440) 0.9 15.9 49.8 27.3 5.7 0.5

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

大変ゆとりがある ややゆとりがある 普通 やや苦しい 大変苦しい 無回答
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■高校生相当年齢～29歳 

①居心地が良いと感じる場所 

居心地が良いと感じる場所は、すべての年齢で「自分の部屋」が最も多く、次いで「家庭

（実家や親族の家を含む）」となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

■図 65 居心地が良いと感じる場所【複数回答】 

自分の部屋

家庭（実家や親族の家を含む）

学校（卒業した学校を含む）

職場（過去の職場を含む）

地域の公的施設（図書館や公民館や公園など）

カフェ等の店舗

インターネット空間
（ＳＮＳ、ＹｏｕＴｕｂｅやオンラインゲームなど）

その他

無回答

78.9 

54.1 

17.4 

4.3 

9.3 

16.9 

22.4 

4.0 

0.6 

81.7 

54.2 

28.8 

0.6 

7.7 

14.1 

26.0 

3.5 

1.0 

82.9 

55.4 

18.3 

6.4 

11.6 

17.9 

25.9 

6.0 

0.0 

74.1 

52.4 

5.8 

6.8 

9.5 

19.7 

16.0 

2.7 

0.3 

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

全体（n=878）

高校生相当（n=312）

大学生相当（n=251）

23歳～29歳（n=294）
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②将来への不安 

若者が抱く将来への不安は、高校生相当では「進学」、大学生相当・23歳～29歳ではと

もに「収入・生活費」が最も多く、次いで高校生相当では「収入・生活費」、大学生相当では

「就職」、23歳～29歳では「仕事」となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

■図 66 将来への不安【複数回答】 

収入・生活費

勉強

進学

就職

仕事

家族の生活

自分の健康

結婚

生きがい

孤独・孤立

友だちなどの人間関係

社会情勢・不況

不安の内容がわからない

その他

無回答

71.7 

24.6 

25.0 

41.9 

42.9 

21.2 

22.7 

26.5 

24.7 

19.2 

18.6 

32.1 

1.8 

1.3 

0.0 

59.5 

52.4 

64.3 

57.7 

35.2 

13.7 

18.9 

18.5 

21.6 

20.3 

25.6 

24.7 

3.1 

0.9 

0.0 

67.8 

15.1 

9.3 

58.0 

44.9 

14.6 

19.0 

29.3 

25.9 

15.1 

14.6 

30.2 

1.5 

1.0 

0.0 

86.0 

6.8 

1.3 

14.4 

47.5 

32.6 

28.4 

30.9 

25.8 

22.0 

15.7 

40.7 

0.4 

2.1 

0.0 

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

全体（n=683）

高校生相当（n=227）

大学生相当（n=205）

23歳～29歳（n=236）
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③今後の結婚願望 

今後の結婚願望は、すべての年齢で「いずれは結婚したい」が最も多く、次いで高校生相当で

は「わからない」、大学生相当・23歳～29歳ではともに「結婚したいと思わない」となっていま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④今後こどもを持ちたいと思うか 

今後こどもを持ちたいと思うかは、すべての年齢で「思う」が最も多く、次いで高校生相当では

「その他・わからない」、大学生相当・23歳～29歳ではともに「思わない（お子さんがいない

方）」となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

■図 68 今後こどもを持ちたいと思うか 

全体（n=878）

高校生相当（n=312）

大学生相当（n=251）

23歳～29歳（n=294）

52.6 

47.8 

58.6 

53.1 

23.0 

23.7 

21.9 

24.1 

1.9 

0.6 

0.0 

3.4 

21.8 

27.2 

19.1 

18.4 

0.7 

0.6 

0.4 

1.0 

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

思う 思わない（お子さんがいない方）

思わない（すでにお子さんがいる方） その他・わからない

無回答

全体（n=774）

高校生相当（n=310）

大学生相当（n=247）

23歳～29歳（n=206）

4.4 

1.0 

5.3 

8.3 

59.8 

60.3 

65.2 

52.4 

17.6 

17.7 

14.6 

21.4 

17.1 

20.3 

13.8 

16.0 

1.0 

0.3 

1.2 

1.9 

0.1

0.3 

0.0 

0.0 

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

すぐにでも結婚したい いずれは結婚したい 結婚したいと思わない

わからない その他 無回答

■図 67 今後の結婚願望 
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⑤今後こどもを持ちたいと思わない理由 

今後こどもを持ちたいと思わない理由は、高校生相当・大学生相当ではともに「子育ては大変

そうだから」、23歳～29歳では「子育ては経済的負担が大きいから」が最も多く、次いで高校生

相当では「自分の生活を楽しみたいから」、大学生相当では「子育ては経済的負担が大きいか

ら」、23歳～29歳では「子育ては大変そうだから」となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

■図 69 今後こどもを持ちたいと思わない理由 

出産・子育ての知識や自信がないから

子育ては大変そうだから

こどもが苦手だから

自分の生活を楽しみたいから

仕事を優先したいから

子育ては経済的負担が大きいから

子育てをサポートしてくれる人が周りにいないから

配偶者（パートナーなど）が子育てを望まないから

家族の協力が得られないから

地域の中で、保育園などこどもを
預けられる環境が整っていないから

地域の中で、こどもが安心して
遊べる環境が整っていないから

地域の中で、子育てについて相談しやすい
体制が整っていないから

勤め先の育児休業制度や子育てを
支援する体制が整っていないから

その他

特に理由はない

無回答

38.1 

63.4 

30.7 

51.0 

14.4 

54.5 

11.4 

4.0 

2.0 

7.4 

5.4 

7.4 

7.4 

8.4 

4.5 

0.0 

37.8 

63.5 

37.8 

51.4 

12.2 

41.9 

4.1 

1.4 

1.4 

2.7 

4.1 

2.7 

1.4 

8.1 

5.4 

0.0 

36.4 

67.3 

21.8 

52.7 

14.5 

54.5 

9.1 

0.0 

0.0 

9.1 

5.5 

14.5 

3.6 

7.3 

7.3 

0.0 

40.8 

60.6 

29.6 

49.3 

16.9 

67.6 

21.1 

9.9 

2.8 

11.3 

7.0 

7.0 

16.9 

9.9 

1.4 

0.0 

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

全体（n=202）

高校生相当（n=74）

大学生相当（n=55）

23歳～29歳（n=71）
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⑥地域活動への参加 

地域活動への参加は、すべての年齢で「参加していない」が最も多くなっています。一方で、

大学生相当では、他の年齢と比較し、「参加している」が多くなっています。 

地域活動に参加していない理由は、すべての年齢で「地域でどのような活動が行われてい

るか知らない」が最も多く、次いで「参加する時間的余裕がない」となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

■図 71 地域活動に参加していない理由【複数回答】 

■図 70 地域活動への参加 

全体（n=878）

高校生相当（n=312）

大学生相当（n=251）

23歳～29歳（n=294）

5.0 

4.2 

7.2 

3.4 

94.6 

95.2 

92.8 

96.3 

0.3 

0.6 

0.0 

0.3 

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

参加している 参加していない 無回答

地域でどのような活動が行われているか知らない

一緒に参加する友だち・知人がいない

参加方法がわからない

時間や日程が合わない

参加する時間的余裕がない

地域の活動に興味がない

地域の活動が盛んではない

以前（コロナ前）は参加していたが活動が
わからなくなった（なくなった）

その他

特に理由はない

無回答

60.9 

25.3 

25.6 

20.5 

35.7 

18.5 

5.4 

1.8 

3.2 

15.2 

0.4 

57.9 

23.6 

25.9 

24.9 

37.0 

15.2 

6.7 

2.4 

3.4 

14.1 

0.0 

59.2 

25.3 

25.3 

13.7 

30.5 

19.7 

4.7 

2.6 

2.6 

19.3 

0.0 

67.5 

28.3 

26.1 

22.3 

38.5 

20.5 

4.2 

0.0 

3.5 

12.4 

1.1 

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

全体（n=831）

高校生相当（n=297）

大学生相当（n=233）

23歳～29歳（n=283）
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⑦家族の中にお世話している人はいるか/お世話していることで、できていないこと 

家族の中にお世話している人がいるかについて、高校生相当では 3.2%、大学生相当で

は 2.4%、２３歳～２９歳では 4.1%が「いる」と回答しています。 

お世話していることで、できていないことは、すべての年齢で「特にない」が最も多く、次に

高校生相当では「遅刻・早退をしてしまう」「宿題や勉強をする時間が取れない」「自分の時

間が取れない」、大学生相当では「宿題や勉強をする時間が取れない」「睡眠時間が十分に

取れない」「友人と遊ぶことができない」「自分の時間が取れない」、23歳～29歳では「睡

眠時間が十分に取れない」「自分の時間が取れない」となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

■図 72 家族の中にお世話している人はいるか 

全体（n=878）

高校生相当（n=312）

大学生相当（n=251）

23歳～29歳（n=294）

3.3 

3.2 

2.4 

4.1 

96.5 

96.5 

97.6 

95.6 

0.2 

0.3 

0.0 

0.3 

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

いる いない 無回答

学校に行きたくても行けない

遅刻・早退をしてしまう

宿題や勉強をする時間が取れない

睡眠時間が十分に取れない

友人と遊ぶことができない

自分の時間が取れない

習い事ができない

その他

特にない

無回答

3.4 

3.4 

13.8 

13.8 

10.3 

17.2 

0.0 

10.3 

55.2 

10.3 

0.0 

10.0 

10.0 

0.0 

0.0 

10.0 

0.0 

10.0 

60.0 

10.0 

16.7 

0.0 

33.3 

33.3 

33.3 

33.3 

0.0 

33.3 

50.0 

0.0 

0.0 

0.0 

8.3 

16.7 

8.3 

16.7 

0.0 

0.0 

50.0 

16.7 

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

全体（n=29）

高校生相当（n=10）

大学生相当（n=6）

23歳～29歳（n=12）

■図 73 お世話していることで、できていないこと【複数回答】 
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⑧習志野市の青少年や若者の施策に望むこと 

習志野市の施策に望むことについて、すべての年齢で「お金の心配をせずに学べる（進学・塾

にいくこと）ように支援する」が最も多く、次いで高校生相当では「放課後などに気軽に行ける安

全な居場所を提供する」、大学生相当では「悩みを相談できる場や機会を増やす」「放課後など

に気軽に行ける安全な居場所を提供する」「ヤングケアラーの支援」、23歳～29歳では「悩み

を相談できる場や機会を増やす」となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

■図 74 習志野市の青少年や若者の施策に望むこと【複数回答】 

お金の心配をせずに学べる
（進学・塾にいくこと）ように支援する

就職に向けた相談やサポート体制を充実させる

若者向けのイベントやボランティアなどの
自主的な活動を支援する

自分の意見を発表できる機会を増やす

悩みを相談できる場や機会を増やす

参加したり過ごしたりできる場や
イベントなどの情報を提供する

放課後などに気軽に行ける安全な居場所を提供する

婚活イベントなどの出会いの場を提供する

ヤングケアラーの支援

ニートやひきこもりに関する相談や支援を充実させる

その他

特にない

無回答

73.8 

35.1 

18.0 

12.8 

38.0 

18.2 

39.4 

9.3 

35.9 

23.8 

2.7 

5.9 

0.6 

72.1 

35.3 

19.6 

12.5 

32.1 

19.2 

41.7 

7.1 

33.0 

22.8 

1.3 

7.1 

0.3 

75.3 

36.3 

23.1 

15.1 

39.4 

19.9 

39.4 

8.4 

39.4 

25.9 

4.0 

4.4 

0.8 

74.8 

35.0 

12.2 

11.2 

42.9 

16.3 

38.4 

12.6 

36.4 

22.4 

3.4 

5.4 

0.7 

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

全体（n=878）

高校生相当（n=312）

大学生相当（n=251）

23歳～29歳（n=294）
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⑨自分にはよいところがあると思うか 

自分にはよいところがあると思うかについて、すべての年齢で「あると思う」が最も多く、特に大

学生相当では 58.2%と他の年齢と比較し、高くなっています。 

また、『あると思う』（「あると思う」＋「どちらかといえばあると思う」）との回答は約８割であり、

大多数となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑩外出を控えているか 

外出を控えているかについて、すべての年齢で「はい」との回答は 10%未満となっており、特

に２３歳～２９歳では 8.2%と他の年齢と比較し、高くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

全体（n=878）

高校生相当（n=312）

大学生相当（n=251）

23歳～29歳（n=294）

51.0 

49.0 

58.2 

46.9 

32.0 

34.3 

25.1 

35.4 

10.9 

11.2 

10.0 

11.9 

5.8

5.1

6.8 

5.4

0.2

0.3

0.0 

0.3

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

あると思う どちらかというとあると思う

どちらかというとないと思う ないと思う

無回答

■図 75 自分にはよいところがあると思うか 

■図 76 外出を控えているか 

全体（n=878）

高校生相当（n=312）

大学生相当（n=251）

23歳～29歳（n=294）

6.5 

6.1 

5.6 

8.2 

93.3 

93.3 

94.4 

91.8 

0.2 

0.6 

0.0 

0.0 

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

はい いいえ 無回答
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⑪人と交わることに困難を感じて、外出を控えている主な理由 

6か月以上外出を控えている状態となった主な理由について、全体でみると「人間関係がうま

くいかなかったこと」が最も多く、次いで「学校になじめなかったこと」「中学校時代の不登校」

「病気や障がい等による」となっています。特に「人間関係がうまくいかなかったこと」は、２人に１

人が理由としてあげています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

■図 77 人と交わることに困難を感じて、外出を控えている主な理由 

学校になじめなかったこと

小学校時代の不登校

中学校時代の不登校

高校時代の不登校

大学（専門学校、短期大学等を含む）時代の不登校

受験に失敗したこと（高校・大学等）

就職活動がうまくいかなかったこと

職場になじめなかったこと

人間関係がうまくいかなかったこと

病気や障がい等による

妊娠したこと

退職したこと

介護・看護を担うことになったこと

新型コロナウイルス感染症が流行したこと

その他

特に理由はない

わからない

無回答

29.2 

20.8 

22.9 

6.3 

4.2 

2.1 

4.2 

14.6 

50.0 

22.9 

0.0 

6.3 

0.0 

20.8 

12.5 

12.5 

0.0 

2.1 

22.2 

22.2 

22.2 

5.6 

0.0 

5.6 

0.0 

0.0 

44.4 

11.1 

0.0 

0.0 

0.0 

11.1 

16.7 

11.1 

0.0 

0.0 

50.0 

30.0 

30.0 

0.0 

10.0 

0.0 

0.0 

10.0 

50.0 

50.0 

0.0 

0.0 

0.0 

30.0 

20.0 

0.0 

0.0 

0.0 

25.0 

15.0 

20.0 

10.0 

5.0 

0.0 

10.0 

30.0 

55.0 

20.0 

0.0 

15.0 

0.0 

25.0 

5.0 

20.0 

0.0 

5.0 

0.0% 20.0% 40.0% 60.0%

全体（n=48）

高校生相当（n=18）

大学生相当（n=10）

23歳～29歳（n=20）



第２章 習志野市の現状 

- 72 - 

⑫悩み事の相談相手 

悩み事の相談相手について、高校生相当・大学生相当では「友人・知人」、23歳～29歳では

「親」が最も多く、次いで高校生相当・大学生相当では「親」、23歳～29歳では「友人・知人」と

なっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

親

兄弟姉妹

友人・知人

交際相手

配偶者・パートナー

祖父母

学校の先生

職場の同僚・上司

カウンセラー・精神科医

市役所など行政の相談機関の人

ＮＰＯ法人など民間の相談機関の人

インターネット上の知り合い

インターネット上の質問サイト

その他

誰にも相談しない

無回答

53.3 

16.7 

55.4 

10.6 

10.6 

1.6 

3.9 

7.4 

3.4 

0.3 

0.2 

4.3 

0.7 

1.0 

19.9 

0.5 

56.1 

17.6 

59.6 

4.5 

0.3 

1.9 

7.7 

0.0 

2.2 

0.3 

0.0 

3.8 

0.6 

0.6 

20.5 

0.6 

53.4 

14.7 

59.0 

15.9 

0.8 

2.0 

3.2 

3.6 

4.0 

0.8 

0.4 

6.4 

0.8 

0.4 

20.7 

0.0 

50.7 

17.3 

48.6 

12.2 

28.2 

1.0 

0.7 

18.0 

4.1 

0.0 

0.3 

3.1 

0.7 

2.0 

19.0 

0.7 

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0%

全体（n=878）

高校生相当（n=312）

大学生相当（n=251）

23歳～29歳（n=294）

■図 78 悩み事の相談相手 
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⑬生活の満足度 

生活の満足度について、高校生相当では「十分に満足している」、大学生相当・23歳～29歳

ではともに「やや満足している」が最も多く、次いで高校生相当では「やや満足している」、大学

生相当では「十分に満足している」、23歳～29歳では「ふつう」となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

■図 79 生活の満足度 

全体（n=878）

高校生相当（n=312）

大学生相当（n=251）

23歳～29歳（n=294）

31.8 

38.1 

34.3 

22.4 

33.9 

33.3 

37.1 

33.0 

24.1 

20.8 

21.5 

28.9 

8.2 

6.1 

6.4 

12.2 

1.7 

1.3 

0.8 

3.1 

0.2

0.3 

0.0 

0.3 

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

十分に満足している やや満足している ふつう

あまり満足していない まったく満足していない 無回答
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６    こども・若者の意見聴取結果の概要 

 

（1）WEB調査 

①調査概要 

調査対象 市内在住または市外から通勤・通学している小学 1年生から 29歳 

調査方法 
市ホームページ上にて、こども施策・若者支援策・少子化対策などに

対する意見・要望を募集 

調査期間 令和６年５月１日～令和６年５月 31日 

 

②意見の聴取結果 

応募者区分 応募人数 応募意見数 

小学生 18人 48件 

中学生 5人 6件 

高校生 6人 13件 

大学生（専門学生） 31人 34件 

その他 14人 43件 

合計 74人 144件 

 

③主な応募意見の内容 

▷公共交通・道路について 

・危険なので歩道を広くしてほしい 

・一般道の自転車の走行スペースを改善してほしい 

・道路の凸凹が危ないから、直してほしい。 

・バスが少ないからたくさん走らせてほしい 

▷居場所・遊び場について 

・無料で使えるテニスコートやバスケット場がほしい 

・こどもや若者が遊べる場所が少ないから、屋内の遊べる施設を増やしてほしい 

・スケートボード・キャスターボードやボール遊びできる場所がほしい 

・公園の看板に、どこでボール遊びや花火ができるかも書いてほしい 

・今の公園の遊具は小さいため、大きな遊具（アスレチック等）がほしい 

・公園の遊具が少なくて、いつもぎゅうぎゅうになるから、もっと新しい遊具をおいてほしい 

・児童館や放課後児童クラブを充実してほしい（レジャーや体験教室を増やしてほしい） 

▷学校について 

・小中学校の体育館にエアコンをつけてほしい。暑すぎて体調が悪くなる。災害時避難所と 

して使用するのであれば早めの設置が必要だと思う 
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・プールが野外で汚くて、天候に左右されるため、民間スポーツジム等を借りて授業してほ 

しい 

・中学校のトイレがとても汚くて、和式が多く、臭くてとても辛かったのでリフォームしてほし 

い 

・多くのサイトがアクセス不可となり授業での検索が難しいため、貸与タブレットによる検索 

範囲を増やしてほしい 

・制服がダサくて校則が古いから、今の時代に合ったものにしてほしい 

▷経済的支援について 

・所得制限なく、保育園無償化、高校生まで授業料、給食費を無料 

・中学、高校生での放課後学習、塾代の補助 

・子どもの医療費は 18歳まで無料にしてほしい 

・子育て世帯向け住宅の購入に補助があると、若者も購入しやすいと思う 

・上の子が就学しても、第２子以降の保育料を減額してほしい 

・遊び場は親子ともに入場料無料 

▷地域経済について 

・もっと商業施設（大型ショッピングモールを含む）を増やしてほしい 

・ネットショッピングじゃなくてお店に行って買いたいので、スーパーや商業施設を無くして 

マンションばっかり建てるのをやめてほしい 

▷図書館・自習スペースについて 

・図書館や自習室が老朽化して、雰囲気が怖いので、建て替えしてほしい 

・早朝から夜中まで、土日でも勉強できる図書館の勉強スペース（無料）がほしい 

▷その他 

・一時保育の私的利用を、せめて週 1回は利用できる月 4回にしてほしい 

・全てのごみ収集エリアにゴミステーションを設置してほしい 

・夜歩くのが怖いので、街灯を増やしたり防犯活動をたくさんしてほしい 

・もっと地域の人と多くかかわりたいので、地域で参加できるイベントを増やしてほしい 

・袖ケ浦体育館等を無料開放してほしい 
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（2）子ども議会 

①実施概要 

参加者 市立中学校の生徒 14名（各校 2名） 

実施方法 

日頃、疑問に感じていることなど、市議会と同様に市長に質問するとともに、

「将来にどんな市であってほしいか」または「こどもに向けて取り組んでほし

いこと」を発表 

実施日 令和６年７月 23日 

 

②市政への質問 

１ 

質問事項 横断歩道への信号機の設置 

内容 
信号機がない横断歩道は、きちんと確認していても死角から急に車が飛び出し

てくることがあり、とても危険です。信号機をつけるなどの対策はできませんか。 

２ 

質問事項 放課後の教室利用 

内容 

現状、放課後に集まって勉強を教え合いづらいです。図書館は声を出せず、共

に勉強する場所として不向きです。テスト期間中だけでも放課後の教室を開放

していただければ、友達と楽しくテスト勉強にはげめると思います。 

３ 

質問事項 小児科の予約 

内容 

具合が悪くなったとき、小児科の予約がなかなか取れず、自宅待機するしかな

い状況を何度も経験しました。体調が悪化する危険性があるので病院を増やす

など、いつでも受診できるような環境をつくっていただきたいです。 

４ 

質問事項 自転車が通る道の整備 

内容 

近隣市では、自転車が通りやすいように、青色の専用レーンや矢印が書かれて

いる場所があり、自転車が車道を安全に走ることができるように工夫されてい

ます。そのような自転車が通る道を整備することは可能ですか。 

５ 

質問事項 カラスの対策 

内容 

集積所の生ごみにカラスが群がり、道路にごみが散乱していることもあります。

また、登下校中にカラスに襲われる生徒もいて、みんな恐怖を感じています。安

心して過ごせるように、カラス対策をしてほしいと思います。 

６ 

質問事項 学校の体育館へのエアコンの設置 

内容 

体育館にエアコンがついておらず、暑さ指数（WBGT）が「運動は原則中止」と

なる「危険」域に達し、部活動や授業ができない日があります。特に、6月から 7

月にかけて総合体育大会に向けた練習ができないのはとても悲しいです。後輩

たちのためにもできるだけ早くエアコンの設置をしていただきたいと思っていま

す。 
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７ 

質問事項 中学校の部活動の選択肢 

内容 

私の中学校には入りたい部活がなく、仕方なく他の部活に入っている人がいま

す。隣接校の部活を選べるなど、選択肢がより多くなるようになってほしいと思

います。 

８ 

質問事項 習志野市の人口増加に対する政策 

内容 
習志野市の人口は年々増加傾向にあります。これに対して習志野市では、具体

的にどのような政策を掲げているのでしょうか。 

９ 

質問事項 ボール遊び等ができる場所の確保 

内容 

ボール遊びができる場所が本当に少ないと感じています。実はたくさんあるの

かもしれませんが、小中学生では行動範囲や移動時間から結局一か所に集中

して取り合いになっています。ボール遊びができる場所のマップを作ったり、遊び

場所を増やしたりできないでしょうか。 

また、誰もがボール遊び可能な場所だとわかる表示・看板などを設置していた

だけないでしょうか。 

10 

質問事項 夜道の安全対策 

内容 

街灯が少なく、塾や習い事に行く時間帯では既に真っ暗です。徒歩では不審者

の危険性、自転車では事故の危険性が高くなり、怖い思いをしています。習志

野市では一戸一灯運動を呼びかけていますが、ほぼ浸透していなく、その電気

代は各家庭が負担することも違和感があります。何か対策をしていただけない

でしょうか。 

11 

質問事項 縁石やガードレールへの蛍光板の設置 

内容 

夜間、自転車に乗っているとき、狭い道や暗い場所で曲がり角など見えづらい

所があるので、縁石やガードレール等に蛍光板をつけていただけないでしょう

か。 

12 

質問事項 公園のゴミ箱と時計の設置 

内容 

コロナ禍以降、市内公園にごみ箱が設置されなくなり、ポイ捨てが増えているた

め、ごみ箱を設置してもらえませんか。 

また、時計が設置されていない公園があり、時間を確認することができず不便

なため、時計を設置してもらえませんか。 

13 

質問事項 通学路の保全管理 

内容 

通学路の道路のごみが散乱している状態があります。 

また、通学路の道路が凸凹で、自転車通学の際に、荷物が飛び出てしまい危険

なことがあります。対策をしてもらえないでしょうか。 

14 

質問事項 川の水の臭い対策 

内容 

通学路である京葉道路の隣にある川沿いの道路を通る時、その川の水の臭い

がひどいです。特に６月から９月にかけて臭いが強くなり、マスクをしていても臭

います。その川は何のためにあり、臭いを改善することはできますか。 
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③市政への意見・要望 

▷将来にどんな市であってほしいか 

・大人もこどもも事件や事故に巻き込まれる心配をしなくてもよい、安心・安全な市になって 

ほしい 

・色々な世代の人にとって居心地がよく、愛される居場所となってほしい 

・スポーツが活発な市になってほしい 

・こどもが思い切り遊べる場所、地域イベント、学びの環境を充実させ、ひとを呼び込める 

魅力的なまちになってほしい 

・大型複合商業施設や観光スポットなどつくり、大勢の人が集まる市になってほしい 

・子育て世帯への経済的支援を行い、安心して子育てできる市になってほしい 

・交通環境が整っている、誰もが安心して暮らせる市になってほしい 

・各ごみ集積場にはネットではなく、ゴミステーションを設置してほしい 

・親の介護がしやすいまちになってほしい 

▷こどもに向けて取り組んでほしいこと 

・体育館にエアコンを設置してほしい 

・修学旅行の行き先は、生徒が決めるようにしてほしい 

・市役所で勉強会を開催してほしい 

・暗い道をなくすため、街灯を増設してほしい 

・市の問題にもっと関心が持てるよう、毎年子ども議会を開催してほしい 

・通学路の安全対策や暗い道への街灯増設に力を入れて取り組んでほしい 

・地域の方と触れ合う機会や地域のイベント等で活躍できる機会を増やしてほしい 

・タブレット端末をより活用できるよう、学校のWi-Fi環境を改善してほしい 

・安全で快適に学習できるよう、学校の学習環境の改善に取り組んでほしい 

・通学路の環境整備を強化してほしい 

・学校のトイレ設備の改善は、学校や地域で差が出ないように実施してほしい 

・挑戦したいことに自由に挑戦できる環境や自立できる機会を提供できる市になってほし 

い 
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（3）子ども食堂（ならしの袖っ子テーブル 【習志野子ども食堂ネットワーク】） 

①実施概要 

参加者 
①子ども食堂スタッフ 15人 

②子ども食堂に訪れたこども 13人、保護者 10人 

実施方法 対面による意見聴取 

実施日 令和６年７月 11日 

 

②主な意見 

▷居場所について 

・学校、家以外で友達と集まってゲームができる場所がほしい 

・中高生が放課後に集まれる場所がほしい（先生や親以外の大人と話せるような場所） 

・市民農園のような場所が少ないので、もっとこどもと一緒に自然と触れ合える場所を増や 

してほしい 

・ボール遊びができる場所がほしい 

・子ども食堂が多世代・多人種で利用できる場所になってほしい 

・こどもの居場所を作るにあたっての補助をしてほしい 

▷教育について 

・こどもの頃から様々な個性に対する理解を深める目的で、学校で情緒教育を実施してほ 

しい 
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（4）キラット・ジュニア防犯隊 

①実施概要 

参加者 
キラット・ジュニア防犯隊 防犯マップ作成に参加した隊員 60人 

（小学５年生～中学２年生） 

実施方法 グループワーク（意見交換会） 

実施日 令和６年７月 21日 

 

②主な意見 

▷みんなが快適で楽しく暮らせるまち 

・高学年も楽しめるイベント。イベントやライブが楽しめる場所 

・若年層の人たちが楽しめるようなショッピングモールなどの誘致 

・こどもからお年寄りまで、みんなが気楽に何でも話せる場所 

・公園をもう少し増やしてほしい。きれいなトイレのある公園 

・ボール遊びや花火ができる公園をつくってほしい 

▷みんなが安心・安全に暮らせるまち 

・学校のみんなに不安全な所を紹介してほしい 

・道路の凸凹をなくす。安全・安心に利用できる道路。横断歩道に信号を付ける 

・防犯カメラを配置して安全を守る 

▷こどもたちにやさしいまち 

・学校の教室だけではなく、体育館や家庭科室、理科室、木工室など、活動する場所にエア 

コンを設置してほしい 

・大きいこどもを入れる室内遊び場がほしい 

・音楽のまち習志野なので、小・中学校に新しい楽器がもっとあると良い 

・小さいこどもも気兼ねなく利用できる図書館 

・夜間でも小児の診療・治療ができる医療施設 

▷その他 

・地域の人たちも参加できるイベントを増やす 
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（5）NPO法人ならしの子ども劇場 

①実施概要 

参加者 
ならしの子ども劇場の企画会議に参加したこども 15人 

（小学生～大学生） 

実施方法 グループワーク（意見交換会） 

実施日 令和６年７月 28日 

 

②主な意見 

▷家や学校以外にあったらいいなと思う場所 

・一緒にゲームできる場所 

・室内で運動できる場所 

・親の目が届かない場所 

・誰でも利用できる学習スペース 

・こどもだけで利用できる公民館 

・子ども夢パーク（川崎市）や遊園地のような施設 

▷こどもに対する取り組みで市にやってほしいこと 

・早急に体育館にエアコンを設置してほしい 

・学校のタブレットは iPadがいい 

・学校におけるWi-Fi環境の改善 

・電子黒板にしてほしい 

・音楽系部活動の活動機会を増やしてほしい 

・学費等の無償 

・物価上昇への対策（値下げなど） 

・自然と触れ合える場所の整備 

・花火ができる場所の整備 

・公園の遊具を増やしてほしい 

 

  



第２章 習志野市の現状 

- 82 - 

（6）令和７年「二十歳を祝う集い」実行委員会 

①実施概要 

参加者 
令和 7年「二十歳を祝う集い」実行委員会委員 13人 

（１９歳～２０歳） 

実施方法 グループワーク（意見交換会） 

実施日 令和６年８月１日 

 

②主な意見 

▷自分の将来のことで感じている希望や不安 

・市に貢献・恩返しできるようになりたい 

・地元のつながりがほしい 

・幸せな家庭を築きたい 

・希望している職種につけるか、就職しているイメージができない 

・就職先でキャリアアップできるかどうか 

・将来何をしたいかがまだわからない 

・結婚について 

▷市に取り組んでほしいこと 

・ボールを蹴れる公園がほしい 

・市内に陸上競技場がほしい 

・大きな祭りを開催してほしい 

・市の公式ラインをもっと PR し、さらに活用してほしい 
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（7）リーダースクラブ 

①実施概要 

参加者 リーダースクラブ 10人（15歳～２２歳） 

実施方法 LINEを活用した意見聴取 

実施日 令和６年９月 2日～令和６年９月６日 

 

②主な意見 

▷自分の将来のことで感じている希望や不安 

・将来、専門的なスキルを身につけて、自分のやりたい仕事に就くことです 

・急速に変化する技術や経済状況に対応できず、希望する職に就けないこと、仕事とプライ 

ベートのバランスが取れず、ストレスや健康問題に悩まされることを心配しています 

・子育てにお金がかかる 

・年金を払わなければならないことや、物価高が続いていて経済的な面での不安 

▷あったらいいと思うサポート 

・将来のキャリアについて具体的なアドバイスをもらえるカウンセリングセッションがもっと 

あれば、スキルアップや不安の解消に大きく役立つと感じます。 

また、仕事とプライベートのバランスを保つためのストレス管理や健康維持のサポートプ 

ログラムもあると安心です。 

・キャリア形成のサポートとして、国際的な仕事の探し方や面接のための準備を教えてくれ 

るワークショップやセミナー（特に海外での職務経験が豊富な専門家によるアドバイス） 

・18歳までの医療費無償化、給付型奨学金の充実 

・災害時の対策について。危機管理マニュアル、ハザードマップなどのさらなる周知 

・お金について勉強が出来る機会（若者向け勉強会）がほしい 

▷市に取り組んでほしいこと 

・メンタルリセットがしやすいように，市民がよりくつろげる公園などを作ってほしい 

・市役所のボランティア活動に、もっと外国人や留学生が参加できる機会が増えるといい。 

地域社会との交流が深まり、外国人が地元に貢献する機会も増えると思います 

・学生に対する金銭的なサポートのさらなる充実化 

・スマホなどでも手軽に情報が知れたり、例えば年金とは？ 使えるサービスとは？ という 

ような習志野市が行なっているサービスについて手軽に知れるコンテンツなどがあると 

嬉しい 
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７    前計画の振り返り 

 

前子ども・子育て支援事業計画（令和２年度～令和６年度）に基づき実施した事業の取り

組み状況については、毎年度、PDCAサイクルによる実績評価を行うとともに、習志野市子ど

も・子育て会議において点検・評価を行い、事業の改善などに取り組んでいます。 

令和５年度までの４か年における重点事業の主な取り組み状況は以下のとおりです。 

基本目標１ 子どもが、自分の未来を見つめてたくましく生きていく力を育む   

（１）待機児童対策（保育所など） 

 【主な取り組み】 

○増大する保育需要に対応するため、「こども園整備と既存市立幼稚園・保育所の再編計

画」に基づく市立幼稚園のこども園化（２園）及び市立保育所の私立化（３園）を推進する

とともに、民間認可保育所等の誘致やこども園化、認可外施設からの認可化等を実施する

ことで、認可保育施設の定員を８２２人拡大しました。 

 

 【今後の課題】 

○令和７年度に開設予定の施設整備等により、待機児童数ゼロを達成する見込みとなってい

ます。 

しかしながら、今後も土地区画整理事業等の大規模開発が予定されていることから、それ

に伴い増加する保育需要への対応を図る必要があります。 

その対応にあたっては、将来的な就学前人口の減少を見据え、慎重に確保方策を検討する

必要があります。 

 

待機児童数の推移（各年４月１日現在） 

年 度 H31 R2 R3 R4 R5 R6 

待機児童数 89人 55人 24人 16人 8人 2人 

 

（２）待機児童対策（放課後児童会） 

 【主な取り組み】 

○増大する放課後児童会の需要に対応するため、小学校の余裕教室等の活用や専用施設

を整備することで、９児童会を増設しました。その結果、令和４年８月に待機児童ゼロを達

成し、以降も待機児童ゼロを維持しています。 

○放課後児童支援員を確保し、安定的な児童会運営を図るため、１０小学校２０児童会の業

務委託を実施しました。このうち、 ９小学校１７児童会は校内交流型として、放課後子供教

室の活動に参加できるよう、同一事業者による業務委託としました。 
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 【今後の課題】 

○小学校４年生以上の放課後児童会への入会希望が増加しているため、待機児童ゼロを維

持するには、引き続き環境整備や職員の確保、直営児童会の民間事業者への委託化に取

り組んでいく必要があります。 
 

待機児童数の推移（各年 5月１日現在） 

年 度 H31 R2 R3 R4 R5 R6 

待機児童数 89人 83人 61人 23人 0人 0人 

 

基本目標２ 家庭が、喜びや生きがいを感じながら子育てできる力を持つ   

（１）在宅家庭も含めた預けやすい環境の充実 

 【主な取り組み】 

○一時保育実施施設は令和６年度時点で、市立こども園、保育所６施設、私立保育園、小規

模保育事業所１０施設となり、計画策定時から５施設拡大しました。 

また、市立こども園、保育所では予約がしにくい等、予約方法に課題があったことから、市

ホームページにおいて、各施設の空き状況を掲載し、利用者の利便性向上を図りました。 

○ファミリー・サポート・センター事業の充実を図るため、市広報等により制度の周知を図り、

新たな提供会員の確保に努めたほか、安心して利用できるよう提供会員に対する研修会・

交流会を開催しました。また、ひとり親家庭等の就労支援及び育児負担の軽減を図るた

め、利用料の助成を実施しました。 

 

【今後の課題】 

○公立施設での一時保育利用者の満足度は伸び悩んでおり、特に電話がつながりにくい

等、予約方法の改善について課題があります。Webによる予約システムを構築し、抜本的

に利用者の利便性を図る必要があります。 

○保育施設の整備による通常保育定員枠の拡大や、新型コロナウイルス感染症の影響によ

る、一時保育ニーズの変化を把握し、令和８年度から本格実施される「こども誰でも通園

制度」と併せて確保方策を検討する必要があります。 
 

（２）虐待の予防、早期発見と対策 

 【主な取り組み】 

○令和２年度より「子ども家庭総合支援拠点」を設置して、こどもと家庭及び妊産婦等支援

に関し、関係機関と連携し、総合的な支援を実施しました。また、令和３年度に「児童虐待

の防止のための通告及び安全確認への対応指針」を作成し、市職員への研修を実施する

ことで、虐待予防・早期発見体制の強化を図りました。さらには、令和６年度の「こども家庭

センター」設置に向け、当該拠点の児童福祉機能と母子保健機能のより一体的な切れ目

のない支援に取り組むための体制整備を行いました。  
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○こんにちは赤ちゃん事業や健康診査などの母子保健活動において、適切な時期での全数

把握とともに、虐待の未然防止・早期発見に努めました。 

令和５年度からは、出産・子育て応援事業において伴走型相談支援と経済的支援を一体

的に実施し、妊娠・出産・子育て期の切れ目のない支援を強化しました。 

○令和５年度には、ヤングケアラーの認識を高めるための啓発リーフレットを配布するととも

に、ヤングケアラーがいる家庭等に子育て世帯訪問支援事業を開始し、養育環境の改善

等に努めました。 

また、ヤングケアラー同士の交流と情報交換等を目的とした市民協働型委託事業「つどい

の広場」を実施し、支援体制の強化を図りました。 

 

 【今後の課題】 

○こども家庭センターの設置により、児童福祉機能と母子保健機能の一体的な運営を通じ

て、包括的な支援を切れ目なく行う体制を強化していく必要があります。 

○相談窓口の存在を知らない、または相談しづらいと感じる家庭に対し、相談窓口の周知に

努めるとともに、身近な相談機関である地域子育て支援拠点（こどもセンター等）との連携

を強化する必要があります。 

○ヤングケアラーがいる家庭を早期に発見できるよう、継続的な周知活動による認知度の向

上と、関係機関との連携強化に継続的に取り組んでいく必要があります。 
 

（３）子どもの貧困対策 

 【主な取り組み】 

○生活保護世帯や生活困窮世帯の中学生を対象とした学習支援について、令和３年度から

は高校生にも選任の講師を配置し、高校進学後も継続して学習支援と生活習慣・育成環

境の改善への支援に取り組みました。 

○ひとり親家庭への経済的支援のほか、就労に必要な知識・技能の取得支援や、ハローワー

ク船橋と連携した出張ハローワークの実施など、ひとり親家庭への就労支援に取り組みま

した。 

○市内で活動している子ども食堂を広く市民へ周知するため活動団体を市ホームページに

掲載するとともに、情報提供や活動支援を実施しました。 

 

【今後の課題】 

○ひとり親家庭等の生活の安定、向上や、貧困の連鎖が生じないよう、経済的自立につなが

る支援等についてさらに検討していく必要があります。 

○子ども食堂の活動は、食事の支援のみならず、こどもの居場所としての役割も果たしている

ことから、活動のさらなる活性化に向けた連携、協力体制を強化していく必要があります。 
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（４）発達支援の充実 

 【主な取り組み】 

○乳幼児個別支援計画から個別の教育支援計画への確実な引継ぎを行う体制を整え、就

学後も必要な支援が継続されるよう取り組みました。また、保護者や関係機関との共通理

解のもと、ライフサポートファイルの周知と各支援計画との一体的運用を図りました。 

  ひまわり発達相談センターの発達相談において、電話相談から初回相談まで相当の時間

を要した状況があったことから、ひまわり発達相談センターは就学前の家庭を対象に、総合

教育センターは学齢期の家庭を対象とする業務のすみ分けを行い、改善を図りました。 

○幼稚園・保育所・こども園へ臨床心理士等が訪問し、共に育ち合う教育・保育への助言を

受ける学級運営支援事業を実施しました。 

学校では、特別支援教育コーディネーターが中心となって、全体で専門性の向上が図れる

よう、関係機関や教育委員会が連携を深めてサポートする体制を充実させました。また、通

常学級担任向けの研修を実施し、特別支援教育への理解啓発を図りました。 

    〇国の推奨する５歳児健康診査の実施に向けて、関連する健康福祉部、こども部、教育委員

会による協議を行い、本市の実情にあった実施方法等について検討を進めました。 

 

【今後の課題】 

○ひまわり発達相談センターにおける初回相談までの時間短縮へ向け、引き続き実施体制の

強化に取り組んでいく必要があります。 

○こどもの特性を早期に発見し、特性に合わせた適切な支援を行うとともに、生活習慣等に

関する指導を行う５歳児健康診査の実施に向け、医師の確保に向けた医師会との協議や、

診査後のフォローアップ体制に関する関係機関との協議を進めていく必要があります。 

基本目標３ 地域社会が、子どもや家族・家庭をやさしく見守り支える力を持つ   

（１）放課後の居場所づくり 

 【主な取り組み】 

○放課後等の安全・安心な居場所として、すべての児童を対象とした学習や体験・交流活動

などの機会を提供する放課後子供教室を市立小学校１１校で開設しました。 

○生涯学習複合施設「プラッツ習志野」において、こどもたちの遊び場や学習の場として、こ

どもスペースを開放し、自由に使える空間を提供しました。 

 

【今後の課題】 

○非常にニーズの高い放課後子供教室について、全市立小学校での実施に向け、未設置５

校における実施に係る課題を整理し、引き続き、計画的に設置を推進していく必要がありま

す。また、参加率の低い高学年児童も利用したくなる環境づくりに向け、実施手法を検討す

る必要があります。 

〇放課後等に、こどもたちが自由に利用できる遊び場や学習の場、気軽に行けて安心して過

ごせる場の確保を引き続き図っていく必要があります。 
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１    基本理念 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本計画では、習志野市子ども・子育て支援事業計画より基本理念としてきた「こどもの健やかな成

長をみんなのやさしさで支えるまち 習志野」を継承します。 

未来を担うこども・若者は、家庭や地域において人と人とを結ぶかけがえのない存在です。こども・若

者の健やかな成長を支える営みは、こども・若者や家庭、地域の人々などがともに関わり、ともに育ち合

い、ともに支え合うことで実現できるものです。それがやさしさにあふれるまちづくりとなり、市民一人ひ

とりの幸せにつながるものと考えます。 

本市は、こども基本法の理念にのっとり、すべてのこども・若者が健やかに成長し、身体的・精神的・

社会的に幸福な生活を送ることができる社会を実現するために、地域、行政、企業、団体など多様な主

体が子育ち・子育て支援の担い手となり、その目的を共有して、喜びや生きがいを共感することができ

るよう努めます。 

また、こども・若者が安心して育まれ、権利や個性を尊重されながら、自分の未来を見つめてたくまし

く生きていける力を持つことができるために、「みんなのやさしさでこども・若者やその家庭を支えるま

ち」づくりに、すべての主体と連携、協力して取り組んでまいります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

こども・若者の健やかな成長を 

みんなのやさしさで支えるまち 習志野 
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２    基本視点・基本目標 

 

基本理念に沿った施策を推進するため、３つの基本視点及び基本目標を設定し、各施策

に取り組んでいきます。 

 

【基本視点・目標】 

自律力  こども・若者が、権利や個性を尊重されながら、未来を見つめ 

       たくましく生きるまち 
 

こども・若者は、未来を担う輝かしい光です。社会を構成するすべての人には、一人ひとりのこども・若

者が、愛され、個性ある存在として認められ、自己肯定感を持って育まれる社会を築いていく役目があ

ります。また、こども・若者を権利の主体として、その多様な人格・個性及び意見を尊重し、最善の利益

を図らなければなりません。 

その上で、一人ひとりのこども・若者が、生涯をたくましく生きるためには、自身の力で物事を行う

「自立力」に加え、自分や周りをコントロールし、自分を律する「自律力」が必要です。 

この二つの力は、こども・若者自身が、人と人とのやさしさのつながりの中で、命の大切さを知り、他

者を思いやる心を持ち、互いに人格と個性を尊重し合いながら、ありのままの自分を大切にすることで

育まれるものであり、自分の未来を信じ、たくましく生き抜く原動力になります。 

そこで、本計画では、こども・若者が権利や個性を尊重されながら、自分の未来を見つめて、たくまし

く生きていく力＝「自律力」を育むという視点をもって施策を展開します。 
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家庭力  家庭が、喜びや生きがいを感じながら子育てできるまち 

 

家庭には子育てについての第一義的な責任があります。 

こどもが初めて出会う一番小さな社会である家庭には、ひとり立ちするために、病気や事故などか

ら養護する機能や、言葉や知識・技能などを伝達する機能があり、これらの機能は、子育ての中で、家

庭から子へ引き継がれ、地域社会の中で支えられてきたものです。 

しかし、現状は、核家族化や地域社会の希薄化により、子育て家庭の孤立を生み、子育てに対する

負担感や不安感から、ネグレクトを含むこどもへの虐待など、命にかかわる重大な状況もみうけられま

す。 

子育ては本来、こどもの存在に感謝し、日々成長する姿に感動し、家庭もともに成長することができ

る尊い営みです。この営みに喜びや生きがいを感じながら、それぞれの家庭がその家庭にあった子育

てができるよう、妊娠期から出産、子育て期において切れ目のない支援を行うことが重要です。 

そこで、本計画では、家庭が喜びや生きがいを感じながら、子育てできる力＝「家庭力」を育むとい

う視点をもって施策を展開します。 

 

地域力  地域社会が、こども・若者や家庭をやさしく見守り支えるまち 

 

地域等がこども・若者や家庭をやさしく見守り、支える環境づくりは、こども・若者の自己肯定感を育

むとともに、子育て家庭の子育てに対する不安や負担感、孤立感を和らげることにつながります。 

本市で行っているファミリー・サポート・センターの市民による相互援助活動のほか、子育て支援や

こどもの居場所づくりを行っている団体等のあたたかい見守り等の支援の輪が広がることにより、こど

も・若者、家庭が地域に見守られ安心して生活することが可能となります。 

こうした人と人とのやさしさのつながりが、すべての人々の元気の源となり、地域全体の活性化につ

ながると考えます。 

そこで、本計画では、地域社会がこども・若者や家庭をやさしく見守り、支える力＝「地域力」を育む

という視点をもって施策を展開します。 
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３    施策体系 

 

基本理念 こども・若者の健やかな成長をみんなのやさしさで支えるまち 習志野 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

基本方針 基本施策 

1-１こども・若者が自分を大切にして生きら

れる環境の充実 

①こども・若者の権利擁護の推進【重点施策】 

②こども・若者の自立に向けた支援の充実 

③こども・若者にやさしい都市環境の充実 

④多様性を認め合うまちづくりの充実 

1-２こどもが健やかでたくましく成長できる

教育・保育環境の充実 

①教育・保育の環境整備の推進【重点施策】 

②教育・保育活動などの充実 

基本方針 基本施策 

2-1安心して妊娠・出産・育児ができる切

れ目ない支援の充実 

①こどもと親の健康支援の推進【重点施策】 

②子育て家庭に対する相談支援の充実 

③特別な配慮が必要なこどもに対する支援の充実 

④子育てに希望を持てる支援の充実 

2-2すべての家庭が安心して子育てがで

きる環境の充実 

①多様なニーズに応える保育サービスの推進【重点施策】 

②子育て家庭の経済的支援の充実 

③家庭教育の支援の充実 

基本方針 基本施策 

3-1地域における子育ち・子育て支援拠点

の充実 

①地域におけるこども・若者の居場所づくりの推進【重点施策】 

②地域における子育て家庭の拠点づくりの充実 

３-2地域における多様なネットワークの活

用と充実 

①世代間交流の充実 

②地域の人材を活かす活動の充実 

③地域・企業における次世代支援の充実 

自律力 

基本視点 

２ 家庭が、喜びや生きがいを感じながら子育てできるまち 

３ 地域社会が、こども・若者や家庭をやさしく見守り支えるまち 

基本目標 

１ こども・若者が、権利や個性を尊重されながら、未来を見つめたくましく生きるまち 

家庭力 

地域力 
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４    重点施策・評価指標 

 

前計画の振り返りによる今後の課題や、本計画の策定にあたり実施したニーズ調査等を踏

まえ、本計画では、基本施策の中から重点施策を設定して取り組みを進めます。 

また、計画内容を実施したことによる成果や、実施状況の把握・点検を行うため、各重点施

策に成果目標と、それを実現するための取り組み目標を定めます。 

 

 

≪自律力≫ 基本目標１ 

【こども・若者が、権利や個性を尊重されながら、未来を見つめたくましく生きるまち】 

 

 

【１－１ こども・若者が自分を大切にして生きられる環境の充実】 

 ①こども・若者の権利擁護の推進 

 

こども・若者がその権利を擁護され、様々な環境のもと自己肯定感を持って、健やかに成長していけ

るよう、主に次の取り組みを実施します。 

 

●いじめの未然防止、解消に向けた取り組みを推進します。具体的には、生徒指導体制の充実を図り

いじめの未然防止を図るほか、メール相談やアンケート等により、相談しやすい環境づくりや早期発

見・早期対応に努めます。 

●虐待等の予防、早期発見と対策を図るため、「こども家庭センター」において、母子保健機能と児童

福祉機能の一体的な支援を実施します。「こども家庭センター」では、支援が必要なこどもとその家

庭に応じたサポートプランを作成し、関係機関と連携しながら、継続的な支援を行います。 

●ヤングケアラーがいる家庭を早期に把握し、必要とする支援につなげることができるよう、継続的な

広報・啓発活動を行い、ヤングケアラーへの認知度向上に努めます。また、対象世帯には、必要に応

じて家庭を訪問し、家事・育児等の支援を行うことで福祉サービス等につなげ、不安や負担を軽減

します。 
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○評価指標 

（１）成果目標 

項目 現状値 目標値 

自分にはよいところがあると思うこどもの割合 
（小学校下学年） 

65.5% 
（令和５年度） 

向上 
（令和 10年度） 

自分にはよいところがあると思うこどもの割合 
（小学校上学年～中学生） 

78.9% 
（令和５年度） 

自分にはよいところがあると思う若者の割合 
（高校生相当～２９歳） 

83.0% 
（令和５年度） 

ふだんほっとできる場所に「自分の家（自分の部屋以
外）」と回答するこどもの割合（小学校下学年） 

67.1% 
（令和５年度） 

 

 

（２）取り組み目標 

項目 現状値 目標値 

いじめのアンケート実施人数に占めるいじめ未解決人数
の割合 

0.5% 
（令和５年度） 

0% 
（令和 10年度） 

こども家庭センターサポートプラン作成件数  
80件 

（令和 10年度） 

ヤングケアラーの認知度（小学校上学年～中学生） 
35.2% 

（令和５年度） 
60.0% 

（令和 10年度） 

ヤングケアラーの認知度（高校生相当～29歳） 
65.0% 

（令和５年度） 
85.0% 

（令和 10年度） 
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【１－２ こどもが健やかでたくましく成長できる教育・保育環境の充実】 

 ①教育・保育の環境整備の推進 

 

保育所等や放課後児童会の利用を希望する家庭が増加する中、保護者が安心して子育てができ

るよう、また、学校等においてこどもたちが安心して楽しく過ごせるよう、主に次の取り組みを実施しま

す。 

 

●保育施設の整備により待機児童を解消し、今後の開発に伴う保育需要の増加に対しては、周辺の

既存施設の活用を図りつつ、適切な施設整備を行います。また、働きやすい環境の整備等により保

育人材を確保し、こどもを安心して育てることができる環境整備を図ります。 

 

○保育施設の整備予定 

施設名 開設予定 予定定員 

藤崎こども園（藤崎幼稚園を再編） 令和７年４月 142人 

藤崎みつぼし保育園（藤崎保育所を私立化） 令和７年４月 132人 

民間認可保育所（開発事業に対応） 令和 11年４月 132人 

小規模保育事業所（開発事業に対応） 令和 11年４月 19人 

小規模保育事業所（開発事業に対応） 令和 11年４月 19人 

 

●放課後児童会への小学校４年生以上の入会希望の増加等に対応するため、小学校の余裕教室の

活用等、引き続き必要な環境整備を進め、待機児童ゼロを維持します。また、放課後児童支援員等

の確保と、安定的な運営を図るため、計画的に業務委託を実施します。 

 

○放課後児童会の整備予定 

児童会名 整備予定 予定定員 

大久保東第一児童会（仮移転） 令和７年 11月 40人 

大久保東第二児童会 令和７年 11月 40人 

大久保東第二児童会（プレイルームの整備） 令和７年 11月 40人 

向山第一児童会（プレイルームの整備） 令和８年２月 45人 

つだぬま第四児童会 令和９年４月 45人 

大久保東第一児童会（移転） 令和 10年８月 60人 

大久保東第二児童会（移転） 令和 10年８月 60人 
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○放課後児童会の業務委託の実施予定 

児童会名 種別 予定年度 

つだぬま第一・第二・第三児童会 更新 令和７年度 

東習志野第一・第二・第三児童会 更新 令和８年度 

秋津児童会 更新 令和８年度 

実籾児童会 新規 令和８年度 

袖ケ浦東児童会 更新 令和９年度 

袖ケ浦西児童会 更新 令和９年度 

谷津第一・第二・第三・第四・第五・第六児童会 新規 令和９年度 

屋敷第一・第二・第三児童会 更新 令和 10年度 

向山第一・第二児童会 更新 令和 10年度 

実花第一・第二児童会 新規 令和 10年度 

香澄児童会 新規 令和 10年度 

鷺沼第一・第二・第三児童会 更新 令和 11年度 

藤崎第一・第二児童会 更新 令和 11年度 

大久保東第一・第二児童会 更新 令和 11年度 

※令和 12年度に新規で大久保第一・第二・第三・第四児童会及び谷津南第一・第二・第三・第四児童

会を民間委託する予定です。 

 

●学校施設の大規模改修、長寿命化、改築を計画的に実施し、安全で潤いのある教育環境の整備を

図ります。また、こども達の切実なニーズに応えるため、学校体育館等への空調設置を行い、快適な

学校生活を過ごす支援を行います。 
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○評価指標 

（１）成果目標 

項目 現状値 目標値 

本市が特に取り組むべき子育て支援策として「乳幼児の
教育・保育施設の充実」と回答する未就学保護者の割
合 

20.7% 
（令和 5年度） 

減少 
（令和 10年度） 

放課後児童会が安心して楽しく過ごせると感じるこども
の割合 

97.0% 
（令和 5年度） 

向上 
（令和 10年度） 

学校にいる時間が楽しいと回答するこどもの割合（小学
校下学年） 

87.8% 
（令和 5年度） 

向上 
（令和 10年度） 

 

 

（２）取り組み目標 

項目 現状値 目標値 

待機児童数（保育所等） 
2人 

（令和 6年 4月） 
0人 

(令和 11年 4月) 

待機児童数（放課後児童会） 
0人 

（令和 6年 5月） 
0人 

(令和 11年 5月) 

市立小・中・高等学校体育館空調設置率 
０％ 

（令和 5年度） 
100% 

（令和８年度） 
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≪家庭力≫ 基本目標２ 

【２ 家庭が、喜びや生きがいを感じながら子育てできるまち】 

 

 

【２－１ 安心して妊娠・出産・育児ができる切れ目ない支援の充実】 

 ①こどもと親の健康支援の推進 

 

妊娠から子育てまで、切れ目なく寄り添った支援を行うことで、妊娠・出産・育児についての不安を

軽減、こどもと親の健康の保持増進が図られるよう、また、こどもの成長・発達に不安のある家庭も安

心して子育てができるよう、主に次の取り組みを実施します。 

 

●妊娠届出時の面接、妊娠８か月の相談支援、こんにちは赤ちゃん（乳児家庭全戸訪問）事業、産後

ケア事業、健康相談等を通して、身近に相談できる機会を提供し、妊娠中から就学までの切れ目な

い母子健康支援（妊婦等包括相談支援事業）を行います。 

●妊婦健診等により安全で安心な出産を支援するとともに、乳幼児期の健康診査では、こどもの発

育・発達状況を確認して、課題や不安の早期発見と、それに対する相談支援を行います。また、５歳

児健診を新たに実施し、就学を見据えたこどもの特性の把握と、生活習慣に関する指導を通して、

適切な相談支援につなげます。 

●成長・発達に不安があるこどもとその家庭に対しては、気持ちに寄り添い、不安軽減につながる相

談支援を行うとともに、必要に応じて、こどもの配慮すべき点を把握して適切な支援を行うための個

別支援計画を作成し、乳幼児期から学齢期に向けて一貫した継続的なサポートを実施します。 
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○評価指標 

（１）成果目標 

項目 現状値 目標値 

実際に予定するこどもの数が、理想とするこどもの数より
少ない理由に、「妊娠・出産が精神的・肉体的に大変だ
から」と回答する未就学保護者の割合 

41.9% 
（令和５年度） 

減少 
（令和 10年度） 

健康状態がよいと回答するこどもの割合 
（小学校上学年～中学生） 

60.2% 
（令和５年度） 

向上 
（令和 10年度） 

子育てに関して相談先がないと回答する未就学保護者
の割合 

3.9% 
（令和５年度） 

減少 
（令和 10年度） 

 

 

（２）取り組み目標 

項目 現状値 目標値 

こんにちは赤ちゃん（乳児家庭全戸訪問）事業実施率 
97.9% 

（令和５年度） 
100% 

（令和 10年度） 

産後ケア事業延べ利用日数 
140日 

（令和５年度） 
409日 

（令和 10年度） 

１歳６か月児、３歳児及び 5歳児健康診査 
事後相談延べ利用件数 

157件 
（令和５年度） 

184件 
（令和 10年度） 

ひまわり発達相談センター 
乳幼児個別支援計画作成件数 

206件 
（令和５年度） 

220件 
（令和 10年度） 
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【２－２ すべての家庭が安心して子育てができる環境の充実】 

 ①多様なニーズに応える保育サービスの推進 

 

様々な環境やライフスタイルに応じた保育サービスを提供することで、子育てに対する多様なニーズ

に応え、安心して子育てができるよう、主に次の取り組みを実施します。 

 

●生後６カ月から満３歳未満のこどもが、月一定時間までの利用可能枠の中で、保護者の就労要件

を問わず柔軟に利用できる「こども誰でも通園制度」を開始し、育児負担等の軽減と、すべてのこど

もが多様な人・環境と関わる機会等を提供します。 

●一時保育の利用枠を拡大するとともに、市立施設での利用において令和６年度から開始した

LINE予約を推進することで利用者の利便性を向上し、使いやすい保育サービスを提供します。 

●援助を受けることを希望する親と、援助することを希望する会員との相互援助活動であるファミリ

ー・サポート・センター事業の実施により、各保育サービスの隙間にあるニーズへの対応を図ります。

育児・家事支援、ショートステイ、一時預かりといった多様なメニューの提供に加え、提供会員の確

保や手続きの改善にも取り組み、使いやすさの向上を図ります。 

 

○評価指標 

（１）成果目標 

項目 現状値 目標値 

特に取り組むべき子育て支援策として「保育メニューの
充実」と回答する未就学保護者の割合 

13.9% 
（令和 5年度） 

減少 
（令和 10年度） 

一時保育利用者の満足度 
（市立施設） 

58.0% 
（令和 5年度） 

70％ 
（令和 10年度） 

ファミリー・サポート・センター活動件数 
2,919件 

（令和 5年度） 
3,000件 

（令和 10年度） 

 

 

（２）取り組み目標 

項目 現状値 目標値 

「こども誰でも通園制度」利用定員数  
６９人 

(令和 11年度) 

一時保育利用数に占める LINE予約の割合 
（市立施設） 

 
80％ 

(令和 1０年度) 

ファミリー・サポート・センター会員数 
2,657人 

（令和 5年度） 
2,700人 

（令和１０年度） 
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≪地域力≫ 基本目標３ 

【地域社会が、こども・若者や家庭をやさしく見守り支えるまち】 

 

 

【３－１ 地域における子育ち・子育て支援拠点の充実】 

 ①地域におけるこども・若者の居場所づくりの推進 

 

こども・若者が、放課後等に自由に気軽に行くことができ、安全で安心して過ごせる様々な居場所

を確保することで、こども・若者が学びや体験活動に接する機会を増やし、幸せな状態（ウェルビーイ

ング）で成長することができるよう、主に次の取り組みを実施します。 

 

●放課後などにすべての児童を対象として学習や体験・交流活動などの機会を提供する放課後子供

教室について、未設置校へ計画的に設置を推進し、すべての市立小学校で実施します。また、全校

において放課後児童会との校内交流型で実施するとともに、参加率の低い高学年向けのプログラ

ムの実施や、遊具・書籍の充実など、成長段階に応じた運営を行い、幅広い児童から選択される居

場所となるよう事業を実施します。 

 

○放課後子供教室の新規開設予定 

小学校名 開設年度 委託方法 

津田沼小学校 令和７年度 放課後児童会と同一事業者 

大久保小学校 令和７年度 単独 

谷津南小学校 令和７年度 単独 

実籾小学校 令和８年度 放課後児童会と同一事業者 

谷津小学校 令和９年度 放課後児童会と同一事業者 

 

●他の公共施設においても、こども・若者の居場所となりうるスペースの充実を図り、遊び場や学習の

場などを提供していきます。 

●経済的に困難な家庭等への食事の支援のみならず、こどもの居場所としての役割も果たす子ども

食堂について、活動のさらなる活性化に向けた連携や、運営する団体への運営支援を行い、地域の

力によるこどもの居場所づくりを推進します。 
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○評価指標 

（１）成果目標 

項目 現状値 目標値 

最近の生活に満足しているこどもの割合 
（小学校下学年） 

66.6% 
（令和５年度） 向上 

（令和 10年度） 最近の生活に満足しているこどもの割合 
（小学校上学年～中学生） 

63.9% 
（令和５年度） 

特に取り組むべき子育て支援策として「放課後の居場所
の充実」と回答する就学保護者の割合 

25.5% 
（令和５年度） 

減少 
（令和 10年度） 

 

 

（２）取り組み目標 

項目 現状値 目標値 

放課後子供教室開設校数 
11校 

（令和６年５月） 
16校 

(令和９年５月) 

放課後子供教室高学年（5～6年生）登録率 
23.9％ 

（令和６年５月） 
28.5％ 

(令和 11年５月) 

子ども食堂実施箇所数 
９か所 

（令和６年４月） 
11か所 

（令和 11年４月） 
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５    計画の推進体制 
 

計画の推進にあたっては、主体となるこども・若者、子育て家庭とそれを取り巻く、地域、行政、

企業、団体など多様な主体が相互に連携し、目標に向けてそれぞれが積極的、効果的に取り

組んでいくことが必要です。 

 

（１）計画の周知 

市民のこども・若者、子育て家庭の支援に対する意識の高揚を図るため、計画の趣旨や基

本理念、目標、具体的な取り組み等について、市ホームページの他、様々な手法により周知し、

市民の取り組みへつなげます。 

 

（２）計画推進体制と進捗・管理 

本計画の推進にあたっては、こども部が所管となり、全庁的な体制のもとに、各年度におい

てその実施状況を把握・点検しながら、計画内容を着実に実施していきます。 

計画の進捗の管理及び実施状況の点検評価については、習志野市子ども・子育て会議が

中心となり、年度ごとに施策・事業の実施状況を把握し点検するとともに、事業評価・計画見

直し等を行い、継続的な取り組みを推進します。 

計画の進捗及び実施状況の結果については、市ホームページ等により広く住民に周知を

図ります。 

住民満足の向上のため、「計画⇒実施⇒検証評価⇒改善（Plan・Do・Check・Action）」

のすべての段階に市民が参加し、市民とともに継続的に、柔軟に計画を実施していくことで、

住民満足度の向上を図ります。 

 

■計画（Ｐlan） 

 事業内容、数値目標、見込量等を定める 

 

■実行（Do） 

 計画の内容を踏まえ、事業を実施する 

 

■評価（Check） 

 実施した結果を評価し、分析を行う 

 

■改善（Act） 

 評価結果を踏まえ、必要に応じて計画や 

 事業の改善・見直し等を実施する 

  

PDCA
サイクル
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（３）ＳＤＧs（持続可能な開発目標）の達成に向けた計画の推進 

持続可能な開発目標（SDGs：Sustainable Development Goals）とは、平成 27年

（2015）年９月に国連サミットにおいて、全会一致で採択された「持続可能な開発のための

2030アジェンダ」に記載された、先進国を含む国際社会全体の開発目標です。 

「誰一人取り残されない」持続可能で多様性と包摂性のある社会の実現のため、令和 12

（2030）年を期限とする 17の目標と 169のターゲットが掲げられています。 

本計画におけるすべての施策が、SDGsに関連する取り組みであることを意識した上で、そ

れぞれの施策に取り組んでいきます。 
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■基本方針と SDGs との関係 

 

基本方針 SDGs 

1-1 

こども・若者が自分を大切にして生

きられる環境の充実 

 

 

 

 

 

 

 

１－２ 

こどもが健やかでたくましく成長で

きる教育・保育環境の充実 

 

 

 

 

２－１ 

安心して妊娠・出産・育児ができる

切れ目ない支援の充実 

 

 

 

 

２－２ 

すべての家庭が安心して子育てが

できる環境の充実 

 

 

 

 

３－１ 

地域における子育ち・子育て支援

拠点の充実 

 

  

 

 

３－２ 

地域における多様なネットワークの

活用と充実 
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１－１　こども・若者が自分を大切にして生きられる環境の充実 １－２　こどもが健やかでたくましく成長できる教育・保育環境の充実

①こども・若者の権利擁護の推進 ①教育・保育の環境整備の推進

1　こども・若者の市政参画促進 46　こども園整備と既存市立幼稚園・保育所の再編

2　人権に関する啓発・相談 47　教育・保育施設、小規模保育事業所の充実

3　人権教育の充実 48　教育・保育施設補修整備の推進

4　いじめの未然防止、解消に向けた取り組みの推進 49　保育者の配置充実

5　デートDVに関する啓発の実施 50　保育人材の確保と働きやすい環境の整備

6　こども家庭センター業務の推進 51　放課後児童会の運営

7　ならしのこどもを守る地域ネットワーク業務の推進 52　小中学校施設の整備

8　養育支援家庭訪問の実施 ②教育・保育活動などの充実

9　児童育成支援拠点事業（こどもの居場所事業）の実施 53　「食育」の推進

10　ヤングケアラーへの支援 54　自然体験活動・宿泊学習の推進

11　子どもの学習・生活支援事業の実施 55　学校健康教育の推進

②こども・若者の自立に向けた支援の充実 56　ＩＣＴ教育の充実

12　学びの多様化学校の設置 57　外国語・国際教育の充実

13　教育相談活動の充実 58　環境教育の推進

14　フレンドあいあい（適応指導教室）の充実 59　個に応じた多様な指導の充実

15　ひきこもり支援ステーション事業 60　子どもの読書活動の推進

16　インターネットリテラシー教育の充実 61　スポーツ教室の開催

17　選挙学習(出前授業) 62　科学教育の振興

18　キャリア教育の推進（小学生・中学生・高校生） 63　乳幼児教育の向上（保育一元カリキュラム）

19　若者の就労・雇用機会の拡大 64　幼児教育から小学校教育への滑らかな接続の推進

20　創業しやすい環境の整備 65　開かれた学校づくりの推進

21　消費者トラブル防止に向けた情報提供・啓発および消費生活相談の実施

22　若者向けの情報発信

③こども・若者にやさしい都市環境の充実

23　公共交通施策の推進による外出利便性の確保

24　駅、公共施設、道路などのバリアフリー化

25　様々な利用に向けた公園施設の整備

26　地域住民参加型の公園維持管理

27　スポーツ施設の整備（改修）

28　通学路等の街灯（防犯灯）整備

29　安全で安心なまちづくり基本計画などに基づく施策の実施

30　交通安全対策の推進

31　ケータイ緊急情報サービスの拡大

32　自主防災組織の拡充および強化

33　防災力の向上

34　応急手当普及啓発活動の推進

35　青少年防犯ボランティア「キラット・ジュニア防犯隊」の育成

36　こども向け防犯教育の徹底

37　学校安全の充実

38　子ども110番の家の推進

39　学校・警察連絡制度の充実

40　子育て応援ステーション事業の充実

④多様性を認め合うまちづくりの充実

41　男女共同参画を推進する意識づくり

42　「生命と性」への理解の向上

43　福祉教育の推進

44　国際交流推進事業

45　伝統文化等に触れ合う機会の提供

【基本目標１】　こども・若者が、権利や個性を尊重されながら、未来を見つめたくましく生きるまち

【基本視点】　自律力
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２－１　安心して妊娠・出産・育児ができる切れ目ない支援の充実 ２－２　すべての家庭が安心して子育てができる環境の充実

①こどもと親の健康支援の推進 ①多様なニーズに応える保育サービスの推進

66　妊娠届出から始まる切れ目ない支援の充実 98　こども誰でも通園制度の実施

　　　　（母子健康手帳の交付・こんにちは赤ちゃん事業・産後ケア事業） 99　保育サービスの充実

67　乳幼児に対する健康相談・健康教育の充実 100　延長保育・一時預かり・休日保育の充実

68　健康診査の充実（妊婦健診・乳幼児健診） 101　子育て短期支援事業（ショートステイ）の実施

69　予防接種の充実 102　病児・病後児保育の充実

70　多胎児支援の充実 103　ファミリー・サポート・センターの充実

71　未熟児養育医療費の給付および低体重児出生届の受理による保健指導の充実 104　公民館の託児付き成人講座の実施

72　発育・発達に課題がある児の早期発見・早期支援 ②子育て家庭の経済的支援の充実

73　小児救急医療体制の整備、充実 105　妊婦のための支援給付

74　歯と口腔の健康づくりの推進 106　児童手当の支給

75　健康的な食習慣の確立と食育の推進 107　子どもの医療費などの助成

76　男女共同参画の子育て意識啓発 108　利用者負担額（保育料）軽減対象範囲の見直し

77　中学校区地域保健連絡会の推進 109　実費徴収に係る補足給付を行う事業

②子育て家庭に対する相談支援の充実 110　子育てのための施設など利用給付の円滑な実施

78　家庭児童相談の充実 111　多様な集団活動利用支援事業

79　子育て支援コンシェルジュの充実 112　就学援助費・育英資金の支給

80　ひとり親家庭自立支援員による相談の実施 113　入学資金の給付

③特別な配慮が必要なこどもに対する支援の充実 114　小中学校教育費の負担軽減

81　特別児童扶養手当などの支給 115　学校給食費の負担軽減

82　補装具・日常生活用具の給付 116　こどもの受験料・模擬試験料補助（こどもの生活・学習支援）事業

83　重度心身障害児医療費の助成 117　ひとり親の養育費確保支援

84　福祉タクシー運賃の助成 118　児童扶養手当の支給

85　難病患者見舞金事業 119　ひとり親家庭などへの医療費などの助成

86　特別支援教育就学奨励費の補助 120　ひとり親家庭への各種利用料などの軽減

87　個別の状況に応じた継続的な発達支援の充実 121　ひとり親家庭への就労支援

88　発達支援施策の充実 ③家庭教育の支援の充実

89　療育と家庭支援、相談支援の充実 122　ブックスタート事業の充実

90　障害福祉サービス、地域生活支援事業の利用促進 123　育児講座などの充実

91　障がい児通所支援の利用促進 124　幼児家庭教育学級の充実

92　共に育ち合う保育の充実 125　ＰＴＡ家庭教育学級の充実

93　相談支援事業の充実

④子育てに希望を持てる支援の充実

94　結婚・婚活支援事業

95　子育て世帯等の居住促進

96　子育て情報の提供

97　認可保育施設の利用に係る条件等の見直し

【基本視点】　家庭力

【基本目標２】　家庭が、喜びや生きがいを感じながら子育てできるまち
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３－１　地域における子育ち・子育て支援拠点の充実 ３－２　地域における多様なネットワークの活用と充実

①地域におけるこども・若者の居場所づくりの推進 ①世代間交流の充実

126　放課後子供教室の実施 137　余裕教室の有効活用

127　子どもの部屋（放課後対応事業）の実施 138　地域学校協働活動の推進

128　こどもスペースの開放とプレーパーク等の実施 139　地域参加型学校行事の推進

129　多様な放課後の居場所の充実 140　中学生と幼稚園児・保育所児・こども園児の交流の充実

130　こども・若者スペースの設置 ②地域の人材を活かす活動の充実

131　学校体育施設の開放 141　青少年健全育成の推進

132　子ども食堂の運営支援 142　地域の人材の活用

133　子ども講座の充実 143　子育て支援団体との連携

②地域における子育て家庭の拠点づくりの充実 ③地域・企業における次世代支援の充実

134　地域子育て支援拠点事業（こどもセンター等）の充実 144　トップチームやアスリートとの地域交流事業の推進

135　保育所・こども園における地域開放活動の充実 145　NPO法人や育児サークル等への支援

136　幼稚園・こども園における子育てふれあい広場の充実 146　プラッツ習志野フューチャーセンターにおける若者活躍支援

147　安心して働ける環境づくり

148　家庭生活と社会生活の両立

149　企業における男女共同参画の啓発

【基本視点】　地域力

【基本目標３】　地域社会が、こども・若者や家庭をやさしく見守り支えるまち
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１    

 

（１－１）こども・若者が自分を大切にして生きられる環境の充実 

 

 

＜①こども・若者の権利擁護の推進＞ 

事業名 事業の概要 担当課 

1 こども・若者の市政参

画促進 

◆こども・若者に関連する計画等の施策策定過程

において、その意見を反映させるための取り組み

を推進します。 

こども政策課 

2 人権に関する啓発・

相談 

◆人権尊重の重要性、必要性についての理解を深

め、思いやりの心を身に付けることを目的に人権

擁護委員が行う人権教室や人権標語コンテスト

など、人権擁護委員の人権啓発活動をサポート

します。 

◆差別や虐待など、様々な人権問題についての相

談機関を周知します。 

多様性社会推進課 

3 人権教育の充実 ◆千葉県教育委員会からの資料「大切な自分 大

切なあなた」を学校に周知し、自分の人権を守

り、他者の人権を守ろうとする意識・意欲・態度を

育んでいきます。また、教職員の人権意識や指導

力の向上に向けて、千葉県教育委員会研修事

業等を活用し、推進役となるリーダー層の育成を

図るとともに、校内研修への支援を進めます。 

◆学校図書館などを活用した人権教育コーナーの

設置やポスターの掲示等、啓発環境の充実を図

ります。いじめのない学校に向けて、道徳教育や

福祉教育とも関連させて、児童生徒が自ら人権

や多様性について考えるなど学びの場を設け、

よりよく社会とかかわる資質の能力や実行力を

養います。 

◆「いのちの教育」を通して、SOSの出し方等教育

の推進を図ります。 

指導課 

保健体育安全課 

 

  

こども・若者が、権利や個性を尊重されながら、 
未来を見つめたくましく生きるまち 
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事業名 事業の概要 担当課 

4 いじめの未然防止、

解消に向けた取り組

みの推進 

◆生徒指導の方針や重点目標及び生活行動等の

基準を明確にするなどして作成した年間生徒指

導計画に基づき、教師間の共通認識を深め、具

体的な指導がなされるよう生徒指導体制の充実

を図ります。また、生徒指導に関する校内研修の

充実を図り、教師の指導力向上に努めます。 

◆年間 3回のいじめアンケートを実施し、いじめを

早期発見するとともに、校内いじめ対策委員会

において組織的に早期対応することを徹底しま

す。 

◆児童生徒、保護者、教職員等がいじめに関して

安心して相談できるよう、各学校と総合教育セン

ターが連携し、いじめの早期発見、早期対応が

できる、充実した相談体制をつくります。メール相

談では、タブレット端末を用いた匿名メール相談

WEBアプリによる相談を行い、より相談しやす

い環境づくりを進めます。 

指導課 

総合教育センター 

5 デート DVに関する啓

発の実施 

◆デートＤＶに関する正しい知識を習得し、被害者

にも加害者にもならずに、パートナーと対等な関

係を築けるようデートＤＶに関する広報、啓発を

行います。 

多様性社会推進課 

6 こども家庭センター業

務の推進 

◆母子保健機能と児童福祉機能の一体的な支援

のための会議を得て、虐待の予防、早期発見と

対策、防止を図ります。 

◆健康相談や健康診査、訪問指導などの機会に

児童虐待の予防及び早期発見に努め、関係機

関と連携しながら継続的な支援を行います。 

◆こどもとの関わり方や子育てに悩みや不安を抱

えた保護者に対しペアレントトレーニングを実施

し、健全な親子関係形成への支援を行います。 

子育て支援課 

健康支援課 
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事業名 事業の概要 担当課 

7 ならしのこどもを守る

地域ネットワーク業務

の推進 

◆ならしのこどもを守る地域ネットワークの調整機

関として、代表者会議、実務者会議、個別支援会

議を開催し、関係機関との連携に努めるととも

に、研修などを開催し、ネットワークの充実を図り

ます。 

◆児童相談所や関係機関との連携に努め、児童の

虐待防止対策に努めます。 

◆民生委員・児童委員、主任児童委員、母子保健

推進員による予防・防止活動も実施します。 

◆こどもへの心理的虐待に当たる DVについて、

関係機関と連携し、支援に努めます。 

子育て支援課 

健康支援課 

こども保育課 

指導課 

青少年センター 

児童育成課 

幼稚園・保育所・こども園 

多様性社会推進課 

小学校・中学校 

総合教育センター 

障がい福祉課 

8 養育支援家庭訪問の

実施 

◆育児支援が必要な家庭に対し相談員や保健師

などが、子育て支援サービスや情報の提供を行

うとともに、子育てに関して専門的な指導及び支

援を家庭訪問により実施します。 

子育て支援課 

健康支援課 

9 児童育成支援拠点事

業（こどもの居場所事

業）の実施 

◆養育環境等に関する課題を抱える学童期の児

童に対して、安全・安心な居場所を提供し、食事

の提供や学習のサポート、必要に応じた相談支

援を実施します。 

子育て支援課 

10 ヤングケアラーへの

支援 

◆広報・啓発活動により関係機関と連携してヤン

グケアラーの把握を促進するとともに、その家庭

を訪問して家事・育児等の支援を行う子育て世

帯訪問支援事業を実施して福祉サービス等につ

なげ、対象世帯の不安や負担を軽減します。 

子育て支援課 

11 子どもの学習・生活

支援事業の実施 

◆生活保護世帯や生活困窮世帯の中学生を対象

に学習支援を行い、高校進学率の向上を図ると

ともに、高校生にも選任の講師を配置し、高校進

学後も継続した支援を行います。また、学習支援

のみならず生活習慣・育成環境の改善に関する

支援も強化します。 

◆高校中退防止のため、中学校在学時に学習支

援事業を利用していた高校生世代の生徒に対

し、家庭や学校以外の居場所対策として教室を

開放し学習の支援をします。また、就労体験や進

路選択に関する相談対応や支援を行います。 

生活相談課 
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＜②こども・若者の自立に向けた支援の充実＞ 

事業名 事業の概要 担当課 

12 学びの多様化学校

の設置 

◆不登校の要因は今後ますます複雑化することが

予想されるため、今後も個々の実態に応じた支

援を行うことができるよう、学びの多様化学校を

設置し、支援の充実を図ります。 

指導課 

13 教育相談活動の充

実 

◆小学校・中学校に児童・生徒教育相談員、スクー

ルカウンセラーを配置し、学校における教育相談

活動の充実と、いじめ・不登校などの未然防止と

解消に向けて連携を図ります。 

◆電話、来所及び訪問などの手法により、教育相

談の充実を図ります。 

◆教職員の児童生徒や保護者へのきめ細やかな

支援につながるよう、各校に配置されたスクール

カウンセラー等による校内研修の充実を図りま

す。 

指導課 

総合教育センター 

14 フレンドあいあい

（適応指導教室）の

充実 

◆不登校児童・生徒が安心して過ごせる居場所を

提供するとともに、個別・小集団を通しての指導・

支援を行います。また、児童生徒及び保護者の

交流の場（あいあい広場）として、出張支援事業

を展開していきます。 

総合教育センター 

15 ひきこもり支援ステ

ーション事業 

◆ひきこもり当事者や家族からの相談等の支援や

支援機関の情報発信、併せて関係機関とのネッ

トワークづくり、ひきこもり当事者への居場所づく

り、ひきこもりサポーターの派遣を行い、ひきこも

り当事者の社会参加を促進します。 

障がい福祉課 

16 インターネットリテラ

シー教育の充実 

◆インターネットの情報や事象を正しく理解し、それ

を適切に判断、運用できる能力を身に付けるた

めのインターネットリテラシー教育の充実を図り

ます。 

保健体育安全課 

17 選挙学習(出前授

業) 

◆若年層の投票率向上及び政治への参画意識の

醸成を目的として、教育委員会及び各学校と連

携し、中・高・特別支援学校向けに出前授業を実

施します。 

選挙管理委員会事務局 
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事業名 事業の概要 担当課 

18 キャリア教育の推進

（小学生・中学生・高

校生） 

 

◆小学生・中学生を対象にした現在ある職業につ

いての学習や職場体験を充実させます。 

◆高校３年間を見通した組織的な進路指導を充実

させます。 

◆特別活動の学級活動を中核としながら、学校教

育全体を通したキャリア教育を推進します。 

◆国家及び社会の形成者として、主体的に社会参

画しようとする主権者教育を充実させます。 

◆１８歳で選挙権を得ることから、習志野高等学校

において主権者教育を実施し意識の向上を図り

ます。 

指導課 

小学校・中学校 

習志野高等学校 

19 若者の就労・雇用

機会の拡大 

◆ふなばし地域若者サポートステーションや千葉

県ジョブサポートセンターなどの支援機関に加

え、習志野商工会議所や事業者団体、大学など

と連携・協力し、企業説明会や交流会、就職面接

会などを開催することにより、若者の就労・雇用

機会の創出・拡大に取り組みます。 

産業振興課 

20 創業しやすい環境

の整備 

◆習志野商工会議所をはじめ、金融機関、千葉県

信用保証協会などの関係機関と連携しながら、

創業前の相談から資金調達、創業後のフォロー

アップまで、多様なアプローチによって、創業希

望者を支援します。 

◆児童・生徒・学生といった若者層に対する創業機

運を醸成する意識啓発への取り組みを推進しま

す。 

産業振興課 

21 消費者トラブル防止

に向けた情報提供・

啓発及び消費生活

相談の実施 

◆若者の消費者トラブルを未然に防ぐための情報

提供及び啓発を広報紙及び市ホームページ等

で行います。 

◆消費者トラブルに遭った際の相談に応じ、助言を

するほか、必要に応じて消費生活相談員が事業

者とのあっせん交渉を行います。 

市民広聴課 

22 若者向けの情報発

信 

◆市ホームページやＳＮＳなどの情報媒体を活用

し、若者向けに地域の祭りや各種イベント、相談

窓口などの情報を発信します。 

社会教育課 
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＜③こども・若者にやさしい都市環境の充実＞ 

事業名 事業の概要 担当課 

23 公共交通施策の推

進による外出利便性

の確保 

◆身近な公共交通については、安全に外出できる

移動手段となることから、公共交通事業者と連

携し、外出利便性の確保に努めます。 

◆ヘルプマークや障がいのある人に関する標識の

周知・啓発を行います。 

都市政策課 

障がい福祉課 

24 駅、公共施設、道路

などのバリアフリー

化 

◆駅や公共施設における手すりやエレベーターの

設置などの整備・改善について関係機関の協力

を得ながら促進します。 

◆歩道の段差改善などのバリアフリー化を図りま

す。 

都市政策課 

街路建設課 

各施設所管課 

25 様々な利用に向け

た公園施設の整備 

◆こどもや子育て中の方々の多様なニーズに対応

する公園づくりを検討するとともに、市内でボー

ル遊びができる公園などの情報について、市民

に分かりやすい情報発信の充実を図ります。 

◆公園施設は、こどもの視点に立った整備に配慮

します。 

公園緑地課 

26 地域住民参加型の

公園維持管理 

◆公園の清掃、軽微な遊具点検など、地域住民が

参加する公園の維持管理を推進します。 

公園緑地課 

27 スポーツ施設の整

備（改修） 

◆公共建築物再生計画に掲載されている施設の

改修等を検討するとともに、袖ケ浦スポーツゾー

ン構想を含め、官民連携による公共施設再生な

ど、調査研究を行い、適切な改修を行います。 

生涯スポーツ課 

28 通学路等の街灯

（防犯灯）整備 

◆防犯灯を整備することにより、夜道における良好

な視覚環境を確保し、夜道の安全対策を講じま

す。 

防犯安全課 

29 安全で安心なまち

づくり基本計画など

に基づく施策の実施 

◆「基本計画」及び「実施計画」に基づき、防犯啓

発活動、庁内関係機関及び地域などとの連携・

ネットワークの整備、防犯パトロールの強化、こど

もたちの通学時などにおける安全確保、地域防

犯活動への支援などの施策に積極的に取り組

みます。 

防犯安全課 

30 交通安全対策の推

進 

◆こども等が道路を安全に安心して利用できるよ

う歩行空間の整備や交通安全施設の設置等を

推進するとともにそれらの維持・保全を図ります。 

◆歩行者や自転車が安全で安心して共存できる

道路環境を創出するため、自転車通行帯等の整

備を推進します。 

◆こどもたちの命を守り、交通事故の被害を軽減

するため、自転車用ヘルメット着用を促進します。 

◆千葉県の補助金を活用し、自転車用ヘルメット

購入費用の助成制度の導入を検討します。 

道路管理課 

道路整備課 

街路建設課 

防犯安全課 



第４章 基本施策 

- 120 - 

事業名 事業の概要 担当課 

31 ケータイ緊急情報サ

ービスの拡大 

◆防災情報のほか、火災などの消防情報、緊急時

の注意を呼びかける防犯対策情報などを、市民

にとっての重要情報としてメールでお知らせする

とともに、登録者数の拡大を図ります。 

危機管理課 

32 自主防災組織の拡

充及び強化 

◆地域における防災活動の中心となる、自主防災

組織の拡充と強化を図ります。 

危機管理課 

33 防災力の向上 ◆災害からこどもたちを守るため、こどもや保護者

を対象とした防災教育（まちづくり出前講座な

ど）や、防災訓練などを実施し、地域で共にかか

わり共に支え合えるつながりを築きながら防災

力の向上を図ります。  

危機管理課 

保健体育安全課 

34 応急手当普及啓発

活動の推進 

◆救急救命率の向上を図るため、市民への普通救

命講習及び小学生高学年を対象とした救命入

門コースを実施します。 

警防課 

35 青少年防犯ボラン

ティア「キラット・ジュ

ニア防犯隊」の育成 

◆自主・自立の防犯対策や青少年の健全育成を

目的に、小学生と中学生で組織される青少年防

犯ボランティア「キラット・ジュニア防犯隊」の育

成を図ります。 

防犯安全課 

36 こども向け防犯教育

の徹底 

◆こどもたちが自分の身を守るためにどうしたらよ

いかを考え、行動できるように、不審者対応を含

めた防犯教育の徹底を図ります。 

保健体育安全課 

こども保育課 

37 学校安全の充実 ◆①総合的な学校安全計画作成･整備、②学年や

年齢にあわせた交通安全教室・防犯教室の充

実･指導の徹底、③安全点検の充実・事後処理

の徹底、④学校安全関係者の質的向上、⑤交通

面、防犯面において学校・行政・地域が連携した

通園・通学路の点検・改善整備を図ります。 

保健体育安全課 

こども保育課 

38 子ども 110番の家

の推進 

◆児童生徒の緊急回避場所を確保するとともに、

不審者出没の抑止力とするため、「子ども１１０

番の家」の拡充を図ります。 

青少年センター 

39 学校・警察連絡制

度の充実 

◆学校と警察が相互に連絡し、情報の共有化を図

りながら、児童・生徒の非行防止や安全確保を

図ります。 

青少年センター 

保健体育安全課 

40 子育て応援ステーシ

ョン事業の充実 

◆授乳やおむつ交換ができる場など、事業所の協

力を得て、乳幼児を連れて安心して外出できる

環境を整えます。 

子育て支援課 
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＜④多様性を認め合うまちづくりの充実＞ 

事業名 事業の概要 担当課 

41 男女共同参画を推

進する意識づくり 

◆男女共同参画に関する講座の開催や情報を広

報紙・市ホームページ等を通して発信し、男女共

同参画を推進する意識づくりに努めます。 

多様性社会推進課 

42 「生命と性」への理

解の向上 

◆自分だけではなく、他人も思いやり、互いのいの

ちを大切にするための支援の一環として、こど

も・保護者に向けて、「生命と性」の大切さを啓

発する活動や学習の機会の充実を図り、自分自

身が愛されて育てられたということを理解し、自

分自身を肯定的に受け止められるように支援し

ます。 

◆幼稚園・こども園・学校・ＰＴＡ・公民館・健康支

援課などの関係機関が連携し、「乳幼児健康相

談事業」、「幼稚園健康教育」、「幼児家庭教育

学級」、「ＰＴＡ家庭教育学級」、「地域自殺対策

強化事業」など、それぞれの年代に応じて、一貫

した「生命と性」の健康教育を行います。 

健康支援課 

公民館 

幼稚園・保育所・こども園 

小学校・中学校 

保健体育安全課 

あじさい療育支援センター 

43 福祉教育の推進 ◆社会福祉協議会と連携を図り、福祉教育やボラ

ンティア活動に取り組んでいきます。 

◆勤労精神やボランティア精神を養う体験的な活

動を経験するため、中学生の地域美化活動、地

域独居老人給食サービスの手伝い、地域敬老会

への参加などを推進します。 

指導課 

小学校・中学校 

44 国際交流推進事業 ◆習志野市国際交流協会への支援を通し、市民の

国籍を超えた人々との共生意識の大切さを醸成

するとともに、外国人居住者に対する支援を実施

し、日本人と外国人が共に安心して暮らせるまち

を実現します。 

協働政策課 

45 伝統文化等に触れ

合う機会の提供 

◆こどもたちが日本の伝統文化を体験しながら学

ぶ講座・事業の充実を図ります。 

◆文化庁事業「伝統文化親子教室」を習志野市

芸術文化協会所属団体が主催で実施する際の

開催支援を行う。 

社会教育課 

公民館 
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（１－２）こどもが健やかでたくましく成長できる教育・保育環境の充実 

 

 

＜①教育・保育の環境整備の推進＞ 

事業名 事業の概要 担当課 

46 こども園整備と既存

市立幼稚園・保育所

の再編 

◆市立幼稚園及び保育所は、こども園への統合・

閉園、私立化を検討し、再編を図ります。 

◆再編対象施設の入所者・入所予定者の保護者

に対し、再編に係る事項について情報提供を行

い、円滑な移行を推進します。 

こども政策課 

こども保育課 

47 教育・保育施設、小

規模保育事業所の

充実 

◆開発に伴う保育需要の増加に対し、周辺の既存

施設の活用を図りつつ、適切な施設整備を行い

ます。 

◆民間事業者の活用も含め、適切な教育・保育を

提供します。 

◆新規施設事業者が円滑に事業を実施できるよ

う、相談・助言や小規模保育などの連携施設の

あっせん等を実施します。 

こども政策課 

こども保育課 

48 教育・保育施設補

修整備の推進 

◆安全で安心な教育・保育環境を保持するため、

教育・保育施設の施設整備、改修を計画的に推

進します。 

こども政策課 

49 保育者の配置充実 ◆保育所・こども園において、手厚い保育を実施す

るため、国基準を超えた保育士配置を促進しま

す。 

◆国の保育士配置基準の改正に合わせ、市配置

基準の見直しを図り、順次対応していきます。 

こども保育課 

50 保育人材の確保と

働きやすい環境の整

備 

◆保育人材の確保に必要な措置を総合的に講じ

ることで、こどもを安心して育てることができる環

境整備を行います。 

◆私立施設で勤務する保育士等に対し、適切な補

助金の交付を通じ、就業継続及び離職防止を図

り、保育士等が働きやすい環境を整備します。 

こども保育課 
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事業名 事業の概要 担当課 

51 放課後児童会の運

営 

◆各放課後児童会において、小学校 1年生から 6

年生までの児童を受け入れます。 

◆児童の受け入れのため、小学校の余裕教室を活

用するほか、必要な施設整備を進めます。 

◆特別な支援を要する児童がいる放課後児童会

には、職員を加配します。 

◆放課後児童支援員等を確保し、安定的な放課

後児童会運営を図るため、計画的に業務委託を

実施します。 

◆放課後児童会の入会申請など、保護者が提出

する申請書類について、電子申請を活用します。 

◆放課後児童育成料及び放課後児童会利用者お

やつ代の納付方法について、拡充を図ります。 

児童育成課 

52 小・中・高等学校施

設の整備 

◆学校施設再生計画に基づき、学校施設の大規

模改修、長寿命化、改築等を行い、安全で潤い

のある教育環境の整備を行います。 

◆市立小・中・高等学校の体育館等への空調整備

を行い教育環境の向上を目指します。 

教育総務課 

習志野高等学校 

 

＜②教育・保育活動などの充実＞ 

事業名 事業の概要 担当課 

53 「食育」の推進 ◆親子を対象にした適切な食生活習慣を確立さ

せるための講義や指導、調理実習などを開催し、

家庭における「食育」を推進します。 

◆幼稚園・保育所・こども園・学校教育全体の中

で、食に関する指導を実施し、健全で豊かな食

生活を送るために必要な力が身につくような指

導を実施します。 

◆中学校区地域保健連絡会などを通して、幼稚

園・保育所・こども園・学校との連携を図り、発達

段階に応じた食育を実施します。 

こども保育課 

幼稚園・保育所・こども園 

あじさい療育支援センター 

保健体育安全課 

小学校・中学校 

公民館 

54 自然体験活動・宿

泊学習の推進 

◆市外施設を活用した自然体験活動・宿泊学習を

実施します。 

こども保育課 

指導課 

55 学校健康教育の推

進 

◆思春期のこどもの心身の健康教育、特に体力向

上や健康安全教育（エイズ・自然災害･交通災

害・喫煙・薬物乱用・食育など）について指導を

行います。 

◆水泳授業における水中での安全に関する知識、

水の事故を未然に防ぐ論理的な思考力を身に

付けるための取り組みを進めていきます。 

保健体育安全課 

小学校・中学校 

習志野高等学校 
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事業名 事業の概要 担当課 

56 ＩＣＴ教育の充実 ◆ＩＣＴを活用した学習の周知、推進をしていきま

す。 

◆適切なネットワークの整備を行っていきます。 

◆タブレット端末の学校内外における効果的な活

用に取り組んでいきます。 

◆タブレット端末の持ち帰りに合わせ、学習用具の

持ち帰りについて見直しをしていきます。 

総合教育センター 

指導課 

57 外国語・国際教育

の充実 

◆外国語及び外国語活動において、コミュニケー

ションの素地及び基礎を養う等、社会の変化に

柔軟に対応できる力を培うために、英語指導助

手の活用や小中連携、指導法の研修等を充実さ

せます。 

◆総合的な学習の時間や外国語、外国語活動等

の時間を通して、諸外国の生活様式や文化に対

する理解を深める学習の充実を図ります。 

指導課 

58 環境教育の推進 ◆脱炭素をはじめとする地球温暖化対策、生物多

様性への対応、循環型社会の推進などの環境

教育に取り組んでいきます。この取り組みにあた

っては、環境学習の拠点として、谷津干潟自然観

察センターやクリーンセンターなどの施設を活用

していきます。 

谷津干潟自然観察センター 

環境政策課 

クリーンセンター 

クリーン推進課・ 

業務課 
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事業名 事業の概要 担当課 

59 個に応じた多様な

指導の充実 

◆学校訪問などで授業研究を実施した際、個に応

じた指導方法・学習形態の在り方に関して研究・

協議を行い、わかる授業についてユニバーサル

デザインの観点からと合理的配慮の観点から、

きめ細かな指導をします。 

◆少人数指導による積極的な活動により、きめ細

かな指導をします。 

◆日本語での学校生活に困難のある児童生徒に

対し、在籍する学校（園）の要請に基づき、言語・

文化指導者の派遣を行います。 

◆日本語での学校生活に困難のある児童生徒・

保護者に向けて、袖ケ浦西小学校にある日本語

指導教室の周知に努め、きめ細やかな日本語指

導の充実に努めます。 

◆関係機関、団体等と連携し、日本語での学校生

活に困難のある児童生徒の保護者への支援体

制整備に努めます。 

◆国の学力調査の結果を基に課題を探り、課題に

応じた授業のあり方や、実践事例を各小中学校

に提供していきます。 

◆ICTを活用した学習の周知、推進をしていきま

す。 

◆習志野高等学校において選択授業の充実や大

学との連携を推進し、個別の進路実現に向けた

細やかな指導を行っていきます。 

◆個別のニーズに応じた柔軟なサポートを推進し、

市内全域から通える小規模特認校制や一部学

区境界等の地域において通学する学校を選択

できる弾力化区域等の周知をしていきます。 

指導課・ 

総合教育センター 

学務課 

習志野高等学校 

60 子どもの読書活動

の推進 

◆こどもたちの読書活動をより推進するために、習

志野市子どもの読書活動推進計画に基づき、行

政や教育・福祉・保健関係者、地域住民や

NPO、ボランティア、事業者などが連携・協力し、

それぞれの役割の中で様々な事業に取り組みま

す。 

◆学校図書館・学校司書の積極的な活用をしてい

きます。学校図書がもつ３つの機能「読書センタ

ー・学習センター・情報センター」を発揮するよう

に、学校図書館の整備と資料の充実に努め、児

童生徒の思考力・表現力・判断力等の育成を高

め、情報活用能力を育んでいきます。 

社会教育課 

公民館・図書館 

指導課 

こども保育課 

子育て支援課 

他関係各課、各施設 

 



第４章 基本施策 

- 126 - 

事業名 事業の概要 担当課 

61 スポーツ教室の開

催 

◆スポーツ施設などで児童を対象としたスポーツ

教室を定期的に開催します。 

生涯スポーツ課 

62 科学教育の振興 ◆本市児童・生徒の旺盛な学ぶ意欲に応じるため

の場の一環として、総合教育センター（ドーム館）

などを活用し、科学的分野を中心に、様々な学習

体験ができる「わくわく学びランド」を実施しま

す。 

総合教育センター 

63 乳幼児教育の向上

（保育一元カリキュラ

ム） 

◆幼稚園・保育所・こども園の教諭・保育士などを

対象とした、理論研修・実技研修を開催し、こど

もの育ちと育ち合いを大切にした乳幼児教育の

向上に努めます。 

こども保育課 

幼稚園・保育所・こども園 

あじさい療育支援センター 

64 幼児教育から小学

校教育への滑らかな

接続の推進 

◆幼稚園・保育所・こども園・小学校が連携して、

保育・授業参観、合同研修会、相互職場交流研

修、園児・児童の交流学習などを開催し、相互の

連携に努めます。 

◆幼稚園・保育所・こども園・小学校が連携して、

接続期カリキュラムを編成、実施、評価し、幼児

教育と小学校教育との滑らかな接続に努めま

す。 

◆習志野市接続期カリキュラムを見直し、幼児の

育ちと互いの教育内容の理解に努め、より滑ら

かな接続となるよう、さらなる連携を図ります。 

幼稚園・保育所・こども園 

こども保育課 

指導課 

65 開かれた学校づくり

の推進 

◆すべての市立小・中・高等学校（全 24校）で、

地域とともに開かれた学校づくりを推進します。 

指導課 

小学校・中学校 

習志野高等学校 
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２    家庭が、喜びや生きがいを感じながら子育てできるまち 

 

（２－１）安心して妊娠・出産・育児ができる切れ目ない支援の充実 

 

 

＜①こどもと親の健康支援の推進＞ 

事業名 事業の概要 担当課 

66 妊娠届出から始まる

切れ目ない支援の充

実（母子健康手帳の

交付・こんにちは赤ち

ゃん・産後ケア事業

他） 

◆妊娠届出時に必ず看護職が妊婦やパートナーと

面接し、母子健康手帳を交付します。すべての対

象者に対して妊娠８か月相談支援、こんにちは

赤ちゃん事業（新生児訪問・母子保健推進員訪

問）、産後サポート電話相談、産後ケア事業、健

康相談、健康診査などを通して、身近に相談でき

る機会を提供し、年齢や国籍、障がいなど個々の

状況に応じた情報の提供を行うことにより、妊娠

中から就学時までの切れ目ない母子健康支援

を行います。 

◆安心して妊娠・出産子育てに臨めるように、ママ・

パパになるための学級を開催します。また、妊婦

及びその家族を対象に助産師によるオンライン・

電話相談を実施します。 

健康支援課 

67 乳幼児に対する健

康相談・健康教育の

充実 

◆こどもの発育・発達にあわせた生活リズムの啓

発や生涯を通した健康づくり、ライフサイクルにあ

わせた「からだ・心・歯の健康」の保持増進を目

的とした、こどもとその家族への健康教育にも力

を入れていきます。 

健康支援課 

68 健康診査の充実

（妊婦健診・乳幼児

健診） 

◆定期的な妊婦健診を動機づけることにより、安全

で安心な分娩と児の出産を支援するため、妊婦

健康診査と妊婦歯科健康診査を実施します。ま

た、一部費用の助成を行います。 

◆乳幼児期の健康診査では、発育・発達状況を確

認し、課題を早期に発見し、適切な支援機関に

つなげます。１歳６か月児・３歳児健康診査は、集

団検診方式で保護者と心身の発育・発達を確

認し、課題や不安について、歯科医師、心理職、

言語聴覚士、保健師、栄養士、歯科衛生士など

複数の専門職が対応し、医師の診察について

は、個別受診（医療機関）の機会を設けます。ま

た、新たに就学前に５歳児健康診査を実施しま

す。 

健康支援課 
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事業名 事業の概要 担当課 

69 予防接種の充実 ◆感染力が強く、かかると重篤になりやすい疾患に

ついて、「予防接種法」に基づく定期予防接種を

行います。 

健康支援課 

70 多胎児支援の充実 ◆１歳未満の多胎児がいる家庭に対し、家事・育

児等の支援を行う子育て世帯訪問支援事業の

拡大を検討します。 

◆妊婦健診の費用助成を通常妊娠の場合より、５

回分追加します。 

◆多胎ピアサポートとして、交流会の実施や相談支

援を行います。 

子育て支援課 

健康支援課 

71 未熟児養育医療費

の給付及び低体重

児出生届の受理によ

る保健指導の充実 

◆出生時体重が 2,000g以下、または、身体発育

が未熟なまま出生し、入院養育を必要とする未

熟児に、医療の給付を行うとともに、早期に母子

保健活動の中で支援していきます。 

健康支援課 

72 発育・発達に課題が

ある児の早期発見・

早期支援 

◆発育・発達などの課題を早期に発見し適切な支

援機関につなげます。 

◆保護者の気持ちを受け止め、不安解消につなが

る相談支援体制の充実を図ります。 

健康支援課 

子育て支援課 

ひまわり発達相談センター 

あじさい療育支援センター 

他関係各課 

73 小児救急医療体制

の整備、充実 

◆小児が休日夜間の急病時に、受け入れられる診

療体制の充実を図ります。 

◆夜間や休日における一次・二次診療は、習志野

市医師会などの関係機関の協力を得るととも

に、近隣市の医療機関と連携しながら対応して

おります。今後も引き続き関係機関の協力を得

ながら体制整備を図っていきます。 

健康支援課 

74 歯と口腔の健康づく

りの推進 

◆全身の健康につながる、歯と口腔の健康づくり

に必要な力が身につくよう、情報提供や支援を

行います。 

◆永久歯のむし歯予防、健康格差の縮小をめざ

し、小中学校でのフッ化物洗口を実施します。 

健康支援課 

幼稚園・保育所・こども園 

あじさい療育支援センター

保健体育安全課 

小学校・中学校 等 

75 健康的な食習慣の

確立と食育の推進 

◆健康教育や健康相談、健康診査を通じて、望ま

しい食生活習慣の確立と食育の推進を図りま

す。 

健康支援課 
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事業名 事業の概要 担当課 

76 男女共同参画の子

育て意識啓発 

◆「ママ・パパになるための学級｣で、両親の役割

を考えるきっかけづくりをします。 

◆妊娠、出産、子育てのための情報を盛り込んだ

パンフレットの配布など、両親が育児を担えるよ

うな支援を行います。 

健康支援課 

子育て支援課 

77 中学校区地域保健

連絡会の推進 

◆中学校区ごとに実施している地域保健連絡会に

おいて、思春期保健事業としてプレコンセプショ

ンケアの推進を図ります。また、幼稚園、保育所・

こども園・小学校・中学校・高校・公民館などの

関係職員が連携を強化し、保護者や習志野健

康福祉センター等、外部関係機関との連絡調整

を行いながら、こどもの発育・発達に応じた健康

づくりに取り組む体制づくりを進めていきます。 

健康支援課 

保健体育安全課 

他関係各課 

 

＜②子育て家庭に対する相談支援の充実＞ 

事業名 事業の概要 担当課 

78 家庭児童相談の充

実 

◆こども家庭センターにおいて、子育てに関するあ

らゆる相談に対し、個々の家庭の状況に配慮し

たきめ細やかな対応を行います。 

子育て支援課 

79 子育て支援コンシェ

ルジュの充実 

◆子育て支援にかかわる認定講座を修了した「子

育て支援コンシェルジュ」をこどもセンター・きら

っこルーム・こども部窓口に配置し、妊娠中から

子育て期へと、丁寧に子育てにかかわる切れ目

のない相談支援を行います。関係機関につなげ

る等、地域で安心して子育てが出来るよう支援

に努めます。 

子育て支援課 

こども保育課 

80 ひとり親家庭自立

支援員による相談の

実施 

◆母子家庭や父子家庭などのひとり親家庭を対象

に、生活一般、就業、児童の養育などについての

相談に応じ、自立に向けて必要な支援を行いま

す。 

◆「母子及び父子並びに寡婦福祉法」に基づき、

ひとり親家庭、寡婦を対象に、事業資金などの福

祉資金の貸付相談を行います。 

子育て支援課 
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＜③特別な配慮が必要なこどもに対する支援の充実＞ 

事業名 事業の概要 担当課 

81 特別児童扶養手当

などの支給 

◆「特別児童扶養手当等の支給に関する法律」に

基づき、精神または身体に障がいのある 20歳

未満の児童を監護・養育している方に、手当を支

給します。 

◆常時介護を必要とする在宅の重度の障がいが

ある 20歳未満の児童本人に対し、手当を支給

します。 

障がい福祉課 

82 補装具・日常生活

用具の給付 

◆障がいを補うために、補聴器、装具、車椅子など

の補装具費を支給や、日常生活をサポートする

ために手すり、スロープ、入浴補助用具などを給

付します。 

障がい福祉課 

83 重度心身障害児医

療費の助成 

◆重度心身障害児を対象に、医療費の一部を助

成します。 

障がい福祉課 

84 福祉タクシー運賃の

助成 

◆一定の要件に該当する障がい児に対し、タクシ

ー利用費用の一部を助成します。 

障がい福祉課 

85 難病患者見舞金事

業 

◆難病の患者に対する医療等に関する法律等によ

る医療費助成の認定を受け、受給者証を取得し

た患者または保護者に対して入院又は通院に係

る見舞金を支給します。 

健康福祉政策課 

86 特別支援教育就学

奨励費の補助 

◆特別支援教育を受ける児童生徒を養育する世

帯を対象に就学奨励費を補助することで、経済

的負担の軽減を図ります。 

学務課 

87 個別の状況に応じ

た継続的な発達支

援の充実 

◆成長・発達に関する総合的な相談を一人ひとり

のニーズに応じて進めていくために、本人と保護

者の気持ちを受けとめることを大切にし、個々の

力を育むために、専門的な観点から支援を行い

ます。 

◆支援者間の確実な引継ぎ及び関係機関との密

な連携を図り、乳幼児期から成人に至るまで切

れ目のない支援を実施するために、各種支援計

画やライフサポートファイルの活用を推進します。 

◆幼稚園・保育所（園）・こども園などに出向き、生

活場面におけるこどもの育ち及びこども同士の

育ち合いに寄り添う保育者と保護者を支援する

巡回相談を行います。 

◆発達支援に関する研修を充実・強化し、職員の

資質向上を図ります。 

◆こどもの育ちや子育てなどに心配のある保護者

同士が思いを分かち合い、支え合える関係性で

つながれるよう仲間づくりの場をつくります。 

ひまわり発達相談センター 

子育て支援課 

こども保育課 

幼稚園・保育所・こども園 

あじさい療育支援センター 

指導課 

小学校・中学校 

総合教育センター 

他関係各課 
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事業名 事業の概要 担当課 

88 発達支援施策の充

実 

◆関係機関との連携に努め、ソーシャルインクルー

ジョンの理念に基づき、発達支援のネットワーク

や取り組みの充実を図るとともに、市民協働で発

達支援施策の推進を図っていきます。 

ひまわり発達相談センター 

障がい福祉課 

こども保育課 

幼稚園・保育所・こども園 

あじさい療育支援センター

指導課 

小学校・中学校 

89 療育と家庭支援、相

談支援の充実 

◆知的または発達に障がいや課題のある児童に、

基本的な生活習慣の確立と社会生活への適応

性を高めるため、保護者と連携を図りながら療

育を行います。 

◆肢体などに障がいや課題のある児童に、療育や

肢体などの運動機能支援・生活動作支援を行

い、児童とその家族を支援します。 

◆民間事業者と連携し、支援の充実を図っていき

ます。 

◆日常生活全般に関する相談や情報提供、サービ

ス等利用計画の作成及び、継続的なモニタリン

グによる相談支援を行います。 

あじさい療育支援センター 

90 障害福祉サービス、

地域生活支援事業

の利用促進 

◆地域で安心して生活できるようになるための支

援の一環として、家庭において障がい児を一時

的に介護できない時に、施設などでの預かりや、

活動の場の提供などにより、見守りや社会に適

応する訓練などを行うサービス環境の整備を促

進します。 

障がい福祉課 

ひまわり発達相談センター 

91 障がい児通所支援

の利用促進 

◆日常生活に必要な生活習慣や社会性、コミュニ

ケーション能力を身に付けるための、障がい児を

対象とした療育や訓練などを受けることができる

施設の周知及び利用の促進をすることにより、子

育てを支援していきます。 

障がい福祉課 

ひまわり発達相談センター 

92 共に育ち合う保育

の充実 

◆より支援の必要性が高いこどもに対しては、職員

を加配し、個々に応じた支援を行うことで、集団

の中で自己発揮ができるようにするとともに、学

級の中でこども同士が学び合い、育ち合う保育

を行います。 

こども保育課 

93 相談支援事業の充

実 

◆障がいのある児童、家族、関係機関などに対して

相談及び情報提供、社会参加の促進などの支

援を行います。 

障がい福祉課 
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＜④子育てに希望を持てる支援の充実＞ 

事業名 事業の概要 担当課 

94 結婚・婚活支援事

業 

◆結婚や出産については、個人の考え方や価値観

に関わるとともに、課題が多岐にわたるため、継

続して課題の整理や分析を行いながら取り組ん

でいく必要があり、市単独で事業を進めるだけ

では根本的な解決は難しいことから、千葉県や

他市町村と連携し、必要な結婚・婚活事業を展

開していきます。 

◆事業の展開にあたっては、次期基本構想等の策

定にあたって実施した市民意識調査と大学生意

識調査における、結婚支援について市に求める

施策等の調査結果を基に、必要とされる施策や

効果的な施策について検討し、取り組んでいき

ます。 

総合政策課 

95 子育て世帯等の居

住促進 

◆子育て世帯が親元の近くに住むことで、両者が

相互に支え合える生活を実現するため、子育て

世帯の市内での住宅取得を促進させる施策とし

て住宅取得に係る登記費用の一部を助成しま

す。 

住宅課 

96 子育て情報の提供 ◆本市の子育て支援の特色をよりわかりやすく発

信し、子育て家庭の定住促進を図ります。 

◆子育てに関する情報について、わかりやすい紙

面や冊子、ホームページ等を作成し、妊娠中から

子育て期にあわせた必要な子育て情報を提供し

ます。 

◆生後２か月頃、母子保健推進員がすべてのご家

庭に子育てに関する情報の入った「すこやか習

志野っ子ファイル」をお届けします。 

◆スマートフォンを活用した子育てについての情報

提供を行います。 

◆広報、ホームページ、パンフレットを通じて、支援

が必要なお子さんの子育て情報や相談窓口情

報を提供します。 

こども政策課 

子育て支援課 

健康支援課 

ひまわり発達相談センター 

97 認可保育施設の利

用に係る条件等の見

直し 

◆ 認可保育施設の利用にあたり設けている条件

等のうち、本市が定めているものについて、公平

性や透明性を確保しつつ見直しを進めます。 

こども保育課 
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（２－２）すべての家庭が安心して子育てができる環境の充実 

 

 

＜①多様なニーズに応える保育サービスの推進＞ 

事業名 事業の概要 担当課 

98 こども誰でも通園制

度の実施 

◆現行の幼児教育・保育給付に加え、生後６カ月

から満３歳未満の未就園児が、月一定時間まで

の利用可能枠の中で、保護者の就労要件を問

わず時間単位等で柔軟に利用できる新たな通

園給付（こども誰でも通園制度）を実施します。 

こども保育課 

こども政策課 

99 保育サービスの充

実 

◆市立保育所・こども園・幼稚園において、保育

ICTシステムやオムツのサブスクリプション等を

利用し、保育サービスの充実を図ります。 

◆ICTを活用したこどもの安全確保、保護者の利

便性の向上に資する取り組みを推進します。 

◆音声翻訳機や翻訳アプリを活用し、外国籍のこ

ども・保護者が安心して施設で過ごしたり利用し

たりできる支援の充実に努めます。 

こども保育課 

100 延長保育・一時預

かり・休日保育の充

実 

◆延長保育・一時預かり・休日保育など、多様な保

育サービスの充実を、民間事業者を活用しなが

ら、推進します。 

◆令和 7年４月に開園する（仮称）藤崎こども園

において、一時預かり事業を実施し、利用枠の拡

大を図ります。 

◆市立施設での一時預かり（一般型、余裕活用

型）の非定型・私的の予約について、LINEによ

る予約を可能とするほか、引き続き利用者の利

便性の向上に努めます。 

こども政策課 

こども保育課 

101 子育て短期支援

事業（ショートステ

イ）の実施 

◆保護者の疾病や疲労などの理由により、家庭に

おいて養育が一時的に困難な場合に、市が委託

する施設において、一定期間必要な養育、保護

を行います。 

子育て支援課 

102 病児・病後児保育

の充実 

◆こどもが病気の時に、家庭の事情や仕事の都合

などで育児が困難な場合において、医療機関に

付設された市内２か所の施設で保育を実施しま

す。 なお、令和６年９月現在、１か所休室中のた

め、早期再開に向けて協議し、利便性の向上に

努めます。 

◆保育中に、突発的に体調不良となった児童に対

し、降所するまでの間、保育所等にて保健的な対

応等を含めた保育を実施します。 

子育て支援課 

こども保育課 
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事業名 事業の概要 担当課 

103 ファミリー・サポー

ト・センターの充実 

◆育児・家事支援、ショートステイ、こどもセンター・

きらっ子ルームで一時預かりを実施し、ファミリ

ー・サポート・センター事業の充実を図ります。 

◆利用会員のニーズに対応できるよう、提供会員

などの確保に努めるとともに、手続きの電子化等

について先進事例を研究します。 

子育て支援課 

104 公民館の託児付き

成人講座の実施 

◆公民館で実施する成人向け講座に託児を設け

ます。 

公民館 

 

＜②子育て家庭の経済的支援の充実＞ 

事業名 事業の概要 担当課 

105 妊婦のための支

援給付 

◆妊娠届出や出生届出を行った妊婦・子育て家庭

に、出産育児関連用品の購入や子育て支援サー

ビスの利用にかかる負担を軽減するための給付

金を支給します。（妊婦等包括相談支援事業と合

わせて実施） 

健康支援課 

106 児童手当の支給 ◆０歳から 18歳に達する日以後、最初の３月 31

日まで(高校生相当年齢まで)の児童を養育して

いる父母などに手当を支給します。 

子育て支援課 

107 子どもの医療費

などの助成 

◆0歳から 18歳に達する日以後最初の３月 31日

まで(高校生相当年齢まで)のこどもの保険診療

による医療費などの一部または全部を助成しま

す。 

子育て支援課 

108 利用者負担額

（保育料）軽減対

象範囲の見直し 

◆認可保育施設の利用にあたり必要となる利用者

負担額（保育料）について、複数のこどもがいる

世帯については、国の制度に基づき、小学校就学

前のこどもの人数に応じて第２子は半額、第３子

以降は無料とする、いわゆる「多子軽減」を行って

います。この多子軽減について対象範囲の見直し

を検討します。 

こども保育課 

109 実費徴収に係る

補足給付を行う事

業 

◆保護者の世帯所得の状況などを勘案して、特定

教育・保育施設などに対して保護者が支払うべき

日用品、文房具その他の教育・保育に必要な物品

の購入に要する費用などを助成します。 

こども保育課 

110 子育てのための

施設など利用給付

の円滑な実施 

◆子育てのための施設など利用給付に合わせて、

私立幼稚園の副食費助成対象者に主食費を助

成します。その他、給付手続きの負担軽減を図って

いきます。 

こども保育課 
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事業名 事業の概要 担当課 

111 多様な集団活動

利用支援事業 

◆幼児教育・保育の無償化の給付を受けていない、

職員配置基準などの要件を満たす施設等を利用

する満３歳以上の幼児の保護者が支払う利用料

の一部を助成します。 

こども保育課 

112 就学援助費・育

英資金の支給 

◆経済的理由によって就学することが困難な児童生

徒に対し、就学援助費(小・中学校）又は育英資

金(高等学校)を支給します。                                                                                      

学務課 

113 入学資金の給付 ◆中学校３年生を子に持つ経済的に困窮する保護

者に対し、高等学校等入学に係る費用の一部を

給付し、支援を行うことで、教育の機会均等が図

られるようにする。 

学務課 

114 小中学校教育費

の負担軽減 

◆教育費に係る保護者の負担軽減を図るため、小

中学校の教育活動で使用する教材・教具等につ

いて、共用品化、デジタル学習教材の使用拡大を

推進します。さらに、保護者の負担軽減につながる

方策を検討します。 

◆修学旅行や校外学習の内容についての見直しを

図ります。 

◆制服や体操服等準備のための経済的負担軽減と

して、各学校、地域等の実態に応じてリユースを含

めた活用を推進します。 

教育総務課 

学務課 

指導課 

115 学校給食費の負

担軽減 

◆千葉県の補助制度活用により、第３子以降の児童

及び生徒に係る学校給食費の全額を補助します。

また、学校給食費補助の拡大について、財源確保

を踏まえ検討します。 

保健体育安全課 

116 こどもの受験料・

模擬試験料補助

（こどもの生活・学

習支援）事業 

◆こどもの貧困対策として、経済的課題を抱えるひ

とり親家庭等のこどもに対し大学等の受験料等の

補助を行うことで、こどもの進学に向けたチャレン

ジを後押しします。 

子育て支援課 

117 ひとり親の養育費

確保支援 

◆養育費の取り決めに係る公証人手数料及び家庭

裁判所のへの調停申し立て、または裁判に要する

費用の一部を支給します。 

子育て支援課 

118 児童扶養手当の

支給 

◆父母の離婚などにより父または母と生計を同じく

していない 18歳に達する日以後、最初の３月 31

日まで（心身に基準以上の障害がある場合は、

20歳に達する前日まで）の児童を養育している

ひとり親家庭などの父母などに手当を支給しま

す。 

子育て支援課 
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事業名 事業の概要 担当課 

119 ひとり親家庭など

への医療費などの

助成 

◆18歳に達する日以後、最初の３月 31日まで（心

身に基準以上の障害がある場合は、20歳に達す

る前日まで）の児童を養育するひとり親家庭など

の父母などの保険診療による医療費などの一部

または全部を助成します。 

子育て支援課 

120 ひとり親家庭への

各種利用料などの

軽減 

◆ひとり親の就労支援及び育児負担の軽減のた

め、ファミリー・サポート・センターの利用料の一部

を助成します。 

◆母子家庭世帯または父子家庭世帯であって、１８

歳未満の者を扶養している方及びその者に扶養

されている 18歳未満の方は、市営駐輪場の年間

利用整理手数料を免除します。 

子育て支援課 

防犯安全課 

121 ひとり親家庭への

就労支援 

◆就労に必要な知識や技能の習得による、ひとり親

の経済的な自立を支援するため、教育訓練講座

の受講費用の一部や、高等職業訓練促進給付金

などを支給します。 

◆ひとり親家庭の就労に資するため、ハローワーク

船橋と連携し、子育て支援課窓口において出張ハ

ローワークを開催します。 

子育て支援課 

 

＜③家庭教育の支援の充実＞ 

事業名 事業の概要 担当課 

122 ブックスタート事業

の充実 

◆生後４か月のこどもを対象に、４か月児健康相談

終了後、読み聞かせの大切さを伝え、絵本とコッ

トンバッグをお渡しします。 

◆誕生記念として特別にデザインした図書館カー

ドを、ブックリストとともに新生児に配付し、登録

を促進します。 

子育て支援課 

図書館 

123 育児講座などの充

実 

◆公民館で乳幼児を持つ親を対象に、乳幼児の

健康や遊び、心理、心と体の発達、一人ひとり違

うこどもの育ち等、子育てに関する講座を実施し

親同士がつながる機会をつくります。実施にあた

っては、土日開催等について検討します。 

◆「ほめて伸ばす子育てトレーニング講座」につい

て、関係機関との連携により実施します。 

公民館 

子育て支援課 

124 幼児家庭教育学

級の充実 

◆公民館で３歳児の親を対象に、様々な角度から

子育てに関する講座を実施します。実施にあたっ

ては、土日開催等について検討します。 

公民館 

125 ＰＴＡ家庭教育学

級の充実 

◆ＰＴＡ会員を対象に、家庭教育の重要性、幼少年

期の発達課題、学校や地域との関係など、家庭

教育の諸問題や親の対応について学習します。 

公民館 
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３   地域社会が、こども・若者や家庭をやさしく見守り支えるまち 

 

（３－１）地域における子育ち・子育て支援拠点の充実 

 

 

＜① 地域におけるこども・若者の居場所づくりの推進＞ 

事業名 事業の概要 担当課 

126 放課後子供教室

の実施 

◆放課後などにすべての児童を対象として学習や

体験・交流活動などの機会を提供する放課後子

供教室を整備します。 

◆地域の実情に応じ、小学校等の余裕教室や特

別教室、体育館、運動場などの活用を図りなが

ら、放課後児童会の児童も活動に参加すること

ができる校内交流型にて事業を実施し、施設整

備や職員間の連携を行います。 

◆高学年（５～６年生）も楽しんで参加できるよう、

高学年向けのプログラムの実施、遊具、書籍の

充実など成長段階に応じた運営を行います。 

社会教育課 

児童育成課 

127 子どもの部屋（放

課後対応事業）の

実施 

◆公民館の空いている部屋を利用し、こどもたち誰

もが安全・安心な放課後を過ごせるようこどもの

居場所を確保します。 

公民館 

128 こどもスペースの

開放とプレーパーク

等の実施 

生涯学習複合施設「プラッツ習志野」において 

◆こどもたちの遊びの場や学習の場として、こども

スペースを開放します。 

◆こどもたち自身で自由な遊び場を作るプレーパ

ークを実施します。 

社会教育課 

129 多様な放課後の

居場所の充実 

◆谷津コミュニティセンター、東習志野コミュニティ

センター、市民プラザ大久保、実籾コミュニティホ

ールの管理運営に係る取り組みの中で、各施設

の未使用の諸室等を活用し、学習や読書ができ

るスペースとして開放します。 

◆その他社会教育施設の管理運営の取り組みの

中で、ロビー等を活用し、学習や読書ができるス

ペースとして提供します。 

協働政策課 

社会教育課 

公民館 

 

  



第４章 基本施策 

- 138 - 

事業名 事業の概要 担当課 

130 こども・若者スペー

スの設置 

◆（仮称）新総合教育センター再整備において、複

合施設内に子育て世代が気軽に使え、安心して

過ごせるこどもスペースを新たに設置するととも

に、午後５時以降は若者スペースとして切り替

え、学習やワーキングスペースとして利用できる

安全・安心な居場所としての活用を検討します。 

社会教育課 

総合教育センター 

131 学校体育施設の

開放 

◆土曜日・日曜日・祝日の市内小学校の校庭・体

育館を開放することで、あらゆるこどもたちがス

ポーツや運動などを行う場や機会を提供します。 

生涯スポーツ課 

132 子ども食堂の運営

支援 

◆市内で子ども食堂を運営する団体と「習志野子

ども食堂ネットワーク」への各種情報提供や、活

動内容の情報発信等の運営支援を行い、地域

の力で地域のこどもや子育て家庭を育む居場所

づくりを推進します。 

こども政策課 

133 子ども講座の充実 ◆学校が休みの土曜日・日曜日や長期休業日に、

親子、異年齢の様々なこどもとのふれあいや豊

かな心を育てることを目的として実施している、

子ども講座について、定員の拡大検討などを含

め、充実を図ります。 

公民館 

 

＜② 地域における子育て家庭の拠点づくりの充実＞ 

事業名 事業の概要 担当課 

134 地域子育て支援

拠点事業（こどもセ

ンター等）の充実 

◆就学前のこどもと親が自由に遊び交流する場と

して、子育てに関する情報提供や学習会などを

実施します。また、土曜日と日曜日に開館するこ

とで、保護者の育児を支援します。 

◆地域で安心して子育てができるよう、「子育て支

援コンシェルジュ」による相談の充実に努めま

す。 

子育て支援課 

こども保育課 

135 保育所・こども園

における地域開放

活動の充実 

◆こども同士のふれあい、保護者同士の交流、育

児情報の提供の場として、保育所・こども園を地

域に開放します。 

保育所・こども園 

こども保育課 

136 幼稚園・こども園

における子育てふ

れあい広場の充実 

◆親子、親同士、こども同士、園児との交流、遊び

の紹介、子育て相談などの場として、幼稚園・こ

ども園を地域に開放します。 

幼稚園・こども園 

こども保育課 
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（３－２）地域における多様なネットワークの活用と充実 

 

 

＜① 世代間交流の充実＞ 

事業名 事業の概要 担当課 

137 余裕教室の有効

活用 

◆余裕教室の活用は、学校運営面から一義的には

各学校が活用を検討します。その活用状況を踏

まえ、支障がない範囲で他の用途的利用を学校

と協議の上実施します。 

教育総務課 

小学校・中学校 

138 地域学校協働活

動の推進 

◆地域全体で未来を担うこどもたちの成長を支え

るため、地域と学校が連携・協働して行う地域学

校協働活動を推進します。 

◆各学校の地域の特色を生かして、その地域にあ

る素材を教材化して授業を構成したり、地域・家

庭の優れた人材を授業に活用したりして、協働し

た学習の取り組みを行うことにより、児童生徒の

学びを豊かなものにし、地域の風がいきかうあた

たかい学びを創造する中で、人間関係形成能力

を育んでいきます。 

社会教育課 

小学校・中学校 

指導課 

139 地域参加型学校

行事の推進 

◆学校行事に保護者・地域の高齢者などを招待

し、地域との連帯意識を育み、人間性豊かな児

童・生徒を育成します。 

指導課 

小学校・中学校 

140 中学生と幼稚園

児・保育所児・こど

も園児の交流の充

実 

◆中学校家庭科、総合的な学習の時間などの授

業の一環として中学生と幼稚園児や保育所児、

こども園児との交流を実践します。 

幼稚園・保育所・こども園 

中学校 

指導課 

 

＜②地域の人材を活かす活動の充実＞ 

事業名 事業の概要 担当課 

141 青少年健全育成

の推進 

◆育成団体の事業を支援するとともに、団体間の

連携を図るため、情報共有の場を提供し青少年

の健全育成を推進します。 

◆青少年育成団体連絡協議会が運営する子ども

広場の活動を補助します。 

社会教育課 

142 地域の人材の活

用 

◆こどもセンターやきらっ子ルームで開催する行事

などにおいて、地域の方々と交流するとともに、人

材を有効に活用します。 

◆公民館主催事業や市民文化祭などでは、こども

たちが参加できるように工夫するほか、大学と連

携した講座等の開催やサークル活動の発表など

を通じて交流を図ります。 

子育て支援課 

こども保育課 

こども園 

公民館 
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事業名 事業の概要 担当課 

143 子育て支援団体と

の連携 

◆地域での子育て支援を推進するため、子育て支

援に様々な形で関わっている団体などと連携し、

支援を行います。 

子育て支援課 

 

＜② 地域・企業における次世代支援の充実＞ 

事業名 事業の概要 担当課 

144 トップチームやアス

リートとの地域交流

事業の推進 

◆千葉ロッテマリーンズやオービックシーガルズ、阿

武松（おうのまつ）部屋によるこども対象の教室

やイベント等の開催を支援します。 

生涯スポーツ課 

145 NPO法人や育児

サークル等への支

援 

◆親同士の情報交換と育児の仲間づくりを進める

ため、場所の提供や NPO法人や育児サークル

等の育成・交流等の支援を行います。 

子育て支援課 

公民館 

協働政策課 

146 プラッツ習志野フ

ューチャーセンター

における若者活躍

支援 

◆フューチャーセンターのメンバーシステムであるク

リエイターズクラブで、市内に潜在するクリエイタ

ーを発掘し、地域を盛り上げる市民活動のプレ

ーヤーとしての活躍を支援します。 

社会教育課 

147 安心して働ける環

境づくり 

◆誰もが働くことへの意欲とその能力を発揮し活

躍できる環境づくりとして、仕事と生活の調和

（ワーク・ライフ・バランス）を図り、働く人やその

家族の心身の健康づくりに積極的に取り組みま

す。 

◆習志野商工会議所や事業者等と連携し、子育て

などによりライフステージに変化があっても離職

することなく、本人の希望や状況に応じて働き続

けることができる職場環境への支援に努め、多

様な働き方が実践されるよう取り組みます。 

産業振興課 

148 家庭生活と社会生

活の両立 

◆本業以外の社会貢献活動などにつながる講座

や固定的な性別役割分担意識を見直す講座、ワ

ーク・ライフ・バランス等、家庭生活と社会生活の

両立に関する講座を開催します。 

多様性社会推進課 

149 企業における男女

共同参画の啓発 

◆企業が男女共同参画についての理解を深める

ため、国・県・関係機関などが発行するパンフレッ

ト等の配布や、習志野商工会議所と連携した周

知・啓発を行います。 

◆市内企業における仕事と子育てが両立できる職

場環境づくりを啓発し、子育て支援先端企業認

証制度をはじめ、各種表彰・認定・登録制度の周

知を図ります。 

多様性社会推進課 

こども政策課 
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※本計画案において、教育・保育及び地域子ども・子育て支援事業の必要量については、 
  これまでの推移を勘案して作成した簡易予測人口を用いて算出しています。 
そのため、市人口推計結果の反映により、今後、必要量及び確保方策に若干変動が 
生じることがあります。 
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１   教育・保育提供区域の設定 

 

（１）教育・保育提供区域の考え方 

教育・保育提供区域とは、子ども・子育て支援事業計画に基づいて実施される教育・保育及

び地域子ども・子育て支援事業の共通の区域設定となります。 

教育・保育提供区域は、子ども・子育て支援法第 61条第２項により、市町村は子ども・子

育て支援事業計画において、地理的条件や人口、交通事情その他の社会的条件及び教育・保

育施設の整備状況を総合的に勘案して教育・保育提供区域を設定し、区域ごとに事業の必

要量を算出するとともに、提供体制の確保内容、実施時期を確保方策として示さなければな

らないとされています。 

 

 ■子ども・子育て支援法第６１条第２項（抜粋） 

市町村が、地理的条件、人口、交通事情その他の社会的条件、教育・保育を提

供するための施設の整備の状況その他の条件を総合的に勘案して定める区

域（以下「教育・保育提供区域」という。） 

 

 ■国の区域設定における考え方  

・地理的条件、人口、交通事情その他社会的条件、教育・保育を提供するため

の施設の整備の状況その他の条件を総合的に勘案して定める。 

・小学校区単位、中学校区単位、行政区単位、地域の実状に応じて、保護者や

こどもが居宅から容易に移動することが可能な区域を定める。 

・地域型保育事業の認可の際に行なわれる需給調整の判断基準となることを

踏まえる。 

・教育・保育及び地域子ども・子育て支援事業を通じて共通の区域設定とする

ことが基本となるが、実状に応じて、区分または事業ごとに設定することがで

きる。 
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（２）教育・保育提供区域 

本市の総面積は 20.97ｋ㎡と県内では比較的小さな面積となっているものの、住宅地域、

農業地域、工業地域を明確に区分した良好な居住環境を持つ都市としてまちづくりを進めて

きました。 

交通面では、主要交通である鉄道で５路線７駅が設置され、市内どの地域からも約２㎞で

駅へ行くことができ、また、京葉道路・東関東自動車道の高速道路、国道 14号・国道 357

号の国道などが整備されており、交通網が発達しています。 

本市における主な区域分けは、16小学校区、７中学校区、さらに市民と行政の協働による

まちづくりを推進するにあたり 14のコミュニティを編成しています。 

このような中で、前計画と同様、市としても適正な需給調整が可能である「中学校区」を本

市の教育・保育提供区域とします。 

なお、教育・保育提供区域を越えた広域的な提供体制が必要な事業については、市全域

を一つの教育・保育提供区域とし、小学校単位で事業を実施している放課後児童健全育成

事業については「小学校区」を教育・保育提供区域とします。 

 

 

 

 

 

 

第二中学校区
第一中学校区 第五中学校区

第六中学校区

第四中学校区

第三中学校区

第七中学校区

■習志野市の教育・保育提供区域（中学校区）■図 1 習志野市の教育・保育提供区域（中学校区） 
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区分 事業の名称 
教育・保育 

提供区域の数 

教育 

・ 

保育 

教育（1号） 1区域 

保育（2号・3号） ７区域 

地 

域 

子 

ど 

も 

・ 

子 

育 
て 

支 

援 

事 

業 

延長保育事業 ７区域 

放課後児童健全育成事業 16区域 

地域子育て支援拠点事業（こどもセンター等） ７区域 

一時預かり事業 

（幼稚園型：1号認定・2号認定） 
1区域 

一時預かり事業（幼稚園型以外） 

（ファミリー・サポート・センター事業（就学前児童対象）） 
７区域 

利用者支援事業 1区域 

子育て短期支援事業（ショートステイ） 1区域 

乳児家庭全戸訪問事業 1区域 

養育支援訪問事業 1区域 

病児保育事業 1区域 

ファミリー・サポート・センター事業（就学児童対象） 1区域 

妊婦健康診査事業 1区域 

実費徴収に係る補足給付を行う事業 1区域 

多様な事業者の参入促進・能力活用事業 1区域 

産後ケア事業 1区域 

子育て世帯訪問支援事業 1区域 

児童育成支援拠点事業 1区域 

親子関係形成支援事業 1区域 

乳児等通園支援事業（こども誰でも通園事業） ７区域 

 

■表 1 量の見込みと確保方策を定めるべき事業と教育・保育提供区域について 
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２   教育の必要量と確保方策 
 

（１）教育の必要量と確保方策について 

現状 

○令和６年度時点では、こども園 11施設、市立幼稚園 5施設、私立幼稚園 2施設が整備

されています。 
 

 

年齢 区分 
令和７年度 

（2025） 

令和８年度 

（2026） 

令和９年度 

（2027） 

令和 10年度 

（2028） 

令和 11年度 

（2029） 

3歳 

必要量(Ａ) 409 387 390 363 350 

確保方策(Ｂ) 625 625 625 625 625 

需給差(Ｂ-Ａ) 216 238 235 262 275 

4歳 

必要量(Ａ) 484 394 369 379 353 

確保方策(Ｂ) 1,098 1,098 1,098 1,098 1,098 

需給差(Ｂ-Ａ) 614 704 729 719 745 

5歳 

必要量(Ａ) 539 458 372 357 365 

確保方策(Ｂ) 1,098 1,098 1,098 1,098 1,098 

需給差(Ｂ-Ａ) 559 640 726 741 733 

合計 

必要量(Ａ) 1,432 1,239 1,131 1,099 1,068 

確保方策(Ｂ) 2,821 2,821 2,821 2,821 2,821 

需給差(Ｂ-Ａ) 1,389 1,582 1,690 1,722 1,753 

 

確保方策 

○現在の整備状況で、必要量を満たす十分な施設が整備されています。 

令和 7年 4月に、市立藤崎幼稚園に保育所機能を加えた藤崎こども園を開園し、4歳

児、5歳児の定員を減少します。 

令和 7年度までを計画期間とする「習志野市こども園整備と既存市立幼稚園・保育所の

再編計画 第 3期計画」において、市立幼稚園は、集団教育の観点から、将来的に 4歳

児、5歳児ともに園児数が 10人以下となることが見込まれる場合、市立こども園との統合

を検討することとしており、市立大久保東幼稚園は、令和 6年度末をもって市立大久保こ

ども園と統合します。また、市立津田沼幼稚園、屋敷幼稚園も統合の検討を行っているとこ

ろです。 

今後は、市立こども園において、教育機会の確保、特別支援教育、幼児教育の研究、人材

育成などの公立施設が果たすべき役割をしっかりと果たしつつ、1号認定こどもの定員の

あり方について検討していきます。 

また、私立幼稚園のこども園化などについて柔軟な対応を図ります。 

■表 2 年度別「必要量」と「確保方策」について                                 ＜単位：人＞ 
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区域 施設名 種別 開設年度 合計 

第一中

学校区 

谷津幼稚園 市立幼稚園 既設 210 

497 向山こども園 市立こども園 既設 80 

第一くるみ幼稚園 私立こども園 既設 207 

第二中

学校区 

大久保東幼稚園 市立幼稚園 既設 210 

452 

大久保こども園 市立こども園 既設 80 

みのりつくしこども園 私立こども園 既設 60 

習志野みのり幼稚園 私立こども園 既設 312 

大久保東幼稚園 市立幼稚園 R7 こども園統合 ▲210 

第三中

学校区 
袖ケ浦こども園 市立こども園 既設 142 142 

第四中

学校区 

東習志野こども園 市立こども園 既設 140 

770 
みもみ幼稚園 私立幼稚園 既設 300 

ホーリネス幼稚園 私立幼稚園 既設 270 

ブレーメン実花こども園 私立こども園 既設 60 

第五中

学校区 

津田沼幼稚園 市立幼稚園 既設 210 

560 

藤崎幼稚園 市立幼稚園 既設 140 

幼保連携型認定こども園青葉幼稚園 私立こども園 既設 270 

藤崎幼稚園 市立幼稚園 R7 こども園移行 ▲140 

（仮称）藤崎こども園 市立こども園 R7 80 

第六中

学校区 

屋敷幼稚園 市立幼稚園 既設 210 
340 

杉の子こども園 市立こども園 既設 130 

第七中

学校区 
新習志野こども園 市立こども園 既設 60 60 

計画期間中の確保方策合計 2,821 

 

 

  

■表 3 現在の整備状況（教育）                                      ＜単位：人＞ 
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３   保育の必要量と確保方策 

 

 ○保育需要に対する供給施設の区域間調整  

・ 各教育・保育提供区域における保育需要に対しては、当該区域内の供給施設により

対応することが基本となりますが、保護者の通勤経路などの事情により実態としては

必ずしも居住している区域内の施設に入所していない状況もあります。 

・ このような実態などを考慮しながら、供給施設の区域間調整を行うことにより、確保方

策の実施に伴い各提供区域において過剰供給となることを抑止します。 

 

 

■表 4 教育・保育提供区域間で調整を行う施設 

施設名 所在区域 供給区域１ 供給区域２ 

キッズガーデン津田沼園 第一中学校区 
第一中学校区 

（7/10） 

第五中学校区 

（3/10） 

谷津保育所 第一中学校区 
第一中学校区 

（6/10） 

第七中学校区 

（4/10） 

大久保みのり保育園 第二中学校区 
第二中学校区 

（7/10） 

第六中学校区 

（3/10） 

幼保連携型認定こども園青葉幼稚園 第五中学校区 
第三中学校区 

（2/10） 

第五中学校区 

（8/10） 

菊田みのり保育園 第五中学校区 
第三中学校区 

（2/10） 

第五中学校区 

（8/10） 

サンライズキッズ保育園津田沼園 第五中学校区 
第三中学校区 

（3/10） 

第五中学校区 

（7/10） 

青葉保育園 第五中学校区 
第五中学校区 

（8/10） 

第六中学校区 

（2/10） 

谷津南保育所 第七中学校区 
第一中学校区 

（4/10） 

第七中学校区 

（6/10） 

新習志野こども園 第七中学校区 
第三中学校区 

（2/10） 

第七中学校区 

（8/10） 

かすみ保育園 第七中学校区 
第三中学校区 

（2/10） 

第七中学校区 

（8/10） 

リトルガーデンインターナショナル新習志野保育

園 
第七中学校区 

第三中学校区 

（2/10） 

第七中学校区 

（8/10） 

ロゼッタ保育園 第七中学校区 
第三中学校区 

（3/10） 

第七中学校区 

（7/10） 
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(１) 市全域 

現状 

〇令和６年度時点では、保育所 24施設、こども園 11施設、小規模保育事業所１1施設が整

備されています。 

〇また、認可外保育施設が１施設あります。 

 

■表 5 年度別「必要量」と「確保方策」について                  ＜単位：人＞ 

認定区分 区分 
令和７年度 

（2025） 

令和８年度 

（2026） 

令和９年度 

（2027） 

令和 10年度 

（2028） 

令和 11年度 

（2029） 

0歳児 

(３号認定) 

必要量（A） 245 241 241 240 246 

確保方策（B） 359 359 359 359 374 

  認可外保育施設含む 359 359 359 359 374 

需給差（Ｂ-Ａ） 114 118 118 119 128 

  認可外保育施設含む 114 118 118 119 128 

1歳児 

(３号認定) 

必要量（A） 644 626 617 618 631 

確保方策（B） 629 629 629 629 669 

  認可外保育施設含む 629 629 629 629 669 

需給差（Ｂ-Ａ） ▲15 3 12 11 38 

  認可外保育施設含む ▲15 3 12 11 38 

2歳児 

(３号認定) 

必要量（A） 717 705 686 679 691 

確保方策（B） 746 746 746 746 786 

  認可外保育施設含む 753 753 753 753 793 

需給差（Ｂ-Ａ） 29 41 60 67 95 

  認可外保育施設含む 36 48 67 74 102 

3～5 

歳児 

(２号認定) 

必要量（A） 2,326 2,316 2,325 2,275 2,273 

確保方策（B） 2,512 2,512 2,512 2,512 2,587 

  認可外保育施設含む 2,533 2,533 2,533 2,533 2,608 

需給差（Ｂ-Ａ） 186 196 187 237 314 

  認可外保育施設含む 207 217 208 258 335 

合計 

必要量（A） 3,932 3,888 3,869 3,812 3,841 

確保方策（B） 4,239 4,239 4,239 4,239 4,409 

  認可外保育施設含む 4,267 4,267 4,267 4,267 4,437 

需給差（Ｂ-Ａ） 307 351 370 427 568 

  認可外保育施設含む 335 379 398 455 596 
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確保方策 

〇令和７年４月に市立藤崎こども園を開園するとともに、市立藤崎保育所を私立化し、藤崎み

つぼし保育園として定員を増加させ開園します。これに加え、定員の弾力化による受入れ等

により、待機児童は解消されるものと想定しています。 

〇鷺沼特定土地区画整理事業の「まちびらき」が令和 10年度末に予定されており、当該地区

の保育需要が増大することが見込まれています。そのため、計画期間中である令和 11年度

には、１か所の認可保育所と２か所の小規模保育事業所を整備し対応します。それ以降の対

応については、将来的な就学前人口の減少を見据え、周辺の既存施設の活用を図りつつ、

適切な規模の施設整備を行い対応していきます。 
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（２）第一中学校区 

 

現状 

○令和６年度時点では保育所 10施設、こども園２施設、小規模保育事業所５施設が整備さ

れています。 

 

 

認定区分 区分 
令和７年度 

（2025） 

令和８年度 

（2026） 

令和９年度 

（2027） 

令和 10年度 

（2028） 

令和 11年度 

（2029） 

0歳児 

(３号認定) 

必要量（A） 71 69 65 63 59 

確保方策（B） 105 105 105 105 105 

需給差（Ｂ-Ａ） 34 36 40 42 46 

1歳児 

(３号認定) 

必要量（A） 213 198 188 179 170 

確保方策（B） 217 217 217 217 217 

需給差（Ｂ-Ａ） 4 19 29 38 47 

2歳児 

(３号認定) 

必要量（A） 246 225 209 198 189 

確保方策（B） 254 254 254 254 254 

需給差（Ｂ-Ａ） 8 29 45 56 65 

3～5 

歳児 

(２号認定) 

必要量（A） 774 742 733 682 634 

確保方策（B） 785 785 785 785 785 

需給差（Ｂ-Ａ） 11 43 52 103 151 

合計 

必要量（A） 1,304 1,234 1,195 1,122 1,052 

確保方策（B） 1,361 1,361 1,361 1,361 1,361 

需給差（Ｂ-Ａ） 57 127 166 239 309 

 

  

■表 6 年度別「必要量」と「確保方策」について                               ＜単位：人＞ 
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確保方策 

○令和７年度当初から待機児童は発生しないものと想定しています。 

○当該中学校区は、ＪＲ津田沼駅への通勤経路にあり、他の中学校区からの利用が見込まれ

ることから、需給差が生じる他中学校区の保育需要を受け止めることを想定しています。 

 

 

施設名 種別 開設年度 合計 

アスクかなでのもり保育園 

保育所 

既設 80 

谷津保育所（6/10） 既設 66 

谷津南保育所（4/10） 既設 64 

アスクかなでのもり第二保育園 既設 120 

キッズガーデン奏の杜園 既設 120 

谷津みのり保育園 既設 138 

そらまめ保育園 かなでの杜 既設 150 

京進のほいくえんＨＯＰＰＡ津田沼ザ・タワー 既設 96 

そらまめ保育園 津田沼駅前 既設 140 

クニナ奏の杜保育園 既設 70 

キッズガーデン津田沼園（7/10） 既設 67 

サンライズキッズ保育園奏の杜園 

小規模保育 

事業所 

既設 18 

杜の子保育園 既設 19 

サンライズキッズ保育園谷津園 既設 15 

みらいつむぎ谷津保育園 既設 19 

ひまわり保育園 Sola 既設 19 

向山こども園 
こども園 

既設 142 

第一くるみ幼稚園（幼稚園型認定こども園） 既設 18 

合計 1,361 
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（３）第二中学校区 

 

現状 

○令和６年度時点では、保育所１施設、こども園３施設、小規模保育事業所２施設が整備され

ています。 

○また、認可外保育施設が１施設あります。 

 

 

認定区分 区分 
令和７年度 

（2025） 

令和８年度 

（2026） 

令和９年度 

（2027） 

令和 10年度 

（2028） 

令和 11年度 

（2029） 

0歳児 

(３号認定) 

必要量（A） 33 34 36 37 39 

確保方策（B） 42 42 42 42 42 

  認可外保育施設含む 42 42 42 42 42 

需給差（Ｂ-Ａ） 9 8 6 5 3 

  認可外保育施設含む 9 8 6 5 3 

1歳児 

(３号認定) 

必要量（A） 77 82 84 89 91 

確保方策（B） 62 62 62 62 62 

  認可外保育施設含む 62 62 62 62 62 

需給差（Ｂ-Ａ） ▲15 ▲20 ▲22 ▲27 ▲29 

  認可外保育施設含む ▲15 ▲20 ▲22 ▲27 ▲29 

2歳児 

(３号認定) 

必要量（A） 80 87 89 91 95 

確保方策（B） 81 81 81 81 81 

  認可外保育施設含む 88 88 88 88 88 

需給差（Ｂ-Ａ） 1 ▲6 ▲８ ▲10 ▲14 

  認可外保育施設含む 8 1 ▲１ ▲３ ▲７ 

3～5 

歳児 

(２号認定) 

必要量（A） 253 267 269 277 289 

確保方策（B） 264 264 264 264 264 

  認可外保育施設含む 285 285 285 285 285 

需給差（Ｂ-Ａ） 11 ▲ 3  ▲ 5  ▲ 13  ▲ 25  

  認可外保育施設含む 32 18 16 8 ▲ 4 

合計 

必要量（A） 443 470 478 494 514 

確保方策（B） 442 442 442 442 442 

  認可外保育施設含む 470 470 470 470 470 

需給差（Ｂ-Ａ） ▲ 1  ▲ 28  ▲ 36  ▲ 52  ▲ 72  

  認可外保育施設含む 27 0 ▲ 8 ▲ 24 ▲ 44 

  

■表 8 年度別「必要量」と「確保方策」について                                  ＜単位：人＞ 
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確保方策 

○１歳児と２歳児で需給差が生じますが、定員の弾力化や隣接する中学校区で補うことにより

待機児童は発生しないものと想定しています。 

 

 

施設名 種別 開設年度 合計 

大久保みのり保育園（7/10） 保育所 既設 103 

ひまわり保育園 2nd 小規模保育 

事業所 

既設 18 

ひまわり保育園 既設 18 

みのりつくしこども園 

こども園 

既設 105 

大久保こども園 既設 150 

習志野みのり幼稚園（幼稚園型認定こども園） 既設 48 

計画期間中の確保方策合計 442 

やひろ学園 認可外 既設 28 

計画期間中の認可外保育施設合計 28 

計画期間中の確保方策合計（認可外保育施設など含む） 470 
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（４）第三中学校区 

 

現状 

○令和６年度時点では、保育所１施設、こども園１施設が整備されています。 

 

 

認定区分 区分 
令和７年度 

（2025） 

令和８年度 

（2026） 

令和９年度 

（2027） 

令和 10年度 

（2028） 

令和 11年度 

（2029） 

0歳児 

(３号認定) 

必要量（A） 22 23 25 28 38 

確保方策（B） 33 33 33 33 48 

需給差（Ｂ-Ａ） 11 10 8 5 10 

1歳児 

(３号認定) 

必要量（A） 52 56 63 73 101 

確保方策（B） 45 45 45 45 85 

需給差（Ｂ-Ａ） ▲7 ▲11 ▲18 ▲28 ▲16 

2歳児 

(３号認定) 

必要量（A） 53 66 73 85 107 

確保方策（B） 51 51 51 51 91 

需給差（Ｂ-Ａ） ▲2 ▲15 ▲22 ▲34 ▲16 

3～5 

歳児 

(２号認定) 

必要量（A） 209 214 233 250 317 

確保方策（B） 206 206 206 206 281 

需給差（Ｂ-Ａ） ▲ 3 ▲ 8 ▲ 27 ▲ 44 ▲ 36 

合計 

必要量（A） 336 359 394 436 563 

確保方策（B） 335 335 335 335 505 

需給差（Ｂ-Ａ） ▲ 1 ▲ 24 ▲ 59 ▲ 101 ▲ 58 

 

  

■表 10 年度別「必要量」と「確保方策」について                                  ＜単位：人＞ 
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確保方策 

○各認定区分において需給差が生じますが、定員の弾力化や隣接する中学校区で補うことに

より待機児童は発生しないものと想定しています。 

○鷺沼特定土地区画整理事業の「まちびらき」が令和 10年度末に予定されており、当該地

区の保育需要が増大することが見込まれています。そのため、計画期間中である令和 11年

度には、１か所の認可保育所と２か所の小規模保育事業所を整備し対応します。それ以降の

対応については、将来的な就学前人口の減少を見据え、周辺の既存施設の活用を図りつ

つ、適切な規模の施設整備を行い対応していきます。 

 

 

施設名 種別 開設年度 合計 

明徳そでにの保育園 

保育所 

既設 110 

菊田みのり保育園（2/10） 既設 34 

かすみ保育園（2/10） 既設 18 

リトルガーデンインターナショナル新習志野保育園（2/10） 既設 6 

民間認可保育所 R11.4 132 

サンライズキッズ保育園津田沼園（3/10） 

小規模保育 

事業所 

既設 6 

ロゼッタ保育園（3/10） 既設 6 

民間小規模保育事業所 R11.4 19 

民間小規模保育事業所 R11.4 19 

袖ケ浦こども園 

こども園 

既設 125 

幼保連携型認定こども園青葉幼稚園（2/10） 既設 24 

新習志野こども園（2/10） 既設 6 

合計 505 

 

 

  

■表 11 第三中学校区の整備予定（２・３号認定）                          ＜単位：人＞ 
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（５）第四中学校区 

 

現状 

○令和６年度時点では、保育所２施設、こども園２施設が整備されています。 

 

 

認定区分 区分 
令和７年度 

（2025） 

令和８年度 

（2026） 

令和９年度 

（2027） 

令和 10年度 

（2028） 

令和 11年度 

（2029） 

0歳児 

(３号認定) 

必要量（A） 29 28 29 28 28 

確保方策（B） 42 42 42 42 42 

需給差（Ｂ-Ａ） 13 14 13 14 14 

1歳児 

(３号認定) 

必要量（A） 75 72 70 70 68 

確保方策（B） 66 66 66 66 66 

需給差（Ｂ-Ａ） ▲ 9 ▲ 6 ▲ 4 ▲ 4 ▲ 2 

2歳児 

(３号認定) 

必要量（A） 56 76 72 70 71 

確保方策（B） 78 78 78 78 78 

需給差（Ｂ-Ａ） 22 2 6 8 7 

3～5 

歳児 

(２号認定) 

必要量（A） 266 223 237 230 246 

確保方策（B） 267 267 267 267 267 

需給差（Ｂ-Ａ） 1 44 30 37 21 

合計 

必要量（A） 426 399 408 398 413 

確保方策（B） 453 453 453 453 453 

需給差（Ｂ-Ａ） 27 54 45 55 40 

 

 

確保方策 

○主に１歳児で需給差が生じますが、定員の弾力化により待機児童は発生しないものと想定

しています。 

 

 

施設名 種別 開設年度 合計 

若松すずみ保育園 
保育所 

既設 150 

実籾保育園 既設 36 

東習志野こども園 
こども園 

既設 152 

ブレーメン実花こども園 既設 115 

合計 453 

■表 12 年度別「必要量」と「確保方策」について                                 ＜単位：人＞ 

■表 13 第四中学校区の整備予定（２・３号認定）                          ＜単位：人＞ 
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（６）第五中学校区 

 

現状 

○令和６年度時点では、保育所４施設、こども園１施設、小規模保育事業所２施設が整備され

ています。 

 

 

認定区分 区分 
令和７年度 

（2025） 

令和８年度 

（2026） 

令和９年度 

（2027） 

令和 10年度 

（2028） 

令和 11年度 

（2029） 

0歳児 

(３号認定) 

必要量（A） 47 46 47 46 47 

確保方策（B） 71 71 71 71 71 

需給差（Ｂ-Ａ） 24 25 24 25 24 

1歳児 

(３号認定) 

必要量（A） 119 115 113 112 110 

確保方策（B） 123 123 123 123 123 

需給差（Ｂ-Ａ） 4 8 10 11 13 

2歳児 

(３号認定) 

必要量（A） 150 131 127 124 123 

確保方策（B） 141 141 141 141 141 

需給差（Ｂ-Ａ） ▲ 9 10 14 17 18 

3～5 

歳児 

(２号認定) 

必要量（A） 416 438 426 418 392 

確保方策（B） 510 510 510 510 510 

需給差（Ｂ-Ａ） 94 72 84 92 118 

合計 

必要量（A） 732 730 713 700 672 

確保方策（B） 845 845 845 845 845 

需給差（Ｂ-Ａ） 113 115 132 145 173 

 

  

■表 14 年度別「必要量」と「確保方策」について                                 ＜単位：人＞ 
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確保方策 

○令和７年４月に市立藤崎こども園を開園するとともに、市立藤崎保育所を私立化し、藤崎み

つぼし保育園として定員を増加させ開園します。 

○令和７年度当初は定員の弾力化により、それ以降は既存施設で待機児童は発生しないもの

と想定しています。 

○当該中学校区は、ＪＲ津田沼駅や京成津田沼駅への通勤経路にあり、他の中学校区からの

利用が見込まれることから、需給差が生じる他中学校区の保育需要を受け止めることを想

定しています。 

 

 

施設名 種別 開設年度 合計 

藤崎保育所 

保育所 

既設 １２３ 

ブレーメン津田沼保育園 既設 149 

菊田みのり保育園（8/10） 既設 137 

青葉保育園（8/10） 既設 130 

キッズガーデン津田沼園（3/10） 既設 27 

藤崎保育所 R7.4私立化 ▲１２３ 

（仮称）藤崎みつぼし保育園 R7.4 132 

サンライズキッズ保育園津田沼園（7/10） 小規模保育 

事業所 

既設 13 

ポピンズナーサリースクール イオンモール津田沼 既設 18 

幼保連携型認定こども園青葉幼稚園（8/10） 
こども園 

既設 97 

（仮称）藤崎こども園 R7.4 142 

合計 845 
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（７）第六中学校区 

 

現状 

○令和６年度時点では、保育所２施設、こども園１施設、小規模保育事業所１施設が整備され

ています。 

 

 

認定区分 区分 
令和７年度 

（2025） 

令和８年度 

（2026） 

令和９年度 

（2027） 

令和 10年度 

（2028） 

令和 11年度 

（2029） 

0歳児 

(３号認定) 

必要量（A） 31 30 28 27 25 

確保方策（B） 38 38 38 38 38 

需給差（Ｂ-Ａ） 7 8 10 11 13 

1歳児 

(３号認定) 

必要量（A） 76 71 68 65 62 

確保方策（B） 60 60 60 60 60 

需給差（Ｂ-Ａ） ▲ 16 ▲ 11 ▲ 8 ▲ 5 ▲ 2 

2歳児 

(３号認定) 

必要量（A） 94 83 79 75 72 

確保方策（B） 72 72 72 72 72 

需給差（Ｂ-Ａ） ▲ 22 ▲ 11 ▲ 7 ▲ 3 0 

3～5 

歳児 

(２号認定) 

必要量（A） 281 295 284 279 258 

確保方策（B） 225 225 225 225 225 

需給差（Ｂ-Ａ） ▲ 56 ▲ 70 ▲ 59 ▲ 54 ▲ 33 

合計 

必要量（A） 482 479 459 446 417 

確保方策（B） 395 395 395 395 395 

需給差（Ｂ-Ａ） ▲ 87 ▲ 84 ▲ 64 ▲ 51 ▲ 22 

 

  

■表 16 年度別「必要量」と「確保方策」について                                ＜単位：人＞ 
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確保方策 

○徐々に縮まっていくものの、各認定区分において需給差が生じますが、定員の弾力化や他の

中学校区で補うこと等により、保育需要を受け止めることが可能なものと想定しています。 

 

 

施設名 種別 開設年度 合計 

本大久保第二保育所 

保育所 

既設 47 

COO本大久保保育園 既設 177 

大久保みのり保育園（3/10） 既設 44 

青葉保育園（2/10） 既設 32 

ひまわり保育園３ｒｄ 小規模保育事業所 既設 18 

杉の子こども園 こども園 既設 77 

合計 395 

  

■表 17 第六中学校区の整備予定（２号・３号認定）                          ＜単位：人＞ 
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（８）第七中学校区 

 

現状 

○令和６年度時点では、保育所４施設、こども園１施設、小規模保育事業所１施設が整備され

ています。 

 

 

認定区分 区分 
令和７年度 

（2025） 

令和８年度 

（2026） 

令和９年度 

（2027） 

令和 10年度 

（2028） 

令和 11年度 

（2029） 

0歳児 

(３号認定) 

必要量（A） 12 11 11 11 10 

確保方策（B） 28 28 28 28 28 

需給差（Ｂ-Ａ） 16 17 17 17 18 

1歳児 

(３号認定) 

必要量（A） 32 32 31 30 29 

確保方策（B） 56 56 56 56 56 

需給差（Ｂ-Ａ） 24 24 25 26 27 

2歳児 

(３号認定) 

必要量（A） 38 37 37 36 34 

確保方策（B） 69 69 69 69 69 

需給差（Ｂ-Ａ） 31 32 32 33 35 

3～5 

歳児 

(２号認定) 

必要量（A） 127 137 143 139 137 

確保方策（B） 255 255 255 255 255 

需給差（Ｂ-Ａ） 128 118 112 116 118 

合計 

必要量（A） 209 217 222 216 210 

確保方策（B） 408 408 408 408 408 

需給差（Ｂ-Ａ） 199 191 186 192 198 

  

■表 18 年度別「必要量」と「確保方策」について                             ＜単位：人＞ 
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確保方策 

○令和７年度当初から待機児童は発生しないものと想定しています。 

○当該中学校区は、ＪＲ新習志野駅への通勤経路にあり、他の中学校区からの利用が見込ま

れることから、需給差が生じる他中学校区の保育需要を受け止めることを想定しています。 

 

 

 

施設名 種別 開設年度 合計 

かすみ保育園（8/10） 

保育所 

既設 72 

秋津保育所 既設 137 

谷津南保育所（6/10） 既設 96 

リトルガーデンインターナショナル新習志野保育園（8/10） 既設 24 

谷津保育所（4/10） 既設 43 

ロゼッタ保育園（7/10） 小規模保育事業所 既設 12 

新習志野こども園（8/10） こども園 既設 24 

合計 408 

 

 

 

 

  

■表 19 第七中学校区の整備予定（２号・３号認定）                           ＜単位：人＞ 
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４   地域子ども・子育て支援事業の必要量と確保方策 

（１）延長保育事業 

○事業内容 

保育認定を受けたこどもについて、通常の利用日や利用時間以外の日・時間において、保

育所などにおいて保育を実施する事業です。 
 

○事業実績 

すべての保育所・こども園・小規模保育事業所にて、午後６時以降実施しています。 

 

■表 20 利用実績  ＜単位：人（実人数）＞ 

 令和元年度 
(2019) 

令和２年度 
(2020) 

令和 3年度 
(2021) 

令和 4年度 
(2022) 

令和 5年度 
(2023) 

入所者数 

(標準時間認定者) 

2,929 

(2,691) 

3,183 

(2,877) 

3,423 

(3,092) 

3,502 

(3,165) 

3,613 

(3,257) 

 各年４月時点 
 

○必要量と確保方策 

延長保育事業は、保育を利用するこども（標準時間認定者）はすべて利用する可能性があり、

対応できる施設は準備されていることから、必要量は、保育の確保量と同数としました。 

また、今後整備する保育所などのすべてで、延長保育事業を実施するため、確保方策は必要量

と同数としました。 

 

■表 21 必要量と確保方策  ＜単位：人（実人数）＞ 

区域 区分 
令和７年度 
(2025) 

令和８年度 
(2026) 

令和９年度 
(2027) 

令和 10年度 
(2028) 

令和 11年度 
(2029) 

第一 
中学 
校区 

必要量 1,361 1,361 1,361 1,361 1,361 
確保方策 1,361 1,361 1,361 1,361 1,361 
需給差 0 0 0 0 0 

第二 
中学 
校区 

必要量 442 442 442 442 442 
確保方策 442 442 442 442 442 
需給差 0  0  0  0  0  

第三 
中学 
校区 

必要量 335 335 335 335 505 
確保方策 335 335 335 335 505 
需給差 0 0 0 0 0 

第四 
中学 
校区 

必要量 453 453 453 453 453 
確保方策 453 453 453 453 453 
需給差 0  0  0  0  0  

第五 
中学 
校区 

必要量 845 845 845 845 845 
確保方策 845 845 845 845 845 
需給差 0 0 0 0 0 

第六 
中学 
校区 

必要量 395 395 395 395 395 
確保方策 395 395 395 395 395 
需給差 0  0  0  0  0  

第七 
中学 
校区 

必要量 408 408 408 408 408 

確保方策 408 408 408 408 408 
需給差 0 0 0 0 0 

全
体 

必要量 4,239 4,239 4,239 4,239 4,409 
確保方策 4,239 4,239 4,239 4,239 4,409 
需給差 0 0 0 0 0 
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（２）放課後児童健全育成事業（放課後児童会） 

○事業内容 

小学校に就学している児童であって、その保護者が労働などにより昼間家庭にいない児童

を対象に、家庭、地域などとの連携の下、発達段階に応じた主体的な遊びや生活が可能とな

るよう、当該児童の自主性、社会性及び創造性の向上、基本的な生活習慣の確立などを図

り、もって当該児童の健全な育成を図る事業です。 
 

○事業実績 

市内の 16小学校区 38児童会で実施しています。 

 

■表 22 登録児童数の推移（各年度 5 月 1 日現在）  ＜単位：人＞ 

 令和２年度 
(2020) 

令和 3年度 
(2021) 

令和 4年度 
(2022) 

令和 5年度 
(2023) 

令和６年度 
(2024) 

１～３年生 1,353 1,320 1,426 1,469 1,495 

４～６年生 137 116 172 245 348 

全体 1,490 1,436 1,598 1,714 1,843 

 

○必要量と確保方策 

小学校ごとに放課後児童会を設置していることから、小学校の余裕教室、隣接幼稚園等を

活用して整備してきましたが、必要量の増加が見込まれる小学校があることから、余裕教室

の活用、公共施設等を活用し、必要量に対応した放課後児童会を整備します。 

 

■表 23 必要量と確保方策                                          ＜単位：人＞ 

小学 
校名 

区分 
令和７年度 
(2025) 

令和８年度 
(2026) 

令和９年度 
(2027) 

令和 10年度 
(2028) 

令和 11年度 
(2029) 

 

袖ケ浦

西 

必要量(Ａ) 42 44 48 48 52 

確保方策(Ｂ) 100 100 100 100 100 

需給差(Ｂ-Ａ) 58 56 52 52 48 

 

大久保 

必要量(Ａ) 169 163 159 153 145 

確保方策(Ｂ) 196 196 196 196 196 

需給差(Ｂ-Ａ) 27 33 37 43 51 

 

鷺沼 

必要量(Ａ) 160 151 161 162 162 

確保方策(Ｂ) 230 230 230 230 230 

需給差(Ｂ-Ａ) 70 79 69 68 68 

 

谷津 

必要量(Ａ) 341 337 331 339 342 

確保方策(Ｂ) 365 365 365 365 365 

需給差(Ｂ-Ａ) 24 28 34 26 23 
 

大久保

東 

必要量(Ａ) 85 93 98 94 97 

確保方策(Ｂ) 120 120 120 120 120 

需給差(Ｂ-Ａ) 35 27 22 26 23 
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■表 23 必要量と確保方策（続き）                                     ＜単位：人＞ 

小学 
校名 

区分 
令和７年度 
(2025) 

令和８年度 
(2026) 

令和９年度 
(2027) 

令和 10年度 
(2028) 

令和 11年度 
(2029) 

 

東 

習志野 

必要量(Ａ) 106 99 86 73 64 

確保方策(Ｂ) 150 150 150 150 150 

需給差(Ｂ-Ａ) 44 51 64 77 86 

 

実花 

必要量(Ａ) 74 71 61 57 45 

確保方策(Ｂ) 113 113 113 113 113 

需給差(Ｂ-Ａ) 39 42 52 56 68 

 

津田沼 

必要量(Ａ) 188 189 193 195 199 

確保方策(Ｂ) 190 190 235 235 235 

需給差(Ｂ-Ａ) 2 1 42 40 36 

 

向山 

必要量(Ａ) 99 114 107 111 111 

確保方策(Ｂ) 138 138 138 138 138 

需給差(Ｂ-Ａ) 39 24 31 27 27 

 

実籾 

必要量(Ａ) 64 71 70 67 68 

確保方策(Ｂ) 86 86 86 86 86 

需給差(Ｂ-Ａ) 22 15 16 19 18 

 

藤崎 

必要量(Ａ) 92 90 89 86 89 

確保方策(Ｂ) 102 102 102 102 102 

需給差(Ｂ-Ａ) 10 12 13 16 13 

 

屋敷 

必要量(Ａ) 143 124 114 101 91 

確保方策(Ｂ) 184 184 184 184 184 

需給差(Ｂ-Ａ) 41 60 70 83 93 

 

秋津 

必要量(Ａ) 56 50 48 46 40 

確保方策(Ｂ) 86 86 86 86 86 

需給差(Ｂ-Ａ) 30 36 38 40 46 
 

袖ケ浦

東 

必要量(Ａ) 41 41 40 38 35 

確保方策(Ｂ) 70 70 70 70 70 

需給差(Ｂ-Ａ) 29 29 30 32 35 

 

香澄 

必要量(Ａ) 33 32 32 28 28 

確保方策(Ｂ) 65 65 65 65 65 

需給差(Ｂ-Ａ) 32 33 33 37 37 

 

谷津南 

必要量(Ａ) 260 256 243 214 194 

確保方策(Ｂ) 363 363 363 363 363 

需給差(Ｂ-Ａ) 103 107 120 149 169 

 

全体 

必要量(Ａ) 1,953 1,925 1,880 1,812 1,762 

確保方策(Ｂ) 2,558 2,558 2,603 2,603 2,603 

需給差(Ｂ-Ａ) 605 633 723 791 841 
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■表 24 確保方策の内訳                                           ＜単位：人＞ 

小学校名 施設名 開設年度 合計 

袖ケ浦西 袖ケ浦西児童会 既設 100 100 

大久保 
大久保第一・大久保第二・大久保第三・大久保第四児

童会 
既設 196 196 

鷺沼 鷺沼第一・鷺沼第二・鷺沼第三児童会 既設 230 230 

谷津 
谷津第一・谷津第二・谷津第三・谷津第四・谷津第五・

谷津第六児童会 
既設 365 365 

大久保東 

大久保東児童会 既設 98 

120 

大久保東第一児童会 令和７年 ▲58 

大久保東第二児童会 令和７年 40 

大久保東第二児童会（プレイルームの整備） 令和７年 40 

大久保東第一児童会 令和 10年 20 

大久保東第二児童会 令和 10年 20 

大久保東第二児童会（プレイルームの廃止） 令和 10年 ▲40 

東習志野 東習志野第一・東習志野第二・東習志野第三児童会 既設 150 150 

実花 実花第一・実花第二児童会 既設 113 113 

津田沼 
つだぬま第一・つだぬま第二・つだぬま第三児童会 既設 190 

235 
つだぬま第四児童会 令和９年 45 

向山 
向山第一児童会・向山第二児童会 既設 93 

138 
向山第一児童会（プレイルームの整備） 令和７年 45 

実籾 実籾児童会 既設 86 86 

藤崎 藤崎第一・藤崎第二児童会 既設 102 102 

屋敷 屋敷第一・屋敷第二・屋敷第三児童会 既設 184 184 

秋津 秋津児童会 既設 86 86 

袖ケ浦東 袖ケ浦東児童会 既設 70 70 

香澄 香澄児童会 既設 65 65 

谷津南 
谷津南第一・谷津南第二・谷津南第三・谷津南第四児

童会 
既設 363 363 

計画期間中の確保方策合計 2,603 
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（３）地域子育て支援拠点事業（こどもセンター等） 

○事業内容 

乳幼児及び保護者が相互の交流を行う場所を開設し、子育てについての相談、情報の提

供、助言その他の支援を行う事業です。 

 

○事業実績 

習志野市こどもセンター（鷺沼）、きらっ子ルーム、こども園こどもセンターで実施しています。 

 

■表 25 利用実績               ＜単位：利用実績…人日（年間延べ人数）、箇所数…箇所＞ 

 令和元年度 
(2019) 

令和２年度 
(2020) 

令和 3年度 
(2021) 

令和 4年度 
(2022) 

令和 5年度 
(2023) 

利用実績 93,568 36,669 42,819 41,771 71,104 

箇所数 7 8 8 8 8 

 ※利用実績は、市立施設における、こども及び保護者の利用実績を掲載しています。 

 

○必要量と確保方策 

中学校区毎で必要量に応じた確保を図ります。 

 

■表 26 確保方策の内訳  

区域 施設名 開設年度 

第一中学校区 
きらっ子ルームやつ 既設 

向山こども園こどもセンター 既設 

第二中学校区 
大久保こども園こどもセンター 既設 

みのりつくしこども園こどもセンター 既設 

第三中学校区 
袖ケ浦こども園こどもセンター 既設 

習志野市こどもセンター 既設 

第四中学校区 東習志野こども園こどもセンター 既設 

第五中学校区 （仮称）藤崎こども園こどもセンター 令和７年 

第六中学校区 杉の子こども園こどもセンター 既設 

第七中学校区 新習志野こども園こどもセンター 既設 
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■表 27 必要量と確保方策            ＜単位：確保方策…箇所 、 その他…人日（年間延べ人数）＞ 

区域 区分 
令和７年度 
(2025) 

令和８年度 
(2026) 

令和９年度 
(2027) 

令和 10年度 
(2028) 

令和 11年度 
(2029) 

第一 

中学 

校区 

必要量 26,412 24,384 22,680 21,240 19,896 

確保方策 2 2 2 2 2 

【参考】 
確保量 36,332 36,332 36,332 36,332 36,332 

需給差 9,920 11,948 13,652 15,092 16,436 

第二 

中学 

校区 

必要量 12,480 12,936 13,176 13,464 13,728 

確保方策 2 2 2 2 2 

【参考】 
確保量 31,536 31,536 31,536 31,536 31,536 

需給差 19,056 18,600 18,360 18,072 17,808 

第三 

中学 

校区 

必要量 11,928 12,960 13,452 14,508 18,432 

確保方策 2 2 2 2 2 

【参考】 
確保量 40,880 40,880 40,880 40,880 40,880 

需給差 28,952 27,920 27,428 26,372 22,448 

第四 

中学 

校区 

必要量 15,480 16,176 15,588 15,144 14,700 

確保方策 1 1 1 1 1 

【参考】 
確保量 21,900 21,900 21,900 21,900 21,900 

需給差 6,420 5,724 6,312 6,756 7,200 

第五 

中学 

校区 

必要量 18,600 17,424 16,908 16,548 16,188 

確保方策 1 1 1 1 1 

【参考】 
確保量 20,148 20,148 20,148 20,148 20,148 

需給差 1,548 2,724 3,240 3,600 3,960 

第六 

中学 

校区 

必要量 11,508 10,764 10,104 9,480 8,916 

確保方策 1 1 1 1 1 

【参考】 
確保量 19,564 19,564 19,564 19,564 19,564 

需給差 8,056 8,800 9,460 10,084 10,648 

第七 

中学 

校区 

必要量 8,232 7,740 7,356 7,008 6,648 

確保方策 1 1 1 1 1 

【参考】 
確保量 11,972 11,972 11,972 11,972 11,972 

需給差 3,740 4,232 4,616 4,964 5,324 

全
体 

必要量 104,640 102,384 99,264 97,392 98,508 

確保方策 10 10 10 10 10 

【参考】 
確保量 182,332 182,332 182,332 182,332 182,332 

需給差 77,692 79,948 83,068 84,940 83,824 
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（４－１）一時預かり事業（幼稚園型：１号認定・２号認定） 

○事業内容 

家庭において保育を受けることが一時的に困難となった乳幼児について、主として昼間に

おいて、認定こども園、幼稚園、保育所、地域子育て支援拠点その他の場所において、一時的

に預かり、必要な保護を行う事業です。 

一時預かり事業のうち、「幼稚園型」に当たる事業です。 

 

○事業実績 

預かり保育事業として、すべての市立、私立幼稚園、こども園で実施しています。 

 

■表 28 利用実績  ＜単位：人日（年間延べ人数）＞ 

 令和元年度 
(2019) 

令和２年度 
(2020) 

令和 3年度 
(2021) 

令和 4年度 
(2022) 

令和 5年度 
(2023) 

利用実績 13,320 12,912 15,683 14,905 15,991 

※市立幼稚園（市立こども園を含む。）における一時預かり事業の利用実績を掲載しています。 

 

○必要量と確保方策 

需要に応じた確保ができると考えております。 

 

■表 29 必要量と確保方策 ＜単位：人日（年間延べ人数）＞ 

 令和７年度 
(2025) 

令和８年度 
(2026) 

令和９年度 
(2027) 

令和 10年度 
(2028) 

令和 11年度 
(2029) 

必要量 34,674 32,801 31,887 31,122 30,826 

確保方策 34,674 32,801 31,887 31,122 30,826 

需給差 0 0 0 0 0 

  ※市立・私立幼稚園（市立・私立こども園を含む。）における一時預かり事業の必要量と確保方策です。 
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（４－２）一時預かり事業（幼稚園型以外）  

 

 

 

○事業内容 

【一時預かり事業】 

家庭において保育を受けることが一時的に困難となった乳幼児について、主として昼間

において、認定こども園、幼稚園、保育所、地域子育て支援拠点その他の場所において、一

時的に預かり、必要な保護を行う事業です。 

【ファミリー・サポート・センター事業】 

乳幼児を子育てしている保護者、援助をするサポーター双方を会員として、乳幼児の預

かり等の援助を受けることを希望する者と当該援助を行うことを希望する者との相互援助

活動に関する連絡、調整を行う事業です。 

 

○事業実績 

一時預かり事業は、「一時保育事業」として、保育所、こども園などで実施しています。 

ファミリー・サポート・センター事業では、保育所（園）の送迎や短時間の預かりを行う「育児

支援事業」やこどもセンター、きらっ子ルームでの一時預かり事業「ファミ・サポる～む」を実施

しています。本市のファミリー・サポート・センター事業は、午後 10時まで実施しており、いわゆ

るトワイライトステイ事業の役割も担っています。 

 

■表 30 利用実績 ＜単位：人日（年間延べ人数）＞ 

 令和元年度 
(2019) 

令和２年度 
(2020) 

令和 3年度 
(2021) 

令和 4年度 
(2022) 

令和 5年度 
(2023) 

一時預かり事業 16,169 10,137 7,065 10,674 10,549 

ファミリー・サポー

ト・センター事業 
2,029 1,488 1,659 1,876 2,049 

合計 18,198 11,625 8,724 12,550 12,598 

 

  

ファミリー・サポート・センター事業（就学前児童対象（病児・緊急対応強化事業以外））

を含む。 
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○必要量と確保方策 

令和７年度から（仮称）藤崎こども園において実施します。令和８年度以降、すべての中学校

区で需要に応えることができると考えていますが、実施にあたっては、一時預かり事業の需要の

変化等を注視しながら、適切な措置を講じます。 

 

■表 31 必要量と確保方策 ＜単位：人日（年間延べ人数）＞ 

区域 区分 
令和７年度 
(2025) 

令和８年度 
(2026) 

令和９年度 
(2027) 

令和 10年度 
(2028) 

令和 11年度 
(2029) 

第一
中学
校区 

必要量 2,068 1,943 1,808 1,681 1,565 

確保方策(A) 5,061 5,061 5,061 5,061 5,061 

確保方策(B) 476 460 440 410 391 

需給差 3,469 3,578 3,693 3,790 3,887 

第二
中学
校区 

必要量 1,726 1,748 1,790 1,840 1,874 

確保方策(A) 2,640 2,640 2,640 2,640 2,640 

確保方策(B) 243 254 266 274 285 

需給差 1,157 1,146 1,116 1,074 1,051 

第三
中学
校区 

必要量 2,538 2,669 2,871 3,568 3,840 

確保方策(A) 3,300 3,300 3,300 3,300 3,300 

確保方策(B) 179 194 213 266 292 

需給差 941 825 642 ▲2 ▲248 

第四
中学
校区 

必要量 1,758 1,737 1,721 1,737 1,678 

確保方策(A) 2,640 2,640 2,640 2,640 2,640 

確保方策(B) 234 238 241 244 241 

需給差 1,116 1,141 1,160 1,147 1,203 

第五
中学
校区 

必要量 1,992 1,901 1,848 1,767 1,721 

確保方策(A) 4,277 4,277 4,277 4,277 4,277 

確保方策(B) 333 328 326 313 311 

需給差 2,281 2,367 2,418 2,486 2,530 

第六
中学
校区 

必要量 1,812 1,704 1,615 1,513 1,417 

確保方策(A) 2,112 2,112 2,112 2,112 2,112 

確保方策(B) 222 216 209 197 188 

需給差 522 624 706 796 883 

第七
中学
校区 

必要量 876 835 792 748 712 

確保方策(A) 683 683 683 683 683 

確保方策(B) 176 173 168 159 155 

需給差 ▲17 21 59 94 126 

全
体 

必要量 12,770 12,537 12,445 12,854 12,807 

確保方策(A) 20,713 20,713 20,713 20,713 20,713 

確保方策(B) 1,863 1,863 1,863 1,863 1,863 

需給差 9,806 10,039 10,131 9,722 9,769 

 ※確保方策(A)…確保方策(一時預かり)、確保方策(B)…確保方策(ファミリー・サポート・センター) 
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■表 32 確保方策（一時保育）の内訳                        ＜単位：人日（年間延べ人数）＞ 

区域 施設名 開設年度 確保数 

第一中学校区 

谷津保育所 既設 2,640 

向山こども園 既設 2,122 

クニナ奏の杜保育園 既設 299 

第二中学校区 大久保こども園 既設 2,640 

第三中学校区 
袖ケ浦こども園 既設 2,640 

明徳そでにの保育園 既設 660 

第四中学校区 東習志野こども園 既設 2,640 

第五中学校区 

（仮称）藤崎こども園 令和７年 2,640 

ブレーメン津田沼保育園 既設 1,300 

菊田みのり保育園 既設 337 

第六中学校区 杉の子こども園 既設 2,112 

第七中学校区 
かすみ保育園 既設 388 

ロゼッタ保育園 既設 295 
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（５）利用者支援事業 

○事業内容 

【基本型・地域子育て相談機関・特定型（子育て支援コンシェルジュ）】 

こどもや保護者などが、教育・保育施設や地域の子育て支援事業などを円滑に利用でき

るよう、身近な場所において、情報提供、必要に応じた相談・助言などを行い、関係機関との

連絡調整などを実施する事業です。 

 

【こども家庭センター型】 

母子保健・児童福祉の両機能を持つ一体的組織として連携・協働を深め、子育て家庭に

対する相談支援を実施します。虐待への予防的な対応から子育てに困難を抱える家庭まで、

切れ目なく、漏れなく相談対応することを目指し、家庭支援事業等の地域資源を活用した支

援を実施する事業です。 

 

【妊婦等包括相談支援事業】 

妊婦・その配偶者等に対して面談等により情報提供や相談等(伴走型相談支援)を行う事

業です。 

 

○事業実績 

【基本型・特定型（子育て支援コンシェルジュ）】 

市立のこどもセンター・きらっ子ルーム・こども部窓口で、実施しています。 

 

■表 33 事業実績 ＜単位：箇所＞ 

 令和元年度 
(2019) 

令和２年度 
(2020) 

令和 3年度 
(2021) 

令和 4年度 
(2022) 

令和 5年度 
(2023) 

基本型・特定型 ８ 8 8 8 8 

母子保健型 １ １ １ １ １ 

※「母子保健型」は、令和６年度より「こども家庭センター型」に統合 
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○必要量と確保方策 

【基本型・地域子育て相談機関・特定型（子育て支援コンシェルジュ）】 

中学校区毎で 1カ所以上の設置を図ります。 

 

【こども家庭センター型】 

現状において、すべて実施できることから、令和７年度から令和１１年度までの確保方策

は、現状の実施体制と同等の体制とします。 

 

【妊婦等包括相談支援事業】 

現状実施している伴走型相談支援において実施できていることから、現状の実施体制と同

等の体制とします。 

 

■表 34 必要量と確保方策（基本型・地域子育て相談機関・特定型・こども家庭センター型） ＜単位：箇所＞ 

 令和７年度 
(2025) 

令和８年度 
(2026) 

令和９年度 
(2027) 

令和 10年度 
(2028) 

令和 11年度 
(2029) 

必要量 

基本型 7 7 7 7 7 

地域子育て相談機関 7 7 7 7 7 

特定型 1 1 1 1 1 

こども家庭センター型 1 1 1 1 1 

確保方策 

基本型 9 9 9 9 9 

地域子育て相談機関 9 9 9 9 9 

特定型 1 1 1 1 1 

こども家庭センター型 1 1 1 1 1 

需給差 

基本型 2 2 2 2 2 

地域子育て相談機関 2 2 2 2 2 

特定型 0 0 0 0 0 

こども家庭センター型 0 0 0 0 0 

 

 

■表 35 必要量と確保方策（妊婦等包括相談支援事業） ＜単位：妊娠届出数…人、その他…回＞ 

  令和７年度 
(2025) 

令和８年度 
(2026) 

令和９年度 
(2027) 

令和 10年度 
(2028) 

令和 11年度 
(2029) 

必要量 

妊娠届出数 1,073 1,057 1,048 1,038 1,025 

１組当たりの面談回数 2.5 2.5 2.5 2.5 2.5 

面談実施合計回数 2,683 2,643 2,620 2,595 2,563 

確保方策 
妊婦等包括相談

支援事業 
2,683 2,643 2,620 2,595 2,563 
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■表 36 確保方策の内訳（基本型・地域子育て相談機関・特定型・こども家庭センター型） 

  区域 施設名 開設年度 

基本型・ 

地域子育て相談機関 

第一中学校区 
きらっ子ルームやつ 既設 

向山こども園こどもセンター 既設 

第二中学校区 大久保こども園こどもセンター 既設 

第三中学校区 
袖ケ浦こども園こどもセンター 既設 

習志野市こどもセンター 既設 

第四中学校区 東習志野こども園こどもセンター 既設 

第五中学校区 （仮称）藤崎こども園こどもセンター 令和７年 

第六中学校区 杉の子こども園こどもセンター 既設 

第七中学校区 新習志野こども園こどもセンター 既設 

特定型  市庁舎 こども部窓口 既設 

こども家庭センター型   習志野市こども家庭センター 既設 

 

■表 37 確保方策の内訳（妊婦等包括相談支援事業）  

 令和７年度～令和 11年度 

実施体制 50人 

  母子保健推進員 30人 

 新生児訪問指導担当者(助産師) 5人 

  地区担当職員(保健師) 15人 

実施時期 （実施内容） 

  妊娠届出時 妊婦と面談 

 妊娠８か月頃 
妊娠７か月頃に８か月面談の案内文とアンケートを郵送 

希望者には面談を実施 

  出産後 
産後概ね３か月頃までにこんにちは赤ちゃん事業で子の養育者

(おもに産婦)と面談 
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（６）子育て短期支援事業（ショートステイ）  

○事業内容 

保護者の疾病などの理由により家庭において児童を養育することが一時的に困難となっ

た場合、児童養護施設などにおいて、一定期間、宿泊などにより養育を行う事業です。 

 

○事業実績 

委託事業により市外の乳児院 1施設で実施していましたが、令和 2年度以降は感染症

の感染拡大防止のため長期間受け入れを中止する期間がありました。 

また、市内に新たに設置される児童養護施設 1施設で、実施していきます。 

 

■表 38 利用実績 ＜単位：人日（年間延べ人数）＞ 

  
令和元年度 

(2019) 
令和２年度 
(2020) 

令和 3年度 
(2021) 

令和 4年度 
(2022) 

令和 5年度 
(2023) 

利用実績 25 0 0 0 0 

 

○必要量と確保方策 

令和 5年度までは市外の福祉施設での子育て短期支援事業（ショートステイ）の実施のみ

でありましたが、新たに設置される市内の福祉施設での実施により、必要量を確保します。 

 

■表 39 必要量と確保方策 ＜単位：人日（年間延べ人数）＞ 

 令和７年度 
(2025) 

令和８年度 
(2026) 

令和９年度 
(2027) 

令和 10年度 
(2028) 

令和 11年度 
(2029) 

必要量 1,144 1,125 1,100 1,078 1,053 

確保方策 1,460 1,460 1,460 1,460 1,460 

需給差 316 335 360 382 407 

 

■表 40 確保方策の内訳 ＜単位：人日（年間延べ人数）＞ 

施設名 確保数 

ほうゆうベビーホーム（市外） 730 

実籾パークサイドハウス（市内） 730 
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（７）乳児家庭全戸訪問事業 

○事業内容 

生後４か月までの乳児のいるすべての家庭を訪問し、子育て支援に関する情報提供や養

育環境などの把握を行う事業です。 

 

○事業実績 

母子保健推進員 30人、新生児訪問指導担当者（助産師）５人、地区担当職員（保健師）

15人の体制で実施しています。 

 

■表 41 年間訪問者数の推移  ＜単位：人（実人数）＞ 

 令和元年度 
(2019) 

令和２年度 
(2020) 

令和 3年度 
(2021) 

令和 4年度 
(2022) 

令和 5年度 
(2023) 

訪問実績 1,378 1,097 1,092 1,056 1,100 

 

○必要量と確保方策 

現状において、すべて実施できていることから、令和７年度から令和１１年度までの確保方

策は、現状の実施体制と同等の体制とします。 

 

■表 42 必要量  ＜単位：人（実人数）＞ 

 令和７年度 
(2025) 

令和８年度 
(2026) 

令和９年度 
(2027) 

令和 10年度 
(2028) 

令和 11年度 
(2029) 

必要量 1,073 1,057 1,048 1,038 1,025 

 

■表 43 確保方策  

 令和７年度～令和 11年度 

実施体制 50人 

 母子保健推進員 30人 

 新生児訪問指導担当者（助産師） 5人 

 地区担当職員（保健師） 15人 

実施機関 習志野市（健康支援課） 

 

  



第５章 必要量と確保方策 

- 179 - 

（８）養育支援訪問事業 

○事業内容 

出産後の養育に関し、出産前から指導・助言などの支援を行うことが特に必要であると認

められる妊産婦に対して、その居宅を訪問し、支援を行うことにより、当該家庭の適切な養育

の実施を確保する事業です。 

 

○事業実績 

家庭相談員及びケースワーカー、保健師により訪問及び養育指導を実施しています。 

支援方法は、関係機関によるアセスメント会議を経て決定しています。 

 

■表 44 年間訪問者数の推移  ＜単位：人（実人数）＞ 

 令和元年度 
(2019) 

令和２年度 
(2020) 

令和 3年度 
(2021) 

令和 4年度 
(2022) 

令和 5年度 
(2023) 

訪問実績 7 6 9 9 10 

 

○必要量と確保方策 

現状において、すべて実施できていることから、令和７年度から令和１１年度までの確保方

策は、現状の実施体制と同等以上の体制とします。 

 

■表 45 必要量  ＜単位：人（実人数）＞ 

 令和７年度 
(2025) 

令和８年度 
(2026) 

令和９年度 
(2027) 

令和 10年度 
(2028) 

令和 11年度 
(2029) 

必要量 9 9 9 9 9 

 

■表 46 確保方策  

 令和７年度 
(2025) 

令和８年度 
(2026) 

令和９年度 
(2027) 

令和 10年度  
(2028) 

令和 11年度  
(2029) 

実施機関 27人 27人 27人 27人 27人 

  
子ども家庭総合支援係 

家庭相談員及びケースワーカー  
12人 12人 12人 12人 12人 

  
母子保健 地区担当職員 

（保健師） 
15人 15人 15人 15人 15人 
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（９）病児保育事業 

○事業内容 

【病児・病後児対応型】 

病児について、病院・保育所などに付設された専用スペース等において、看護師などが一

時的に保育などする事業です。 

 

【体調不良児対応型】 

保育中に、突発的に体調不良となった児童に対し、降所するまでの間、保育所等にて保健

的な対応等を含めた保育を行う事業です。 

 

○事業実績 

本市では、「病児・病後児対応型」として、２か所にて委託事業を実施しています。 

 

■表 47 利用実績  ＜単位：人日（年間延べ人数）＞ 

 令和元年度 
(2019) 

令和２年度 
(2020) 

令和 3年度 
(2021) 

令和 4年度 
(2022) 

令和 5年度 
(2023) 

利用実績 1,053 38 92 101 266 

※令和４年４月から１か所が休室しています。 

 

○必要量と確保方策 

【病児・病後児対応型】 

必要量に応じた確保を図ります。 

 

【体調不良児対応型】 

市内保育所・こども園にて実施し、必要量に応じた確保を図ります。 
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■表 48 必要量と確保方策 ＜単位：人日（年間延べ人数）＞ 

 令和７年度 
(2025) 

令和８年度 
(2026) 

令和９年度 
(2027) 

令和 10年度 
(2028) 

令和 11年度 
(2029) 

必要量 
病児・病後児対応型 810 786 768 765 749 

体調不良児対応型 4,840 4,840 4,840 4,840 4,840 

確保方策 
病児・病後児対応型 2,064 2,064 2,064 2,064 2,064 

体調不良児対応型 4,840 4,840 4,840 4,840 4,840 

需給差 
病児・病後児対応型 1,254 1,278 1,296 1,299 1,315 

体調不良児対応型 0 0 0 0 0 

 

 

■表 49 確保方策の内訳 ＜単位：人日（年間延べ人数）＞ 

 施設名 開設年度 確保数 

病児・病後児対応型 
キッズケアルームなでしこ（千葉県済生会習志野病院） 既設 1,084 

ケアルームつくしんぼ（津田沼中央総合病院） 既設 980 

体調不良児対応型 市内保育所・こども園 既設 4,840 
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（１0）ファミリー・サポート・センター事業 

（就学児童対象 ※病児・緊急対応強化事業以外） 

○事業内容 

小学生を子育てしている保護者、援助をするサポーター双方を会員として、児童の預かり

等の援助を受けることを希望する者と当該援助を行うことを希望する者との相互援助活動に

関する連絡、調整を行う事業です。 

 

○事業実績 

ファミリー・サポート・センター事業の会員数は、令和５年度末現在で利用会員 2,238人、

提供会員 361人、両方会員 58人となっています。 

 

■表 50 利用実績 ＜単位：人日（年間延べ人数）＞ 

 令和元年度 
(2019) 

令和２年度 
(2020) 

令和 3年度 
(2021) 

令和 4年度 
(2022) 

令和 5年度 
(2023) 

利用実績 796 407 342 633 719 

 

○必要量と確保方策 

現状で、保護者の希望どおりに援助が行える体制にあることから、必要量に応じた確保を

図ります。 

 

■表 51 必要量と確保方策 ＜単位：人日（年間延べ人数）＞ 

 令和７年度 
(2025) 

令和８年度 
(2026) 

令和９年度 
(2027) 

令和 10年度 
(2028) 

令和 11年度 
(2029) 

必要量 406 404 394 381 369 

確保方策 581 581 581 581 581 

需給差 175 177 187 200 212 
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（11）妊婦健康診査事業 

○事業内容 

妊婦の健康の保持及び増進を図るため、妊婦に対する健康診査として、健康状態の把握、

検査計測、保健指導を実施するとともに、妊娠期間中の適時に必要に応じた医学的検査を

実施する事業です。 

 

○事業実績 

県内委託医療機関や助産所などで委託方式により実施しています。 

検査項目は、基本的な妊婦健康診査、血液検査、超音波検査、子宮頸がん検診、B群溶

血性レンサ球菌検査（GBS）、クラミジア検査です。 

 

■表 52 事業実績 ＜単位：年回（年間延べ回数）＞ 

 令和元年度 
(2019) 

令和２年度 
(2020) 

令和 3年度 
(2021) 

令和 4年度 
(2022) 

令和 5年度 
(2023) 

事業実績 16,320 14,563 14,767 14,097 14,134 

 

○必要量と確保方策 

現状において、すべて実施できていることから、令和７年度から令和 11年度までの確保方

策は、現状の実施体制と同等の体制とします。 

 

■表 53 必要量 ＜単位：年回（年間延べ回数）＞ 

 令和７年度 
(2025) 

令和８年度 
(2026) 

令和９年度 
(2027) 

令和 10年度 
(2028) 

令和 11年度 
(2029) 

必要量 14,269 14,265 14,300 14,374 14,461 

 

■表 54 確保方策 

 令和 7年度～令和 11年度 

実施場所 県内委託医療機関、助産所など 

実施体制 委託方式 

検査項目 
基本的な妊婦健康診査、血液検査、超音波検査、子宮頸がん検診、 

B群溶血性レンサ球菌検査（GBS）、クラミジア検査 

実施時期  妊娠 8週～39週頃（計 14回） 
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（12）実費徴収に係る補足給付を行う事業 

○事業内容 

 「年収３６０万円未満相当世帯」及び「第３子以降」に該当するこどもが、私立幼稚園にて、

教育の提供を受けた場合において、給食費（副食材料費）の一部を補助することにより、これら

の者の円滑な教育が図られ、すべてのこどもの健やかな成長を支援する事業です。 

また、低所得で生計が困難である者のこどもが、認可保育所・こども園・市立幼稚園・小規

模保育事業所にて、特定教育・保育などの提供を受けた場合において、日用品、文房具などの

購入に要する費用などの一部を補助する事業です。 

 

○事業実績 

【給食費（副食材料費）】 

すべての私立幼稚園で実施しています。なお、市立幼稚園及び保育所、こども園において

は、減免を実施しています。 

 

【日用品・文房具など】 

すべての認可保育所・こども園・市立幼稚園で実施しています。 

 

■表 55 事業実績 ＜単位：人日（年間延べ人数）＞ 

 令和元年度 
(2019) 

令和２年度 
(2020) 

令和 3年度 
(2021) 

令和 4年度 
(2022) 

令和 5年度 
(2023) 

給食費 233 351 378 231 259 

給食費以外  0 14 9 9 

 

○必要量と確保方策 

必要量に応じた確保を図ります。 

 

■表 56 必要量と確保方策 ＜単位：人日（年間延べ人数）＞ 

 令和７年度 
(2025) 

令和８年度 
(2026) 

令和９年度 
(2027) 

令和 10年度 
(2028) 

令和 11年度 
(2029) 

必要量 
給食費 313 313 313 313 313 

給食費以外 24 24 24 24 24 

確保方策 337 337 337 337 337 

需給差 0 0 0 0 0 
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（1３）多様な事業者の参入促進・能力活用事業 

○事業内容 

認可外保育施設に通う無償化給付を受けていない満３歳以上の児童の保護者に対し、利

用料の一部を給付する事業です。 

 

○事業実績 

市内１施設に通う対象児童の保護者に対し給付しています。 

 

■表 57 事業実績 ＜単位：人日（年間延べ人数）＞ 

 令和元年度 
(2019) 

令和２年度 
(2020) 

令和 3年度 
(2021) 

令和 4年度 
(2022) 

令和 5年度 
(2023) 

事業実績   271 86 24 

 

○必要量と確保方策 

必要量に応じた確保を図ります。 

 

■表 58 必要量と確保方策 ＜単位：人日（年間延べ人数）＞ 

 令和７年度 
(2025) 

令和８年度 
(2026) 

令和９年度 
(2027) 

令和 10年度 
(2028) 

令和 11年度 
(2029) 

必要量 132 132 132 132 132 

確保方策 132 132 132 132 132 

需給差 0 0 0 0 0 
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（1４）産後ケア事業 

○事業内容 

出産後間もなく、体調や育児に不安のある産婦とお子さんが、心身のケアを受ける事業で

す。 

宿泊してケアを受けるショートステイ型、日帰りで日中にケアを受けるデイサービス型、在宅

でケアを受けるアウトリーチ型があります。 

 

○必要量と確保方策 

現状実施している産後ケア事業において実施ができていることから、現状の実施体制と同

等の体制とします。 

今後、産婦の利用希望等、必要がある場合は、委託機関を増やすことを検討します。 

 

■表 59 必要量と確保方策 ＜単位：人日（延べ人数）＞ 

 令和７年度 
(2025) 

令和８年度 
(2026) 

令和９年度 
(2027) 

令和 10年度 
(2028) 

令和 11年度 
(2029) 

必要量 

ショートステイ型 181 183 187 191 195 

デイサービス型 30 31 31 32 32 

アウトリーチ型 192 195 199 203 207 

確保方策 

ショートステイ型 181 183 187 191 195 

デイサービス型 30 31 31 32 32 

アウトリーチ型 192 195 199 203 207 

需給差 

ショートステイ型 ０ ０ ０ ０ ０ 

デイサービス型 ０ ０ ０ ０ ０ 

アウトリーチ型 ０ ０ ０ ０ ０ 

 

■表 60 確保方策の内訳 

 施設名 

ショートステイ・デイサービス型 

愛育レディースクリニック 

山口病院 

共立習志野台病院 

前田産婦人科 

ファミール産院つだぬま 

みみずく助産院 

デイサービス型 本田助産院 

アウトリーチ型 千葉県助産師会 
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（1５）子育て世帯訪問支援事業 

○事業内容 

家事や育児等に対して不安や負担を抱えた子育て世帯やヤングケアラー等がいる家庭、支

援の中で必要とした家庭に対し、育児家庭支援ヘルパーを派遣し、家事・育児の支援を実施し

ています。 

 

○必要量と確保方策 

現状で必要な世帯への支援が行える体制にあることから、必要量に応じた確保を図りま

す。 

 

■表 61 必要量と確保方策 ＜単位：人日（延べ人数）＞ 

 令和７年度 
(2025) 

令和８年度 
(2026) 

令和９年度 
(2027) 

令和 10年度 
(2028) 

令和 11年度 
(2029) 

必要量 237 234 231 227 224 

確保方策 237 234 231 227 224 

需給差 0 0 0 0 0 

 

■表 62 確保方策の内訳 

 令和 7年度～令和 11年度 

実施体制 委託方式 
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（1６）児童育成支援拠点事業 

○事業内容 

委託事業により、養育環境等に課題を抱える、家庭や学校に居場所のない児童に対して、生

活習慣の形成や学習のサポート、食事の提供等を行い居場所となる場所を提供する事業で

す。 

 

○必要量と確保方策 

令和７年度より市内において実施することにより、需要に応じた確保ができると考えており

ます。 

 

■表 63 必要量と確保方策 ＜単位：人（実人数）＞ 

 令和７年度 
(2025) 

令和８年度 
(2026) 

令和９年度 
(2027) 

令和 10年度 
(2028) 

令和 11年度 
(2029) 

必要量 11 11 11 10 10 

確保方策 11 11 11 10 10 

需給差 ０ ０ ０ ０ ０ 

 

■表 64 確保方策の内訳 

 令和 7年度～令和 11年度 

実施体制 委託方式 
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（1７）親子関係形成支援事業 

○事業内容 

子育てに苦しさを感じている保護者に対して講義やグループワーク、ロールプレイ等によりペ

アレントトレーニングを実施したり、同じ悩みや不安を抱える保護者同士が相談・共有・情報交

換できる場を設ける事業です。 

 

○必要量と確保方策 

現状において保護者の希望通りに実施できていることから、必要量に応じた確保を図りま

す。 

 

■表 65 必要量と確保方策 ＜単位：人（実人数）＞ 

 令和７年度 
(2025) 

令和８年度 
(2026) 

令和９年度 
(2027) 

令和 10年度 
(2028) 

令和 11年度 
(2029) 

必要量 10 10 10 10 9 

確保方策 10 10 10 10 10 

需給差 ０ ０ ０ ０ 1 

 

■表 66 確保方策の内訳 

 令和 7年度～令和 11年度 

実施体制 委託方式 
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（1８）乳児等通園支援事業（こども誰でも通園事業） 

○事業内容 

生後６カ月から３歳未満のこどもについて、保護者の就労要件を問わず時間単位で、保育

所等において、保育を実施する事業です。 

 

○必要量と確保方策 

令和８年１月から向山こども園において事業を開始します。以降、本給付事業の認可を受

けた私立施設の利用と合わせて確保を図っていくとともに、各中学校区に公立こども園を設

置していることから、併設するこどもセンターを活用して、地区別の必要量に対応します。 

 

■表 67 必要量と確保方策  ＜単位：人＞ 

区域 区分 
令和７年度 
(2025) 

令和８年度 
(2026) 

令和９年度 
(2027) 

令和 10年度 
(2028) 

令和 11年度 
(2029) 

第一 
中学 
校区 

必要量 13 12 10 10 9 
確保方策 13 17 26 26 26 
需給差 0 5 16 16 17 

第二 
中学 
校区 

必要量 7 10 10 10 10 
確保方策 0 0 3 3 3 
需給差 ▲7 ▲10 ▲7 ▲7 ▲7 

第三 
中学 
校区 

必要量 7 7 7 7 8 
確保方策 0 0 8 8 8 
需給差 ▲7 ▲7 1 1 0 

第四 
中学 
校区 

必要量 10 10 10 9 8 
確保方策 0 0 11 11 13 
需給差 ▲10 ▲10 1 2 5 

第五 
中学 
校区 

必要量 12 11 10 10 10 
確保方策 0 0 8 8 10 
需給差 ▲12 ▲11 ▲2 ▲2 0 

第六 
中学 
校区 

必要量 8 8 8 7 6 
確保方策 0 0 3 3 3 
需給差 ▲8 ▲8 ▲5 ▲4 ▲3 

第七 
中学 
校区 

必要量 8 8 8 7 7 
確保方策 0 3 6 6 6 
需給差 ▲8 ▲5 ▲2 ▲1 ▲1 

全
体 

必要量 65 66 63 60 58 
確保方策 13 20 65 65 69 
需給差 ▲52 ▲46 2 5 11 
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■表 68 確保方策の内訳 ＜単位：人＞ 

区域 施設名 開設年度 確保数 

第一中学校区 

向山こども園 令和７年 13 

私立施設 令和８年 4 

向山こども園こどもセンター 令和９年 3 

私立施設 令和９年 6 

第二中学校区 大久保こども園こどもセンター 令和９年 3 

第三中学校区 
袖ケ浦こども園こどもセンター 令和９年 3 

私立施設 令和９年 5 

第四中学校区 

東習志野こども園こどもセンター 令和９年 3 

私立施設 令和９年 8 

東習志野こども園 令和 11年 2 

第五中学校区 

（仮称）藤崎こども園こどもセンター  令和９年 3 

私立施設 令和９年 5 

（仮称）藤崎こども園 令和 11年 2 

第六中学校区 杉の子こども園こどもセンター 令和９年 3 

第七中学校区 
私立施設 令和８年 3 

新習志野こども園こどもセンター 令和９年 3 





 

 

 


